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はじめに  
 

 

横浜市では、平成２５年度を目標年度とした中期的な計画である「中期４か

年計画」を策定しており、本市における様々な課題に対する基本政策を掲げ「安

心と活力があふれるまち・横浜」の実現に向けて事業を進めています。  

一方、環境問題に関しては、本市の環境に関する総合計画である「横浜市環

境管理計画」を平成２３年４月に策定し、「総合的な環境行政の推進」、「環境に

関する広報の充実」、「人と環境とのきずなづくり」という３つの視点を掲げ、

地球温暖化対策と生物多様性の２つの分野に重点を置いて環境行政を進めてい

ます。また、生物多様性については、「生物多様性基本法」において各自治体が

生物多様性に取り組むべき内容を地域戦略として取りまとめることとなってい

ることから「生物多様性横浜行動計画（ヨコハマｂプラン）」を平成２３年４月

に策定し、事業を展開しているところです。  

こうした計画の実現に向けて、環境科学研究所では、調査研究・試験検査・

環境監視などの事業を通して環境の現状把握を行い、また、環境改善となる実

験や調査を実施し、環境施策を推進するための裏づけとなる科学的根拠を提供

する役割を担うとともに、喫緊の課題解決に向けた対応をしてきました。  

これまでにもダイオキシン、アスベスト等、社会問題になった事柄に対して

取組んできましたが、平成２４年２月からは放射能核種分析も行い、可能な限

り市民の不安を取り除き安全な市民生活を送れるよう努めています。  

今後は、これまで培われてきた技術や研究成果を継承し、技術・研究レベル

をさらに向上していくための人材育成を進め、また、従来の環境問題にとどま

らず、社会状況・行政ニーズに応じた調査研究を進め環境施策に反映していく

必要があると考えています。  

本所報は、平成２３年度の事業成果を取りまとめたものですが、皆様に活用

していただき、環境問題への取組みをさらに進展することができればと願って

います。  

皆様のご指導ご鞭撻をよろしくお願いします。  

 

 

平成２５年３月  

 

横浜市環境科学研究所長   橘 一秀  
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業務報告 

１ 環境科学研究所の沿革 

横浜市環境科学研究所は、昭和 51 年 4 月に横浜市公

害研究所として設立され、平成 3 年 6 月に名称を横浜市

環境科学研究所としました。大気、騒音・振動、水質、

地盤沈下、社会科学の各部門に分かれ、各種調査研究を

はじめ、市の規制・指導等に反映させるための試験検査

業務や環境監視に用いる自動測定機等の精度管理など

さまざまな事業を行ってきました。 

   平成 10年 5月には複雑多様化する環境問題に柔軟に

対応できるよう、今までの、大気や水質部門などの現象

対応型組織から、ヒートアイランド対策研究や化学物質

対策研究などの機能対応型組織とするため、研究調整、

調査研究(基礎研究・プロジェクト研究)、試験検査など

に組織を整備しました。 

平成 17 年４月には、環境保全局、緑政局、下水道局

の３局再編による環境創造局の発足に伴い、環境監視セ

ンター及び下水道技術開発担当を統合し、機能を拡充す

るとともに、調査研究テーマに基づく組織編成としまし

た。 

平成 21 年 4 月には、市の環境政策との連携を推進す

るため、環境科学研究所は環境創造局企画部に組織再編

し、環境監視センターは、環境保全部環境管理課の所管

となりました。 

平成 23 年 4 月には、環境科学研究所は組織再編のた

め、環境創造局企画部から環境創造局政策調整部に名称

変更し、下水道技術開発担当は下水道計画調整部下水道

事業推進課に再編されました。 

２ 試験検査業務 

   平成 23 年度の試験検査業務の概要は次のとおりです。 

 なお、福島第一原発事故による放射能の影響に対す

る市民の不安解消のため、放射能測定を行いました。 

◇事業所排出水等の試験検査 

◇有害大気汚染物質のモニタリング調査 

◇アスベスト被害対策事業 

◇浮遊粒子状物質（PM2.5）調査 

◇酸性雨モニタリング調査 

◇化学物質の環境リスクに関する調査研究 

◇放射能測定 

３ 調査研究業務概要 

平成23年度の調査研究業務の概要は次のとおりです。 

◇ヒートアイランド対策に係る技術支援研究 

◇地盤及び地下水位観測および環境情報提供事業 

 ◇生物多様性横浜行動計画推進事業 

・生物生息状況モニタリング調査 ―河川域生物相調査― 

・市民協働による陸域生き物調査 

・生物環境情報整備事業 

・多自然型水・緑整備事業の環境への効果に関する研究 

・沿岸域等の水環境保全・再生に関する研究 

 ◇きれいな海づくり事業 

      

 

４ 環境教育活動 

4-1 第７回 こどもエコフォーラム 

    市内の児童生徒が自ら行った環境に関する調査や活

動の報告などを発表する場を提供する「第７回こどもエ

コフォーラム」を開催しました。このフォーラムは、平

成 17 年度に第 1 回を開催し、児童生徒が日頃から良好

な環境について考え、環境に対する豊かな感性を育むと

ともに、主体的に環境活動を実践できるようにしていく

ことを目的として、教育委員会指導企画課と共催で実施

しています。 

当日は、市内小中学校から出された環境に関する児童

生徒による作品の発表（調査結果、活動報告、提言）や、

展示を中心とし、環境活動団体や当研究所等による活動

紹介などのワークショップを実施しました。今年は、環

境科学研究所や環境創造局政策課職員による特別授業

を盛り込むなど、環境教育活動としての内容充実を目指

しました。 

  期 日／平成 24 年 2 月 25 日（土） 

   会 場／西公会堂 講堂 

  内 容／作品発表(14 編)、特別授業(3 編) 

音楽演奏(こどもエコフォーラムテーマ)、 

ワークショップ(8 団体) 

      講評：和泉 良司(市立三保小学校長) 

  参加者／300 人 

4-2 第 35 回 環境・公害研究合同発表会 

  横浜市環境科学研究所、神奈川県環境センター及び川

崎市公害研究所で組織する神奈川県市環境・公害研究機

関協議会主催による、「第 35 回 環境・公害研究合同発

表会」を開催しました。 

  環境科学研究所からは、「横浜市におけるヒートアイ

ランド現象解明のための上空調査」及び「横浜の海の生

物相の変遷－長期モニタリング結果から－」の研究発表

を行いました。 

  期 日／平成 23 年 6 月 17 日（金） 

   会 場／横浜市技能文化会館 多目的ホール 

  内 容／研究発表(6 編)、 

特別講演：「新しい排水管理手法(WET)につ

いて」鑪迫 典久(独立行政法人国立環境研

究所環境リスク研究センター環境暴露計測

室主任研究員) 

  参加者／150 人 

4-3 施設見学、出前講座等 

  環境科学研究所の施設公開を隣接する衛生研究所と

合同開催とし、例年と比べ、多くの市民の方に研究所の

研究業務を紹介することができました。また、随時、学

校や市民団体等の施設見学を受け入れ、研究業務の紹介

も行っています。また、区役所・市民団体等からの依頼

を受けて、出前講座や自然観察会への講師派遣も行って

います。 
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事業名 

試験検査・環境危機管理対策 

１ 事業所排出水等の試験検査 
［目的］ 
 規制部局と連携・協力し、安全で豊かな水辺環境の維持・回復を図るため、水質汚濁の防止に関する試験・検査

を行う。 
［方法］ 
水質汚濁防止法にある項目について、規制部局と連携し、規制指導に必要な事業所排出水の試験・検査を行う。

ゴルフ場の農薬調査を行う。 
環境中のダイオキシン類の分析を行う。 
汚染井戸及びその周辺地域における水質調査を行う。 

 事故検体等緊急時の対応を行う。 
［結果］ 

  平成 23 年度の試験・検査検体数は次の表のとおり。 
事業所等排出水検査 465 検体 
ゴルフ場農薬調査 15 検体 
ダイオキシン類分析 36 検体 
汚染井戸及びその周辺地域に

おける水質調査 
49 検体 

事故検体（生物試験検体含） 39 検体 
  事故検体としては、河川の白濁、油流出事故、魚浮上事故等があり、分析結果を水・土壌環境課へ報告した。 

ゴルフ場の農薬については、22 年に暫定指導指針が改正され、新たに追加されたチアメトキサム、クロチアニジ

ンチフルザミド等についても分析項目に加えた。 
 
 
２ 有害大気汚染物質のモニタリング調査 

［目的］ 
有害大気汚染物質は、低濃度ではあるが、多様な物質が大気環境中から検出されており、その長期暴露による健

康被害が懸念されている。そこで、大気汚染防止法で規定されている有害大気汚染物質の大気汚染状況の把握を行

い、有害大気汚染物質の排出を抑制するための基礎資料とするため測定を実施し、環境省へ報告を行う。 

また、PRTR 対象物質で排出の多いトルエン、キシレン、エチルベンゼンについても大気汚染状況の把握を行う。

［方法］ 

・ 有害大気汚染物質 13 物質について、毎月 1回、県下一斉に市内 5か所（鶴見区潮田交流プラザ、中区本牧、緑

区三保小学校、戸塚区矢沢交差点、磯子区滝頭）で測定を行う。 

・ 有害大気汚染物質の測定と同時に PRTR 対象物質(トルエン、キシレン、エチルベンゼン)について年 4回、３か

所（鶴見区潮田交流プラザ、中区本牧、緑区三保小学校）で測定を行う。 

・ 測定の精度管理と関連し、高温多湿時のアルデヒドの採取方法について、ヨウ化カリウムと還元銅をそれぞれ

オゾンスクラバーとして用い、検討を行う。 

［結果］ 
・ 有害大気汚染物質 13 物質については当初計画通り毎月測定を行い、環境省へ報告を行った。また、測定値につ

いては環境省及び監視センターのホームページで公表されている。 
・ PRTR 対象物質の測定結果は神奈川県公害防止推進協議会に報告し、今後公表される予定である。 
・ アルデヒドの採取方法の検討については、今後チャンバー試験を並行しながら引き続き検討する。 
 

 
３ アスベスト被害対策事業 

［目的］ 
 アスベストの繊維は、肺線維症（じん肺）、悪性中皮腫の原因になるといわれ、肺がんを起こす可能性があること

が知られている（WHO 報告）。横浜市環境管理計画において、化学物質対策の推進としてアスベストが記述されてお

り、2025 年度までの環境目標の達成状況を評価する上で、継続的なアスベストのモニタリングが必要とされる。ま

た、震災発生後にはアスベストの飛散状況調査が必要となり、危機管理対応の観点からも継続的なモニタリングが

必要とされる。そこで、市内の大気環境中アスベスト濃度の定期的モニタリングを継続し、一般環境測定局のデー

タに関してはホームページでの公表、記者発表を行うことで、市民への迅速な情報提供を行う。また、解体建材中

のアスベスト含有調査を行い、被害を未然に防ぐのに役立てる。 

［方法］ 
・ 市内６か所の一般環境測定局及び３か所の自動車排ガス測定局で年 4 回、合計 36 検体の大気環境のサンプリ

ングを行い、アスベスト濃度を測定する。 
・ 規制部局と連携し、解体建設材中のアスベスト含有確認を行う。 
［結果］ 
・ 市内測定局９か所、合計 36 検体のアスベスト濃度は全て 10 本/L（＊）を大幅に下回っており、濃度が急上昇す
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るような地点・期間は見られなかった。一般環境測定局のデータについては記者発表し、市民への情報提供を

行った。 
（＊）WHO の環境保健クライテリアによると「世界都市部の一般環境中のアスベスト濃度は 1 本から 10 本程

度であり、この程度であれば健康リスクは検出できないほど低い」とされている。 
・ 解体建材中のアスベスト含有確認測定：21 検体 
・ 横浜市所管公共建築物のアスベスト含有確認試験：9 検体 
・ 東日本大震災に関連して、仙台市からのアスベスト測定依頼：4 検体 

 
 
４ 浮遊粒子状物質（PM2.5）調査 

［目的］ 
 微小粒子状物質（PM2.5）については、平成 21 年に環境基準が定められ、平成 22 年度から大気環境中の常時監

視が法定受託事務として定められた。また、横浜市環境管理計画においては 2025 年までに PM2.5 の環境基準を達

成することを目標としている。 
PM2.5 は粒径が極めて小さいことから大気中に浮遊する時間が長く、その被害は局所的ではなく広域に及ぶこと

が確認されている。そのため、関東地方大気環境対策推進連絡会浮遊粒子状物質調査会議（関東 SPM 調査会議）

及び神奈川県公害防止推進協議会浮遊粒子状物質部会（推進協 SPM 部会）と協力して、PM2.5 の発生メカニズム

の実態を調査し、環境測定部局が対策の検討を行うにあたり、必要となる情報を提供することを目的とする。 
［方法］ 
推進協 SPM 部会と協力し、光化学スモッグ注意報が発令された日について環境測定局で測定している SPM 自動

測定器のテープろ紙のイオンクロマトグラフ分析（12 検体×4 地点 合計 48 検体）を行い、SO42－成分と光化学オ

キシダントの関係を調査する。 
関東 SPM 共同調査においては、参加 17 都県市で夏季の 2 週間について一斉調査を行い、PM2.5(及び PM(10－2.5))

質量濃度、成分濃度及びガス状物質濃度を調査する。 
［結果］ 
昨年度、推進協 SPM 部会共同調査では、粒子状物質とガス成分を分離捕集するデニューダ法の検討を標準測定

法と併せて行い、標準測定法においては、フィルター上で NO3
－と大気中の SO2及び水が置換反応を行っているこ

と、更に有機炭素濃度が減少していることを確認した。第 51 回大気環境学会（平成 23 年 9 月 14 日～9 月 16 日）

において、昨年度の推進協 SPM 部会共同調査結果について口頭発表（報告）を行った。 
今年度の共同調査については、神奈川県内で SPM 濃度が高くなった平成 23 年 8 月 7 日のテープろ紙をイオンク

ロマトグラフ分析し、現在推進協 SPM 部会において結果の取りまとめを行っている。 
また、関東 SPM 調査会議については、平成 20 年度から平成 22 年度までの 3 年間にわたる共同調査の結果を取

りまとめ、報告書を作成した。 
両共同調査の結果については、第 52 回大気環境学会で報告する予定である。 

 
 
５ 酸性雨モニタリング調査 

［目的］ 

大気汚染による酸性雨の影響は、近年の東アジア地域における急速な工業化の進展により、広範囲に渡ると懸念

されている。横浜は以前から都市・工業地帯の汚染の影響を受け、日本の中ではやや強いレベルの酸性雨となって

いたが、平成 12 年（2000 年）９月からは三宅島火山ガス（SO2ガス）の影響が加わったため、急速に酸性度が強ま

り、世界で最も酸性雨が強い東欧、北米、中国重慶等の地域と同じレベルとなった。そこで、酸性雨のモニタリン

グを継続して現状の把握を行うとともに、基礎的な環境データとして蓄積を行う。 

［方法］ 

横浜市磯子区（環境科学研究所屋上）において自動雨水採取装置を用いて降水を採取した。降水は、初期 1mm 降

水（降り始め 1mm 目までの雨）及び一降水全量（降り始めから降り終わりまでの一雨）の２種を採取した。採取単

位は原則として降水ごととし、降水と降水の間隔が３時間以上の場合は別の降水とみなした。 

捕集容器に集めた降水は、試料体積を測定したのち、降水量（mm）に換算して記録した。その後、pH と電気伝導

度（EC）を測定した。 

［結果］ 

 平成 23（2010）年４月～平成 24（2011）年３月の期間に、降水を計 68 回採取した。 

 降水ごとの pH について、降水量で重み付けした平成 23 年度の平均値は、初期 1mm 降水が 4.50、一降水全量は 4.83

であった。火山ガス放出前 10年間の平均 pHは、初期 1mm 降水 4.33、一降水全量 4.73 であったが、火山ガス放出後

１年間の平均 pH は、初期降水 3.88、一降水全量 4.31 に降下した。その後、火山活動の沈静化に伴い、pH は徐々に

回復傾向にあり、本年度の結果も火山ガス放出前と同程度の水準であった。 

また、これらのデータは「酸性雨情報」として、毎月、各月の降水ごとの pH 及び EC、降水量を研究所ホームペ

ージに掲載し、市民への情報提供に努めた。 

 
 

６ 化学物質の環境リスクに関する調査研究（１） 
［目的］ 
 未規制化学物質や残留性の高い化学物質の環境実態調査を把握することにより、環境汚染の未然防止や、環境影
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響評価の基礎資料を得ることを目的とする。 
［方法］ 
 環境省が実施する化学物質環境実態調査を受託する。受託内容は、 
① 分析法開発検討調査（底質、生物試料中のシクロドデカ-1,5,9-トリエン分析法開発） 
② 初期・詳細環境調査（鶴見川、横浜港の水質、底質、生物調査、磯子の大気調査） 
③ モニタリング調査（鶴見川、横浜港の水質、底質、生物調査、磯子の大気調査） 
［結果］ 
① シクロドデカ-1,5,9-トリエンの分析方法については、専門家の意見を聞きながら、底質及び生物試料を使用し

て再現性、定量限界の算出、添加回収試験を行い、分析法を確立した。 
② 初期・詳細環境調査では、水質、底質、生物、大気試料について、15 種類の未規制物質の調査を行い、フルオ

ランテンについては、精度管理試料及び鶴見川、横浜港の水質試料の分析を行った。 
③ 鶴見川及び横浜港の水質、底質、生物試料（横浜港：ムラサキイガイ）、磯子区の大気試料について、PCB や

DDT 等について残留性の調査を行った。 
以上の結果について、環境省へ報告し、環境省が各自治体取りまとめのうえ、製本するとともに、ホームページ

上で公開予定であり、市民は横浜市の環境情報だけでなく、他自治体との比較検討が可能である。 
 

 

７ 化学物質の環境リスクに関する調査研究（２） 
［目的］ 
 環境省の全国調査等で、鶴見川の農薬について、全国平均よりも高い例が認められ、生態系への影響が懸念され

る。そこで、農薬の測定とともに生物試験を行い、生体影響について検討する。 
［方法］ 
 国立環境研究所と共同で農薬濃度の測定と、オオミジンコを用いた生物試験を行う。 
① 農薬調査：鶴見川亀の子橋等で原則月 1 回、また、農薬の使用が多いと思われる夏季の降雨増水時には追加調

査を行う。 
② 生物試験：国立環境研究所に鶴見川で採水した検体を送付し、オオミジンコを用いた生物試験を行う。 
［結果］ 
 合計 17 回（4,5,10～3 月各１回、6 月 3 回、7～９月 2 回）調査を実施したところ、24 種類の農薬（除草剤 14
種類、殺菌剤 4 種類、殺虫剤 6 種類）が検出され、最も検出頻度の高い農薬は、前年度同様除草剤のブロマシルで

あり、最も高い濃度は、寺家川で検出されたジクロルボス（殺虫剤）の 47μg/L であった。 
ミジンコ繁殖試験では、6 月の寺家川、10 月の亀の子橋、2 月のしらとり川などで影響が認められた。また、降

雨増水時の調査では、23 年度は平水時と差の少ないものとなった。これら結果の詳細については、学会等で報告す

るとともに、研究所報で報告し、横浜市のホームページで公開予定である。 
   
 
８ 放射能測定 

［目的］ 
 東日本大震災における福島第一原発事故による放射能の影響に対する市民の不安を解消し、より一層の安全・安

心を確保するため、市民へ放射線量の情報提供を行う。また、放射能測定装置を導入し、環境中の放射能濃度を行

う。 
［方法］ 
研究所屋上に設置しているモニタリングポスト（環境管理課所管）の放射線データを環境管理課と連携してホー

ムページ上で市民へ情報提供を行う。 
ゲルマニウム半導体検出器をもつ放射能測定装置を導入し、環境中の放射性物質の測定体制を整備する。 

［結果］ 
モニタリングポストによる放射線データは環境管理課と連携して年間を通じホームページで市民に情報提供を行

った。 
平成 24 年 1 月にゲルマニウム半導体検出器をもつ放射能測定装置を整備し、庁内で測定要望のあった下水汚泥

焼却灰、下水流入水、処理水などの測定を行った。また、廃水路敷き周辺の一部から高い値の放射線量が測定され、

除去等必要な対応を迅速に行うため、緊急に放射能測定を行った。 
 （平成 23 年度放射能測定実績 H23.2 月～3 月） 

内容 検体数 

廃水路敷周辺で測定された高い放射線量

土壌の緊急対応のための測定 
110

下水流入水・処理水、下水汚泥焼却灰等 51

海の公園のあさり 1

合計 162
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事業名 

ヒートアイランド対策に係る技術支援研究 

 ［目的］ 

   横浜市内におけるヒートアイランド現象の原因及び対策について、科学的手法を用いて現状を把握し、対策手法

についての技術提案を行うことにより、熱環境の緩和による市民の快適環境の創出につながる施策の提示を行う。

 ［方法］ 

① 気温観測調査 

市内 74 か所の小学校等の百葉箱を活用して気温観測を行い、横浜市内の夏季（７、８月）の気温分布図を作

成する。 

② 河川周辺街区における熱環境実測調査 

「風の道」によるクールスポット創出の可能性を検証するため、河川及び大規模道路周辺において熱環境の実

測調査（温湿度、風向風速、日射量、河川水温）を行う。調査地域として鶴見川河口域周辺の街区を選定した。

③ ヒートアイランド対策事業の効果測定・技術支援 

 各局区が実施しているヒートアイランド対策事業（緑のカーテン・打ち水等）に対して赤外線サーモグラフ

ィを使用した効果測定等の技術支援を行う。 

④ 環境学習支援事業 

市民のヒートアイランド対策に関する活動を広げるため、講義、実験等を通して普及啓発活動を行う。 

 ［結果］ 

① 気温観測調査 

2011 年夏季の平均気温は港北区綱島東で最も高い 27.7℃を観測した。真夏日日数は鶴見区生麦で最も多い 46

日を観測した。熱帯夜日数は神奈川区新子安で最大 39 日を観測した。日中は市内の北東部（港北区、都筑区な

ど）、夜間は横浜港周辺（鶴見区、神奈川区、西区、中区など）で高温となっており、ここ数年と同様の傾向が

みられた。前述の各項目について分布図を作成した。結果について記者発表し、広く市民に情報を提供した。ま

た、環境創造局業務研究改善事例発表会で調査結果を報告した。観測結果のデータは、神奈川県、川崎市と情報

共有を行い、連携を図っている。 

 ② 河川周辺街区における熱環境実測調査 

鶴見川河口域周辺街区において調査した結果、日中は河川上及び河川周辺地域が街区密集地域より低温となっ

ていた。夜間はどの地点も一様に気温が低下し、地点間の差が小かった。河川上からの風は日中、夜間共に流れ

ていた。このことから、河川が周辺街区に及ぼす冷却効果は、限定された区画内でみられること、夜間には効果

が現れず日中のみみられることがわかった。環境創造局業務研究改善事例発表会で調査結果を報告した。 

 ③ ヒートアイランド対策事業の効果測定・技術支援 

各局区が行っているヒートアイランド対策事業の効果測定等の技術支援として、赤外線サーモグラフィの貸出

及び操作・解析方法のレクチャーを庁内 23 部署に行った。また、貸出部署にアンケート調査を行い、次年度の

ヒートアイランド対策に向けての課題を抽出した。アンケート結果を庁内向けに報告した。 

④ 環境学習支援事業 

 環境教育「出前講座」として、市内小学校及び高等特別支援学校（計３校）に出向き、ヒートアイランド対策

に関する講義・実演を行った。研究所見学・研究所施設公開・こどもアドベンチャーにおいても講義・実演を行

い、多くの市民の方にヒートアイランドについて身近に感じてもらうことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5



 

事業名 

地盤環境の研究および環境情報提供事業 
 

［目的］ 

地盤地下水環境に関する情報を環境保全や各種公共事業に役立てるため、横浜市域の地質や地盤構造、地下水

に関する調査研究を行う。 

［方法］ 

・横浜市の各種事業で行われた地盤調査結果の集約、情報提供 
・地盤沈下、地下水位のモニタリング 
［結果］ 

・平成 23 年度に庁内で実施した土質調査の報告書を集約（委託件数：55 件、柱状図本数：497 本）、整理した。

土質調査データは庁内等の依頼に基づき、情報提供（件数：15 件、柱状図本数：48 本）した。 
消防局の地震被害想定の見直しにも資料を提供し、協力をした。 
地盤 View へのアクセスは 151842 件、問合せ件数は 56 件でした。 

・地盤沈下観測所（5 箇所）、地下水位観測井（15 箇所）のデータ回収および保守点検を行なった。 

 

 

事業名 

生物多様性横浜行動計画推進事業 

１．生物生息状況モニタリング調査 ―河川域生物調査― 

［目的］ 

横浜市では昭和 48 年以来ほぼ三年毎に、市内河川および海域において生物のモニタリングを実施している。40

年間近くのデータの蓄積は、横浜市の水環境における生物の変遷を記録する貴重な資料となっている。ヨコハマｂ

プランの施策を遂行するため、また、評価するための基礎資料として、本事業から得られる生物生息情報は必要不

可欠である。 

また、生物生息環境における新しい変化や新しい問題点を把握するためにも、定期的に生物データをとること

が必要である。 

［方法］ 

調査地点：鶴見川（12 地点）、帷子川（4地点）、大岡川（8地点）、境川(13 地点)、宮川（2地点）、侍従川（3地点）

の 6水系における合計 41 地点 

 調査項目：魚類、底生生物（甲殻類他含む）、水草、付着藻類、水質 

      （調査は水草調査の一部と水質調査を除き、委託業務） 

 調査時期：7月～9月に 41 地点で 1回 
［結果］ 

魚類は 50 種、底生動物は 171 種、水草は８種、付着藻類は 125 種の合計 354 種が確認された。その中で、海

とのつながりを持つ回遊性の種類（アユやエビ類の数種など）は増加傾向にあり、水環境の改善に伴い多様な生

物が戻ってきている。354 種のうちレッドリスト等掲載種）は 27 種で、平成 20 年度の結果（24 種）と同程度の

種類数。レッドリスト等掲載種は絶滅のおそれのある野生生物であり、生育生息地の保全とともに今後の動向を

見守っていく必要がある。 なお、外来種）は 32 種（国外外来種 24 種、国内外来種 6 種、品種 2 種）を確認し

た。 
 
２．市民協働による陸域生き物調査 
［目的］ 

市民協働による生物調査を行い、市民が市内に分布している動植物など生き物のことを知ると共に、調査結果

は今後の環境施策や身近な生き物とふれあえる環境づくりに反映させる。また、横浜の明治期植生図のＧＩＳ化

を行う。 
［内容および成果］ 

平成 23 年度は、平成 20～22 年度実施の市民協働生き物調査について、方法・結果をとりまとめ、今後の陸域

生物調査手法について検討した。 

明治期植生図については、20 年度から横浜国立大学との共同研究で GIS 化を開始し、23 年度は、横浜市北部・

中部地域（港北区、都筑区、緑区、青葉区、旭区、瀬谷区、泉区）の作業を行い明治期植生図が完成した。 
 

［今後の展開］ 

継続性や施策への反映を踏まえた市民協働生き物調査手法の確立が課題であり、平成 24 年度は、市民協働調査

手法の検討・試行、陸域生物調査（専門家調査）を予定している。 
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３．生物環境情報整備事業 

［目的］ 

生物多様性横浜行動計画「ヨコハマｂプラン」に掲げている、標本や生物多様性に関するデータの蓄積・一元

化に向け、横浜市が実施した様々な調査について、データや報告書の収集を行い、環境に関する基礎情報として

活用する。 

［成果］ 

① 生物情報を含む報告書リスト（タイトル、発行者、調査年、調査項目、調査場所、現在の所管課等の情報が

含まれる）をエクセルで作成した。 

内訳は、研究所で発行した調査報告書と委託成果物の情報 360 件。この他に、環境創造局内に情報提供を依頼

し、9課から約 70 件の報告書情報を収集した。 

② 生物モニタリングの結果のうち、河川の魚類と底生動物について、紙ベースのデータをエクセルに入力し、

電子化・データベース化した。 

［今後の展開］ 

① 報告書リストを充実させるため、来年度は他局で保有する情報の収集を検討する。 
② 市民への公開を視野に入れ、庁内で生物情報に関する文章取扱い基準について調整を行うと共に、下記の項目

を検討する必要がある。 
・報告書本体（紙媒体、電子データ）の保管方法。 
・データ提供の形。 
・市民からの問合せ窓口、対応フロー。 

③ データベース化する項目の優先順位づけを行う。 

 
４．河川の多自然型緑・水整備事業による事業効果に関する研究 

［目的］ 

多自然型河川整備、河川構造物の改変、魚道設置等の水・緑整備事業が多く展開されているが、より効果的事業

とするために、事業により創造された環境について生物的に適切な評価を行い、新たな事業や効率的な管理に反映

させるとともに、地域住民等に対しても事業効果の適切な情報提供を行うための基礎資料とすることを目的とし

た。 
［方法］ 

帷子川を対象にアユの分布調査を行い、落差工、魚道等の河川構造物との関係について検討した。繁殖生態とし

て、踏査による産卵場の特定とともに物理的環境調査等による、産卵場選択条件を解析した。 
［結果］ 

帷子川のアユの分布調査から、遡上距離は、河川構造物の構造、魚道の設置、河川水位変動等に影響されている

と思われた。繁殖生態調査では、産卵場が 10 月から 12 月まで 3～4 地点に形成された。その場所は、河口距離 4
から 6km の下流域であった。産卵場形成期間は、10 月から 12 月までであった。産卵場条件は流れの速い瀬、小礫、

浮石状態の基質が選択されていた。これら産卵場等は、大岡川に比して、生息個体数が多いことを反映して、産卵

場が比較的多く形成されていたが、主な産卵場は限られていた。 
 

 ５．沿岸域等の水環境保全・再生に関する研究 
［目的］ 

富栄養化した横浜市沿岸や感潮域における水質、底質、赤潮状況などの調査を行い、水環境保全・再生に必要な

問題点を明らかにし、行政施策に有効な情報を提供することを目的とする。 

［方法］ 

根岸湾奥（堀割川河口、火力発電所や下水処理場、石油精製工場の前など)の 6 地点で６月、９月に各１回、水質、

底質、底生生物の調査を行い、赤潮や貧酸素、底質の有機汚濁の状況などを把握した。 
［結果］ 

・水質は９月に全地点の表層で赤潮、DO は過飽和だった。 
・底質は堀割川河口を除いて嫌気度が高かった。ポンプ場排水口近くでは、有機物や硫化物の濃度が高かった。 
・底生生物は出現種 18 種の約半数が有機汚濁指標種だった。堀割川河口では汚濁種でないアサリやムラサキイガ

イがみられた。 
・水産用水基準による底質評価では、6 地点中１または 2 地点が「汚染初期泥」で、その他は夏に著しい貧酸素状

態を引き起こす恐れのある「汚染泥」と判定された。 
・七都県市底質環境評価では 6 地点中 1 地点が「環境保全度Ⅱ」だったが、その他は「環境保全度Ⅰ」であり、目

標を下回る評価であった。 
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事業名 

「きれいな海づくり」事業 

［目的］ 

市民の皆様に親しみを持っていただける、生きのもが豊かで浄化能力の高い海づくりを推進するため、市民と

協働での海の取り組みを行っている。また、事業内容の周知や環境教育を行い、海で活動する団体の連携を図る

ためのイベント等を開催する。 

末広地区：末広地区での海づくりとして、礫浜などでの生物多様性への取組を、地域と連携して進める。 

山下地区：都心臨海部の魅力づくりとして、山下公園前面海域における環境改善に取り組むことで、トライアスロ

ンなどのイベント開催や、海洋性レクリエーションへの水域利用などが進み、海が身近に感じられるよ

う施策を進める。 

野島地区：横浜で唯一の自然海浜である野島海岸の再生に向けた取組を進める。 

［成果］ 

末広地区：23 年度は、各種調査（水質・底質・生物相）を実施した。また、この調査結果から得られる情報をもと

に、より良い水環境の創出について、下水道処理場の護岸部の整備手法を検討するなど下水道事業と整

合を取った具体的な検討を行った。 

山下地区：23 年度は、流況や水塊構造などの基礎データを取得し山下園前の海域において、効果的な実施計画を策

定するための検討を行った。調査から山下公園前海域海域の平均流速は、概ね 1cm/s 前後と小さく、流

速の出現頻度は上層で 2～4cm/s と静かな場所であることが確認された。この事から流況調査（実測）や

風浪・地形等も加味して、底質の状況が一番厳しくなる条件（北東の風 15m/s）で現況潮流シミュレー

ションを行った結果、小潮期・大潮期に関わらず、北北東及び北東の風によって比較的大きな沖向きの

底層流が生じることが分かった。さらに、市民に都市部において身近に海を感じてもらうため、世界ト

ライアスロン大会プレイベントを通じてプロモーションを実施した。 

野島地区：23 年度は、野島周辺で活動されている市民団体にヒアリングを行い、問題点・課題抽出および現状把握

を実施した。この結果、【海岸漂着ゴミの適正な処理方法の検討】【活動時の申請先が分かりにくい（窓

口の一本化）】【砂浜の減少】などが挙げられ、官民連携での海岸維持の検討が必要であることが分かっ

た。 

［今後の展望］ 

末広地区：24 年度は、浅場形成の基本検討を行うために必要な夏季の各種データを取得し、下水道処理場の護岸部

の、より良い水環境の創出への取り組みの基礎資料として検討・整理する。 

山下地区：24 年度は、浅場の形成手法の検討と事業化に向けた庁内調整、世界トライアスロン大会プレイベントに

参加し、市民に対して横浜の海への関心・環境意識を高めるため環境活動の普及推進を実施する。 

野島地区：24 年度は、市民参加型イベントの開催および市民活動団体と海岸美化の仕組みづくりのための課題共有

を図り、生物多様性の普及啓発の観点からも海づくり事業に関する市民連携による取組みを進めていく。

新たな候補地の選定：市民に身近な海辺空間再生として、市民の皆様に親しみを持てる、生き物が豊かな浄化能力

の高い海づくりを推進するため、候補地の選定、候補地における海域の状況等の基礎調査を実施する。
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Ⅱ 調 査 研 究 編 



 

横浜市環境科学研究所所報第 37 号 2013 

 

オゾンによるトリエタノールアミンの酸化分解 

 

浦垣充朗、福崎有希子、福田亜佐子（横浜市環境科学研究所） 

 

Oxidative degradation of Triethanolamine by Ozone. 

 

Michio Uragaki, Yukiko Fukusaki, Asako Fukuda  (Yokohama Environmental Science Research Institute) 
 

キーワード：オゾン，トリエタノールアミン，アミン－N－オキシド, PM2.5，デニューダ 

 

要旨 

大気中の酸性ガス捕集に使用されるトリエタノールアミンについて、オゾンとの反応性を調査した。調査の結果、トリ

エタノールアミンはオゾンにより酸化され、アミン－N－オキシド中間体を経て、ヒドロキシルアミン類へ変化している

ことが示唆された。一方、オゾンは O2 へ還元されるため、デニューダ法（PM2.5 サンプリング）において捕集フィルタを

通過するオゾン量は、標準測定法より少ないことが確認された。 

 

１ はじめに 

PM2.5 の構成成分には、硝酸アンモニウム、塩化アンモ

ニウム及び蒸気圧の低い有機物等、半揮発性粒子が含まれ

ており、フィルタに捕集されたこれらの粒子は、サンプリ

ング条件下（減圧状態）においては、ガス態となり揮散し

てしまう（負のアーティファクト）。また、大気中のガス状

物質は、フィルタを通過する際に、捕集された粒子に吸着

（正のアーティファクト）又は化学反応を引き起こす可能

性があり、捕集フィルタの成分分析値は、環境大気中の実

態を必ずしも反映していないと考えられる。 

横浜市では、平成 20 年度から平成 22 年度それぞれの夏

季に、神奈川県及び川崎市と共同（神奈川県公害防止推進

協議会）で、デニューダ法及び標準測定法を並行で実施し、

PM2.5 の実態調査を行った。サンプリングには、組成分析

用カートリッジ（東京ダイレック社製、Model 3500）を使

用した。酸性ガス捕集用には炭酸ナトリウム及びトリエタ

ノールアミン（TEA）を、アルカリ性ガス捕集用にはクエ

ン酸を塗布したデニューダを調整し、フィルタ前段にセッ

トした。さらに、フィルタの後段には同じく塗布剤を含浸

させたバックアップフィルタをセットすることで、イオン

成分の揮散を確認した。塗布剤と捕集成分を表－1に示す。 

 

表－1 塗布剤及び捕集成分

塗布剤 捕集成分

2% Na2CO3 + 5v/v% TEA 塩化水素、硝酸、NO2、SO2

2% クエン酸 アンモニア
 

大気中のガス状物質が、PM2.5 捕集フィルタを通過する

際に粒子状物質に与える影響については、第 51, 52 回大気

環境学会年会において報告を行った（横浜市、神奈川県、

川崎市 共同発表）。 

 

 

 有機炭素（OC）については、全調査期間にわたって標準

測定法よりもデニューダ法の方が高濃度であり、両者の濃

度差と光化学オキシダント濃度との間には相関が見られる

ことが確認できた。図 1 は、平成 22 年 7 月 26 日から 8 月

9 日の期間に、横浜市環境科学研究所屋上において実施し

た、標準測定法とデニューダ法の並行サンプリングの調査

結果である。サンプリングは 7月 26日 午前 10時に開始し、

周期は48時間とした（期間③及び⑥は週末のため72時間）。 

 

 
図1 OC 濃度及び Ox 濃度 

 

２ 仮説の立案 

 2－1 光化学二次生成と酸化分解のトレードオフ 

 光化学オキシダントの主要成分であるオゾンは、大気中

においては VOC と反応して二次生成有機粒子の生成を促

進する。一方で、オゾンは有機物を酸化分解する性質も併

せ持っているため、PM2.5 サンプリングにおいて大気中の

オゾンは、フィルタを通過する際に、捕集された有機粒子

を分解している可能性がある。標準測定法においては、オ

キシダント濃度上昇時には光化学二次生成の促進だけでな
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く、フィルタ上での有機物分解もまた促進されていると考

えられる。 

2－2 TEA のオゾン酸化 

 酸性ガス（特に NO2）を除去する目的で、デニューダ管

内壁に塗布した TEA とオゾンは酸化還元反応を起こし、ア

ミン－N－オキシドと O2を生成する可能性がある。Scheme 

1 に示すとおり、オゾンは O2へ還元されて後段のフィルタ

を通過するため、デニューダ法においてはフィルタ上に捕

集された有機物の分解は起こらない、すなわち OC は減少

しないと考えられる。 

 
３ 調査の目的 

 仮説 2－1 については、オゾンデニューダを用いた PM2.5

実態調査により、大気中のオゾンがフィルタ上の有機物（特

に PAH）を酸化していることが報告されている１－２）。仮説

2－2 の TEA のオゾン酸化については、報告事例が見当た

らず、また図 1 の調査結果を説明する上で重要であるため、

非常に興味深いと考えられる。 
Scheme 1 については、TEA－N－オキシドが製造・販売

されていないため、反応生成物の定性及び定量による検証

が不可能であった。そこで、本報では Scheme 1 の左辺に着

目し、TEA についてオゾンスクラバーとしての性能の有無

を調査することとした。 

 

４ 調査方法 

 4－1 オゾン濃度測定 

オゾン濃度を測定する方法として、BPE/DNPH－カー

トリッジ（Sigma-Aldrich 社製, BPE/DNPH）を用いる分

析法を適用した。このカートリッジは、trans-1,2-ビスピ

リジルエチレン（BPE）及び DNPH をそれぞれシリカゲ

ルに含浸させ、前後 2 層に充填したサンプラーである。

カートリッジに捕集されたオゾンは、前段の BPE と反応

し、ピリジン-2-アルデヒド（PA）に変換され、さらに、

この PA は DNPH と反応し、ヒドラゾン誘導体を生成す

る特徴を有する（Scheme 2）。 

 
生成物 PA－ヒドラゾンを定量することで、化学反応式

の量論係数からオゾン濃度を間接的に求めることができ

る。また、ホルムアルデヒド及びアセトアルデヒド等、

大気中のアルデヒド類も後段の DNPH と反応し、類似の

誘導体を生成するため、オゾンとアルデヒド類の同時分

析を、このカートリッジで行うことができる。 

今回、この BPE/DNPH のさらに前段に、TEA 含浸シ

リカゲルを装着し、PA－ヒドラゾン生成量を調査した

（写真－1, TEA－BPE/DNPH）。通常のサンプリングと

比較して PA－ヒドラゾン生成量が減少した場合、TEA

はオゾンスクラバーの性能を有することとなり、Scheme 

1 が実証できると考えた。 

      試料大気 

 

 

 

 

 

 

TEA 含浸シリカゲル 

 

 

BPE 含浸シリカゲル（白色） 

 

DNPH 含浸シリカゲル（黄色） 

 

 

 

写真-1 TEA－BPE/DNPH 

 

 4－2 TEA 含浸シリカゲルの調整 

 固層カートリッジ Presep－C Silica Gel（和光純薬工業

社製）をアセトニトリル 10mL でクリーンアップし、 

10 v/v%TEA－アセトニトリル溶液 3mLを含浸させた後、

窒素ガスパージにより溶剤を除去した。 

 

4－3 試料採取及び試料液の調整 

 横浜市内の大気汚染常時監視測定局（中区本牧：北緯

35 度 24'52"、東経 139 度 39'42"）において、BPE/DNPH

及び TEA－BPE/DNPH サンプラーを用いて、2012 年 7

月 30日から7月 31日まで 24 時間並行サンプリングを行

った。サンプリングは午前 10 時から開始し、流速は

200mL/min.とした。サンプリング終了後、0.1 v/v%のリ

ン酸を含む 25% DMSO/アセトニトリル混合溶液で生成

物を溶出、5mL に定容した後、HPLC で分析した３）。 

 

4－4 分析条件 

 分離カラムに ODS シリカ、移動相に 0.1%ギ酸水溶液

とアセトニトリルの混合溶液を使用した。 

カラム：Devolosil C18（250×4.6mm, 5μm） 

移動相：アセトニトリル（A）/0.1%ギ酸（B） 

   Gradient Profile  

     min.        %A         %B 

     0      20     80 

         1           50         50 

   5           50         50 

        12           60         40 
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流速：0.5mL/min. 

注入量：20μL 

カラム温度：40℃ 

 

５ 結果と考察 

5－1 分析結果 

 通常の試料（BPE/DNPH）及び TEA 含浸シリカを装着

した試料（TEA－BPE/DNPH）の HPLC クロマトグラム

を図 2 に示す。通常のサンプリングにおいては、大気中

のホルムアルデヒド誘導体（FA－ヒドラゾン）及びアセ

トアルデヒド誘導体（(Z)AA－ヒドラゾン, (E)AA－ヒド

ラゾン 異性体 2 種：図 3）に加えて、オゾン由来の PA

－ヒドラゾンが確認された。一方、TEA－BPE/DNPH に

ついては、オゾン由来の PA－ヒドラゾンは生成されてい

なかった。この結果は、オゾンが TEA によって除去され

ていることを示しており、Scheme 1 のとおり TEA とオゾ

ンが反応することが確認された。 

さらに、TEA－BPE/DNPH については、アセトアルデ

ヒド由来の AA－ヒドラゾン（特に Z 異性体）が大量に

生成されており、大気中のアセトアルデヒド濃度に換算

すると約 120μg/m3 に達していた。通常サンプリングの

BPE/DNPH では、この現象は見られなかったため、TEA

による影響だと考えられる。 

  

  

図 2 通常サンプリング（BPE/DNPH；上）及び

TEA 装着サンプリング（TEA－BPE/DNPH；下） 

 

 

 図 3 アセトアルデヒド－ヒドラゾン異性体2種 

 

5－2 考察 

 TEA－BPE/DNPH において生成された(Z)AA－ヒドラ

ゾンの生成経路を考察した。β水素を有する 3 級アミン

オキシドは、加熱によりヒドロキシルアミンとアルケン

に分解することが知られている（Cope 脱離）。そこで、

今回検討した TEA についても、N－オキシド中間体を経

て、分解反応が起こっていると考えた。Cope 脱離反応の

遷移状態を参考に、TEA－N－オキシドの遷移状態と電

子の流れを図 4 のとおり推察した。 

 

図 4 3 級アミンオキシド及び TEA－N－オキシド 
の遷移状態 

 

TEA－N－オキシドの遷移状態は、水素結合によりヒ

ドロキシル基と N 原子上の O 原子が相互作用し、さらに

6 員環構造であるため、5 員環構造の 3 級アミンオキシド

よりも安定だと考えられる。そのため、活性化エネルギ

ーが小さく、常温で分解反応が進行し、酸化エチレンが

生成したと思われる。 

 酸化エチレンは、組成式 C2H4O であり、アセトアル

デヒドとは構造異性体の関係にある。また、反応性とい

う観点からも、アセトアルデヒド同様 DNPH（アミン化

合物）により求核付加攻撃を受けるため、AA－ヒドラゾ

ンを生成することが予想される。すなわち、図 2（下）

において生成した(Z)AA－ヒドラゾンは、アセトアルデ

ヒドではなく、酸化エチレンと DNPH が反応して生成し

た AA－ヒドラゾンであると考えられる。 

 アセトアルデヒド及び酸化エチレンの反応経路を

Scheme 3 及び Scheme 4 のとおり推察した。BPE/DNPH に

おいては、大気中のアセトアルデヒドがα－アミノアル

コールを経由して反応が進行するため、(E)体が主生成物

になると考えられる。一方、TEA－BPE/DNPH において

は、TEA－N－オキシドから脱離した酸化エチレンが、β

－アミノアルコール及びエナミンを経由して反応が進行

するため、(Z)体が選択的に生成される４－５）（副生成物の

(E)体はアセトアルデヒド由来のものと考えられる）

FA (Z)AA

(E)AA

FA 

(Z)AA

(E)AA

PA 
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６ まとめ 

 調査結果から、TEA はオゾンと反応して、ヒドロキシ

ルアミン及び酸化エチレンに分解していることが示唆さ

れた。神奈川県及び川崎市と共同調査を行ったデニューダ

法においては、大気中のオゾンがデニューダで除去され、

それに伴い酸化エチレンが発生していたと考えることがで

きる。そのため、標準測定法と比較して、捕集フィルタを

通過したオゾンは減少したものの、VOC（酸化エチレン）

については、むしろ増加していたことが考えられる。 

 捕集フィルタの材質である石英繊維は、VOC を吸着す

る６）。そのため、オゾン除去の効果と捕集フィルタへの

VOC（酸化エチレン）吸着のどちらの影響が、デニュー

ダ法における OC 高濃度化に寄与していたのか断定はで

きなかった。 

 今後、他種アミンを用いて、さらなる調査を行う必要

があると考えられる。 

 

７ 謝辞 

 PM2.5 共同調査に御協力いただいた、神奈川県環境科

学センター及び川崎市公害研究所の方々に、心から感謝

の意を表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 参考文献 

1）Schauer C,Niessner R,Pöschl U.：Polycyclic aromatic 

hydrocarbons in urban air particulate matter: decadal 

and seasonal trends, chemical degradation, and 

sampling artifacts. ， Environ Sci Technol.,37 ，

p2861-2868（2003） 

2）萩野浩之,坂本和彦：多重管デニューダを用いた微小

粒子中の有機炭素測定法の比較，大気環境学会誌, 

46(3),p172-178（2011） 

3）Uchiyama S,Inaba Y,Kunugita N：A diffusive sampling 

device for simultaneous determination of ozone and 

carbonyls,Analytica Chimica Acta., 691, p119-124（2003） 

4）野村祐次郎：エナミンの化学,有機合成化学協会誌, 

19(11),p801-808（1961） 

5）服部正平, 佐藤成美：Wittig 型反応によるエナミン

の合成, 日本化学会誌,10, p1780-1788（1975） 

6）環境省 大気中微小粒子状物質（PM2.5）成分測定マニ

ュアル(2012) 

12



 横浜市環境科学研究所報 第 37 号 2013 

 

鶴見川における農薬調査について（平成２３年度） 

 

酒井 学 (横浜市環境科学研究所)、多田 満 （国立環境研究所） 
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キーワード：農薬、河川水、オオミジンコ 

 

要旨 

 横浜市内を流れる鶴見川 5 地点で 82 種類の農薬を調査した結果、ブロマシル（除草剤）、ジクロルボス（殺虫剤）、フェ

ニトロチオン（殺虫剤）等、24 種類の農薬が検出された。検出頻度の高い農薬は、22 年度と同様にブロマシルであり、寺

家川以外の 4 地点から、ほぼ年間を通して検出され、検出頻度は 60%以上であった。最も高い濃度は、23 年 6 月に寺家川か

ら検出されたジクロルボス 47μg/L であり、施用に伴って一時的に河川水中の濃度が高くなったと考えられた。また、降雨

時の調査を寺家川、しらとり川、鶴見川亀の子橋で実施したが、降雨時に農薬濃度が高くなる場合と低くなる場合があり、

降雨による施用地からの農薬の流出以外に、取水堰の影響、雨水による希釈などいくつかの要因が関係しているものと思わ

れた。寺家川、しらとり川、鶴見川亀の子橋の試料について、国立環境研究所でオオミジンコ生態影響試験を実施したとこ

ろ、数検体で影響が認められ、農薬濃度と生態影響試験の結果を比較検討した結果、影響を与えた因子の一つとして、殺虫

剤が推察された。 

 

1． はじめに 

農薬は、効率的な生産活動や緑地や土地の管理に有用

であるが、環境中に排出された場合、低濃度でも周辺環

境へ影響を及ぼすおそれを有している。「特定化学物質

の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関

する法律（化学物質排出把握管理促進法）」においても、

人の健康や生態系に影響を及ぼすおそれがある物質とし

て、第１種指定化学物質にシアナジン、ブロマシル、フ

ェニトロチオン、ダイアジノン、ジクロルボス等、100

種類以上の農薬関連物質が指定され、環境リスクを検討

する際の重要な物質である1,2)。また、平成24年の生物多

様性国家戦略において、「農薬や化学肥料については、

1950 年代から1970 年代にかけて急速に利用が拡大しま

したが、こうした中で、不適切な農薬・肥料の使用は生

物多様性に対して大きな影響を与えてきた要因の一つと

考えられます。1990 年代以降は農薬全体の製造量は低下

し、農薬の安全性も高まってきているものの、生物多様

性に与える影響については未だに懸念されています。」

とあり、化学物質の生物多様性に対する懸念を示してい

る3)。 

しかし、農薬の場合、化学物質排出把握管理促進法の

届出外排出量が多いため、農薬の出荷量、作付面積等か

ら環境への排出量を推計しており 1,2)、環境実態につい

て不明確な部分も残されている。横浜市環境科学研究所

では、流域面積が広く、市内の代表的河川である鶴見川

で農薬のモニタリング調査を行うとともに、平成 22 年

度より降雨時について検討を加えており 4-13)、今回平成

23 年度の調査結果の報告を行う。 

 

２．調査方法 

２－１ 試料採取 

 亀の子橋（鶴見川、横浜市港北区）、都橋（鶴見川支

流恩田川、横浜市緑区）、寺家川（鶴見川支流寺家川・

宮前橋より上流 50m、横浜市青葉区）、奈良川（鶴見川支

流奈良川と恩田川の合流点より奈良川側 100m、横浜市青

葉区）、しらとり川（鶴見川支流しらとり川と恩田川の

合流点よりしらとり川側流路、横浜市青葉区）において、

平成 23 年 4 月から平成 24 年 3 月まで、毎月 1 回(農薬

の使用が多いと考えられる夏季は原則 2 回) 、試料採取

を行った。また、降雨時の調査として、平成 23 年 6 月

11 日、7 月 20 日、9 月 5 日に寺家川、しらとり川、鶴見

川亀の子橋で調査を実施した。 

２－２ 農薬分析 

 分析方法は以前の報告に準じ、GC/MS による一斉分析

を行った 7)。今回調査対象とした農薬は以下の 82 種類

である。 

  

除草剤：アトラジン、アメトリン、アラクロール、エ

スプロカルブ、オキサジアゾン、カフェンストロール、

キノクラミン(ACN)、クロルニトロフェン、シアナジン、

ジクロベニル(DBN)、シハロホップブチル、シマジン、

ジメタメトリン、シメトリン、ジメピペレート、チオベ

ンカルブ、テニルクロール、テルブカルブ、トリフルラ

リン、ナプロパミド、ビフェノックス、ピリブチカルブ、

ピリミノバックメチル、ブタクロール、ブタミホス、プ

レチラクロール、プロピザミド、ブロマシル、ブロモブ

チド、ペンディメタリン、ベンフレセート、メチルダイ

ムロン、メフェナセット、モリネート、レナシル 

 殺菌剤：イソプロチオラン、イプロベンホス、クロロ
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タロニル(TPN)、クロロネブ、ジフェノコナゾール、チ

フルザミド、テブコナゾール、トリシクラゾール、トル

クロホスメチル、ピロキロン、フサライド、フルトラニ

ル、プロシミドン、ペンシクロン、ミクロブタニル、メ

タミノストロピン、メタラキシル、メプロニル、EDDP 

 殺虫剤：イソキサチオン、エチルチオメトン、エトフ

ェンプロックス、クロルピリホス、クロルピリホスメチ

ル、ジクロルボス、ダイアジノン、テブフェンピラド、

パラチオン、ピラクロホス、ピリダフェンチオン、ピリ

プロキシフェン、ピリミホスメチル、フィプロニル、フ

ェニトロチオン、フェノブカルブ、フェンチオン、フェ

ントエート、ブプロフェジン、プロチオホス、α―ベン

ゾエピン、β―ベンゾエピン、ホサロン、マラチオン、

メチダチオン、メチルパラチオン、EPN 

 成長調整剤：パクロブトラゾール 

 

21、22 年度は対象物質に除草剤のピペロホスを含めて

いたが、平成 15 年に農薬登録が失効し、21、22 年度に

検出されなかったことから、23 年度は除外し、殺菌剤の

トリシクラゾールを加えた。 

 

３．結果及び考察 

 表－１に調査結果を示し、表－２に検出された 24 種類

の濃度範囲及び基準値、指針値等を示した。 

３－１除草剤 

今回の調査では、エスプロカルブ、カフェンストロー

ル、キノクラミン、シアナジン、シマジン、シメトリン、

ピリブチカルブ、ピリミノバックメチル、プレチラクロ

ール、ブロマシル、ブロモブチド、ベンフレセート、メ

フェナセット、モリネートの 14 種類が検出され、環境基

準値や指針値等が設定されている除草剤について、これ

らの濃度を超えるものは認められなかった。平成 17 年の

調査で 7)、寺家川、都橋、亀の子橋等で検出されたチオベ

ンカルブは、昨年度同様、いずれの地点からも検出され

ず、23 年度ほとんど使用されていないものと思われた。

かながわの PRTR によるチオベンカルブの推計排出量（横

浜市全体）も、これを裏付けるもので（図－１）、平成 19

年度以降、チオベンカルブの市内環境への排出減を示し

ている 2)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

図―1 PRTR データによるチオベンカルブの排出量 

図―２に寺家川におけるメフェナセットとブロマシル

の濃度を示し、図―３にしらとり川におけるメフェナセッ

トとブロマシルの濃度を示した。寺家川では、水田用除

草剤メフェナセットが 6 月 29 日に 1.4μg/L 検出された

が、駐車場等の土地管理に使用される例の多いブロマシ

ルは検出されなかった。一方、しらとり川では、メフェ

ナセットが検出されず、ブロマシルがほぼ年間を通して

検出され、全く異なる検出挙動を示した。ブロマシルは

鶴見川中流の亀の子橋でも 50％を超える頻度で検出され

ており、今回最も検出頻度の高い農薬であった。これは、

ブロマシルの使用量が 21 年度、1900kg（推計値）と比較

的多いこと 2)及び土壌中で長期間効果があり 14)、分解が

比較的遅いことが関係しているものと思われた。一方、

22 年度市内における使用量の多いシアナジン（市内環境

への年間排出量 3390kg）2)及びジクロベニル(市内環境へ

の年間排出量 2680kg)2)は河川からの検出例が少なかった。 
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３－２ 殺菌剤 

イプロベンホス、トリシクラゾール、チフルザミド、

ピロキロンの 4 種類が検出されたが、検出頻度は少なか

った。最高濃度も、イプロベンホスの 0.60μg/L であり、

22 年度（寺家川で、ピロキロンが 1.5μg/L、都橋でイプ

ロベンホスが 1.0μg/L）13)より低い濃度であった。水稲

用の殺菌剤で、全国的に使用量が多いとされるフサライ

ドについては 1)、PRTR データ上、神奈川県内の使用量が

0kg(22 年度)であり 2)、過去の調査同様、検出されなかっ

た。 
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   図―２ 寺家川のブロマシル及びメフェナセット 
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        表―２ 検出された農薬の濃度範囲と基準値、指針値 

検出された濃度範囲

 (μg/L) 

エスプロカルブ 0.12 20 10以下

カフェンストロール 0.52～0.05 7

キノクラミン 0.52～0.09 6.3

シアナジン 0.12～0.08

シマジン 0.31～0.05 3以下

シメトリン 0.37～0.08 6.2 60以下

ピリブチカルブ 2.8～0.07 23 10

ピリミノバックメチル 0.06～0.05 5900

プレチラクロール 0.10 47 40以下

ブロマシル 0.24～0.05

ブロモブチド 1.6～0.05 100 480 40以下

ベンフレセート 0.08～0.05

メフェナセット 1.7～0.05 10 32 9以下

モリネート 0.20～0.06 5以下

殺菌剤 イプロベンホス 0.60～0.09 8以下 93 270

チフルザミド 0.20～0.17 140

トリシクラゾール 0.11 100以下

ピロキロン 0.19 3300

殺虫剤 ジクロルボス 47～0.05 (注） 8以下

ダイアジノン 0.12 5以下

フィプロニル 0.08～0.05 19

フェニトロチオン 0.56～0.05 3以下

フェノブカルブ 5.6～0.06 30以下 1.9

フェンチオン 0.48

空欄は基準値、指針値等が未設定。

検出された農薬及び濃度範囲には降雨時の調査を含む

(注）ジクロルボスの指針値は、年平均で、8μg/L以下である。一時的に8μg/Lを超えた地点が認められたが、年
平均では8μg/L以下であった。

物質名

除草剤

公共用水域等
における水質
評価指針値
(μg/L)

水質汚濁に
係る農薬登
録保留基準
(μg/L)

水産動植物の被
害防止に係る農
薬登録保留基準
(μg/L)

人の健康の保
護に関する環
境基準値、指
針値(μg/L)

 

             表―３ 降雨時の調査結果 

（1）平成23年6月11日 （2）平成23年7月20日

項目、物質名 調査地点 調査地点

寺家川 しらとり川 亀の子橋 寺家川 しらとり川 亀の子橋

水温 21.0 21.0 21.4 水温 26.0 24.3 26.8

ｐH 7.7 7.8 7.4 ｐH 7.7 8.3 7.4

電気伝導度 160 90 170 ＥＣ 180 240 300

濁度 48.2 8.3 18.1 濁度 7.1 2.2 6.1

カフェンストロール 0.52 nd nd シメトリン 0.12 nd nd

キノクラミン 0.52 nd nd ブロマシル nd 0.10 0.09

シアナジン nd nd 0.08 モリネート 0.06 nd nd

シマジン nd 0.31 nd イプロベンホス 0.15 nd nd

ピリブチカルブ 2.8 nd nd

ブロマシル nd 0.09 0.12 （3）平成23年9月5日

ブロモブチド 0.43 nd 0.13 調査地点

メフェナセット nd nd 0.11 寺家川 しらとり川 亀の子橋

チフルザミド 0.17 nd nd 水温 26.0 24.0 26.0

ジクロルボス 0.15 nd nd ｐH 7.9 8.1 7.4

フェニトロチオン nd 0.13 0.09 ＥＣ 180 180 220

フェノブカルブ nd nd 0.15 濁度 5.4 4.8 10.5

フェンチオン 0.48 nd nd ブロマシル nd 0.19 0.13

チフルザミド 0.20 nd nd

トリシクラゾール 0.11 nd nd

項目、物質名

項目、物質名

農薬濃度：μg/L

水温：℃、ＥＣ：電気伝導率　mS/m(25℃)
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       表―４ 殺虫剤のオオミジンコに対する急性毒性及び予測無影響濃度 

検出された濃度範囲

 (μg/L) 

殺虫剤 ジクロルボス 47～0.05 (注） 0.20 * 0.0013 ***
ダイアジノン 0.12 0.87 * 0.00026 ***
フィプロニル 0.08～0.05 190 **
フェニトロチオン 0.56～0.05 0.75 * 0.00021 ***
フェノブカルブ 5.6～0.06 13 * 0.0030 ***
フェンチオン 0.48 1.0 *

*：参考資料15、**：参考資料16、***：参考資料17

空欄は水生生物に対する予測無影響濃度が未測定

物質名
オオミジンコに対す
る48h-EC50 (μg/L)

水生生物に対する予
測無影響濃度 (μ
g/L)

 

 

３－３ 殺虫剤 

ジクロルボス、ダイアジノン、フィプロニル、フ

ェニトロチオン、フェノブカルブ、フェンチオンの

6種類が検出された。 

ジクロルボスは、寺家川、都橋、亀の子橋から検

出され、最も高い濃度は、平成 23 年 6月 29 日の 47

μg/L であった。平成 9年度の調査 5)及び平成 22 年

度の調査 13)においても寺家川から40μg/Lを超える

ジクロルボスを検出しており、施用に伴い一部が河

川へ流入し、一時的に河川水中の濃度が高くなった

ものと考えられた。なお、環境基準（要監視項目）

で、指針値は、8μg/L 以下（年平均）である（表―

２）。23 年度、一時的に 8μg/L を超える濃度が検出

されたが、年平均ではいずれの地点も 8μg/L 以下で

あり、指針値を満たしていた。 

フェニトロチオンは、亀の子橋、都橋、奈良川で

複数の試料から検出され、特に亀の子橋では、4～7

月にかけて、毎月検出された。22 年度は、冬季に 0.5

μg/L を超えるフェニトロチオンが検出されたが 13)、

23 年度の冬季は、いずれの地点からも検出されなか

った。フェニトロチオンは 22 年度、6380kg/年と、

今回調査した殺虫剤の中で最も市内使用量の多い農

薬であり 2)、施用した一部が河川へ流出したものと

考えられた。 

３－４ 降雨時の調査 

降雨時の調査結果を表―３に示した。6月 9 日（晴

天時）と 6 月 11 日（降雨時）の結果を比較すると、

寺家川のジクロルボス濃度は、1.8μg/L(6 月 9 日)

から、0.15μg/L(6 月 11 日)と大きな濃度減少が認

められる一方、ピリブチカルブは、降雨時の方が高

い濃度（2.8μg/L）となり、チフルザミド、フェン

チオンなども 6 月 9 日は nd であったが、6 月 11 日

には河川水から検出された。 

また、しらとり川では 6月 9 日 nd であったフェニ

トロチオンが 6 月 11 日には検出(0.13μg/L)され、

亀の子橋では 0.35μg/L であったフェニトロチオン

濃度が、降雨時には 0.09μg/L へ減少するなど、晴

天時と降雨時を比較して、濃度変化は一定の傾向を

示さなかった。これは、降雨時、施用地からの流出

以外に、取水堰が開放され、せき止められていた河

川水が流下したり、雨水による希釈が生じたりと、

多くの要因が関与するためと考えられた。 

9 月 5 日にも降雨時の調査を実施したが、最も高

い濃度は、チフルザミドの 0.20μg/L（寺家川）で

あり、6 月と比較して農薬の使用も減っていると考

えられ、降雨による施用地からの流出等は小さいと

思われた。 

３－５ 生態影響試験 

今回の調査では、環境基準値（年平均値）、指針

値等が設定されている農薬について、基準値等を超

えている農薬は認められなかった。しかし、オオミ

ジンコに対する EC50
15,16)、水生生物への予測無影響

濃度 17)報告されている農薬について、上回る濃度

が検出され、生態系への影響が懸念される結果であ

った(表―４)。22 年度同様、国立環境研究所で、

オオミジンコ繁殖試験(OECD TG211)を寺家川、しら

とり川、鶴見川亀の子橋の河川水について毎月実施

したところ、4 月 18 日、6 月 9、11、29 日の寺家川、

10 月 18 日の寺家川、鶴見川亀の子橋、2 月 1 日の

しらとり川で影響が認められた 18)。6 月及び 10 月

の寺家川、鶴見川亀の子橋については、検出された

濃度と報告値等との比較から、殺虫剤（ジクロルボ

ス）がオオミジンコに対する 48h-EC50（0.20μg/L）
15)を大きく超えており、因子の一つと考えられたが、

2 月のしらとり川については、オオミジンコに対し

て、殺虫剤より毒性が低いとされる除草剤のブロマ

シル(オオミジンコに対する 48h-EC50:119000μ

g/L)19)以外検出されておらず、オオミジンコに影響

を与えた因子は明らかでなかった。 

 

４．まとめ 

 横浜市内の鶴見川で農薬調査を実施した結果、平
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成 23 年度は 24 種類が検出された。22 年度同様、

除草剤のブロマシルが最も検出頻度が高く、寺家川

以外の4地点から検出されたが、いずれも0.5μg/L

以下の濃度であった。最も高い濃度は、ジクロルボ

スの 47μg/L であり、施用にともない、一時的に河

川に流出したものと思われた。 

 環境基準値（年平均値）、指針値等が設定されて

いる農薬について、基準値等を超えている農薬は認

められなかった。しかし、オオミジンコ繁殖試験を

寺家川、しらとり川、鶴見川亀の子橋の河川水に適

用した結果、数検体で影響が観察され、殺虫剤が生

態影響の因子の一つと考えられた。環境中における

生態系への影響については不明確な部分があるも

のの、今後、生きものにやさしいまちづくりや、生

物多様性を推進する上では、化学物質に対する配慮

が重要と思われた。 
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要旨 

帷子川を対象にアユの流程分布と河川環境との関係、産卵場選択等について検討した。調査は 2010 年～2012 年の期間、調査範囲

は、流程分布が今川橋から柳橋の約 6.3km の範囲、産卵場調査は今川橋から新道下までであった。確認された魚種（2011 年）は、7

科 22 種、アユ、オイカワ、ウグイ等の個体数が多かった。アユの遡上と流程分布は、5 月に分水路末端まで遡上し、7 月、8 月まで

に分布上限地点に至った。これらの経過時間は、河川構造物、河川水位等に影響されていた。流程分布の特徴は、上流、中流の区間

等で観察個体数が多く、小集団の群れがパッチ状に分布していた。地点により体サイズが異なっていた。繁殖期、アユ集団は、10月

までは上流に分布していたが、11 月に降下していた。産卵場の位置は、下流の淡水域末端から上流の 1.2kmの範囲で、産卵場数は年

により変化し、安定した産卵場は少なかった。繁殖期間は 10月～12月と推定した。産卵場の物理的環境要因は、瀬の面積が大きく、

小礫の浮石状態の場所が選択されていた。卵付着礫は長径 30mm以下が多かった。以上、都市河川におけるアユの生態学的知見から、

生物多様性の保全、再生に向けての基礎的資料が得られた。 

 

１ はじめに 

都市河川の河川生態系の保全、再生に向けて、川から海まで

の流域を含めた範囲の広い河川環境を考えることが重要となっ

てきた。海から遡上し、川を利用する魚種、アユ等の通し回遊

魚の存在は、都市の中で河川生物群集の多様性を創造していく

ための指標種としての役割を持っている。 
一方、アユは、他の大河川では内水面漁業、遊魚上の重要な

魚種となっており、毎年、湖産、海産、人工産アユ等1)が放流さ

れ、混合集団として存在している。最近、放流アユの病気等の

問題、資源の枯渇で、天然、すなわち、海産の地域集団の再生

が望まれるようになってきた2)。市内の都市河川では、今まで、

イベント等での放流情報がなく、海産の地域個体群が多く遡上

しているものと推測される。これらのことからも、都市河川に

生息するアユ集団の分布と河川環境の関係、繁殖生態を把握す

ることは、意義あるものと考える。 

ところで、横浜市内河川では、生物モニタリング調査3)を 1976

年から実施しており、魚類相変遷の中で、1990 年までアユが確

認されなかった。その後、水質改善等が進むとともに、1993 年

より市内河川で多く確認されるようになり、さらに、2007 年に

は帷子川で初めて産卵が確認された4)。その後、アユが確認され

た河川では産卵が行われていることが明らかになった。そこで、

前回、大岡川のアユに注目して、繁殖集団の分布、産卵場選択

条件を解析してきたのであった5)。 

これら調査報告は、１都市河川におけるアユの分布と繁殖生

態に関する報告である。地域集団の保全、再生を考えていく上

で、他の地域集団の特徴等を把握することが必要と考えた。今

回、対象とした帷子川は、大岡川に近接して流れ、同じ横浜港

に流入する河川として、今後、海域集団の系統的な特徴、集団

間の関係や、メタ個体群の安定、維持を考えていく上での基礎

的資料となるものと考えた。 

以上のことから、今回、生物多様性の保全、再生に向けて、

帷子川を対象に河川環境とアユの流程分布、産卵場との関係に

ついて解析したので報告する。 

 
２ 調査方法 

調査地点、調査範囲を図－１に示した。帷子川は全長17km、

流域面積57.9m2の２級河川である。 
分布調査は、河口からの距離が9.5km～4.1kmの区域に、上

流から今川橋（ST.1）、二俣川合流点の今川橋下流（ST.2）、鶴

舞橋（ST.3）、島越橋上流（ST.4）、島越橋（ST.5）、上逆田橋（ST.6）、
稲荷橋（ST.7）、新道下（ST.8）の 8 地点で採集調査を行った。

流程分布調査は、今川橋から柳橋までの約6.3kmを踏査による

目視観察によって実施した。産卵場調査は、鶴舞橋、島越橋上

流、稲荷橋、両郡橋、宮崎橋、和田橋、平和橋、新道下の 9 地
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点で行い、その対象地点は、基質が礫の瀬を選択した。 
調査時期は、分布調査が2011年 4月～8月、流程分布調査が

2012 年 4 月～8 月、産卵場調査が 2010 年、2011 年度の 10 月

～2月、2012年 11月に行った。 
調査方法は、魚類の採集方法がタモ網（D型フレームネット、

網目 1.5mm）、投網（16節、900 目）を用いた。アユの流程分

布調査は、偏光メガネ、双眼鏡を用いた。目視観察の調査方法

は、観察個体数が 200mの区間、10×10mの区画で、1区間 3区

画について計測し、その内の最大値を区間観察個体数とした。

個体数区分は、10尾以下を＋、11～30尾を＋＋、31尾以上を＋

＋＋の 3 区分とした。体長区分は、推定体長が 5～10cm、11～

15cm、16～20cmの 3区分として記録し、区分別に 1区間 3区画

の最大値としてまとめた。目視観察は、なるべく透明度が良い

日を選択し、水深のある淵等では観察不可能の場合もあったが、

他の区域で区間の値とした。なお、目視による体長区分は、調

査後に代表地点で採捕し、体長の確認を行った。 
産卵場の確認は、調査区間内の6 地点の瀬を対象に 3～4人で

礫等を採取して、付着卵の有無を目視確認した。卵が確認され

た場所を産卵場として、付着基質の長径、短径をノギスで測定

し、付着卵数を計測した。なお、これらの卵が付着した基質は

測定後、もとの場所に戻した。産卵場の環境は、以下の項目、

測定方法で調査した。 
物理的環境項目は、流れ幅、水深、流速、貫入度、基質性状

等で、瀬の代表的な地点と卵確認場所等で測定した。 

測定方法は、流れ幅（m）、水深（cm）が折尺で測定し、流速

は携帯型電磁流速計（KENEK VE10）を用い、60%水深で 5 回

測定の平均値とした。貫入度の測定はシノを用いて計測した6)。

基質性状は、50cm×50cm枠の中で、砂（粒径<2mm）、小礫（2

～16mm）、中礫（17～64mm）、大礫（65mm<）、岩盤（軟質の

砂泥岩）の分類に従って目測で測定した。流程分布調査時に

10×10m区画の 3区画における基質性状の岩盤、礫等の被覆割合

を目視で計測し、平均値で示した。瀬と淵の占有割合は、1/2500

の都市計画図7)上に記録し、200mの区間別に算出した。瀬と淵の

区分はハビタット8)の早瀬、平瀬を瀬、とろ、淵を淵とした。 

水質測定項目と方法は、水質が水温（℃）、pH、電気伝導率

（mS/m）（以下、EC）、溶存酸素量（mg/L）（以下、DO）の４

項目をアルコール水温計、携帯型 pH計（東亜DKK HM-20P）、

携帯型EC計（東亜DKK CM-14P）、携帯型DO計（東亜DKK）

を用いて行った。 

解析方法は、データの正規性の検定を行い、正規性を示さな

かった項目は、対数変換（log10（1+変数））、逆正弦変換（asin

√変数）を行った。標準体長の地点別比較は、多重比較検定で

解析した。産卵場の物理的環境要因では、卵が確認された場所

（以下、瀬＋と略記）、未確認の場所（以下、瀬－と略記）の環

境要因等をt検定で比較を行った。卵付着基質サイズの比較、付

着卵数と基質サイズとの相関関係を解析した。また、遡上調査

期間の河川水位は、今川橋の観測点の 10分間データから日最大

河川水位9)、降水量は、横浜気象台の日降水量計10)を用いた。 

 
３ 結果 

３－１ 河川環境と水質環境 

 河床勾配と河川構造物の位置等を図－２、代表的な河川構造

物を写真－１、２、３に示した。調査対象区域に設置されてい

る構造物は、上流の今川橋まで 13 基、落差 1m以上が 8基、50cm

 
図－１ 帷子川の調査地点と凡例（地点番号と地点

名）、〇：分布調査地点、↕：流程分布の調査範囲、

帷子川の全長 17km、流域面積 57.9km2 
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図－２ 河床勾配と河川構造物の位置等、縦線：構造物の位置、太線が落差高 1m 以上、細線が 0.5m 以下、＊：魚

道設置、〇と地点番号は図－１と同じ 
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表－１ 帷子川の採集魚類、大型十脚目のリスト、●：

確認種 

No 種名 4月 5月 6月 7月 8月

1 コイ（イロゴイ） ● ● ● ●

2 キンギョ ●

3 タイリクバラタナゴ ●

4 オイカワ ● ● ● ●

5 アブラハヤ ● ● ●

6 ウグイ ● ● ● ● ●

7 マルタ ●

8 モツゴ ●

9 タモロコ ●

10 ドジョウ ● ●

11 シマドジョウ ● ●

12 ホトケドジョウ ●

13 ギバチ ● ●

14 アユ ● ● ● ●

15 メダカ ● ●

16 コトヒキ ●

17 スミウキゴリ ● ●

18 ウキゴリ ●

19 ビリンゴ ●

20 マハゼ ●

21 トウヨシノボリ ● ● ●

22 ヌマチチブ ● ● ●

種数 3 7 10 8 18

1 ミゾレヌマエビ ●

2 カワリヌマエビ属 ●

3 テナガエビ ●

4 アメリカザリガニ ● ●

5 モクズガニ ● ●

種数 0 0 2 1 4

 

以下が 5 基であった。この中で、石積の傾斜落差工が 2 基、魚

道等が設置されている落差工が 5 基の計 7 基であった。魚道が

未設置で、落差高の大きい構造物は、分水路上端（愛宕橋）、水

道橋上流と今川橋の二俣川の合流点、いずれも落差高 1m以上の

3 基で、河口からの距離がいずれも 8km 以上にあった。河口か

ら 6.2kmの新橋までは河川構造物は設置されていなかった。 

調査期間中、両郡橋から和田橋の下流域では護岸再改修のた

めの工事が施工されていた。 

 水質環境は、2011 年 5 月 19 日～8 月 16 日の期間に測定した

結果を、項目別に平均値±標準偏差で示すと、水温が、21.7±

5.7℃、pHが 9.7±5.1、EC（電気伝導率）が 24.9±4.4mS/m、DO

（溶存酸素量）が 9.9±1.1mg/L、標本数 22であった。 

 

３－２ 魚類相等 

魚類、大型十脚目甲殻類の月別の採集リストを表－１に示し、

地点別の魚種組成を図－３に示した。 

採集魚類は、全体で 7科 22種、生活環別に見ると、純淡水魚

が 4科 13種、通し回遊魚が 3科 8 種、周縁性淡水魚が 1科 1種

であった。採集個体数は、合計 378 中、オイカワが 38%、アユ

が 34%、ついでウグイが 8%の順であった。分布数では延べ調査

地点 23 の内、アユが 74%、オイカワが 70%、ウグイが 48%の

分布割合であった。 

地点別の魚種組成は、オイカワが ST.1～ST.8、アユが ST.2～

ST.8 まで出現し、オイカワの出現割合が高かった。ウグイは、

ST.3～ST.6 に出現し、ヌマチチブは ST.4 で出現していたが、下

流のST.8の出現割合が高かった。 

 
写真－１ 水道橋上流、魚道のない落差工 

 

 
写真－２ 魚道が設置された落差工（ST.5、島越橋） 

 

 
写真－３ 分水路上端の落差工（愛宕橋） 
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人為的に移入されたと思われる種類としては、コイ、ウグイ、

オイカワ、ギバチ等があげられる。なお、コイは採集個体数の

解析から除いたが、2012 年の踏査による目視観察調査では、成

魚が 500～900尾の範囲で計測され、主な分布は比較的大きな淵

であった。 

十脚目甲殻類は、全体で 4 科 5 種が確認された。採集個体数

では合計30の内、アメリカザリガニが37%、テナガエビが23%、

ミゾレヌマエビが 20%の順に多かった。分布地点割合ではアメ

リカザリガニが 22%、モクズガニが 9%であった。 

 

３－３ アユの遡上と流程分布 

３－３－１ 2011年の遡上時期と体長分布 

河川水位等と遡上距離との関係は図－４、標準体長の分布は

月別、地点別に図－５、６に示した。 

4 月 20日より観察を開始し、河口からの距離 8kmの分水路の

上流、下流を中心に調査を行った。その結果、5月 3日に下流の

逆田橋から分水路上端までアユの遡上が確認された。この上端

には落差高 1m以上の落差工があり、アユは飛び跳ねによる遡上

行動を示すが、到達点が落差高の 1/3であり遡上は確認されなか

った。その後、5 月 19 日、この分水路より１区間上流まで分布

が拡大されていた。この期間の河川水位等は、5 月 11 日の今川

橋の日最高水位が約 60cm、日降水量計が 69mmの値が最大であ

った。その後、6 月 1 日、6 月 14 日に鶴舞橋まで拡大し、7 月

14 日に今川橋下流の分布上限地点で確認された。この期間の最

高水位 60cm以上の日数が 4日であった。 

標準体長（mm）の月別の平均値±標準偏差（標本数）は、5
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図－３ 地点別の魚種組成 
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図－４ 河川水位等と遡上距離との関係、分水路から  

遡上上限までの範囲（2011年）、図-7も同じ 
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図－６ 地点別の標準体長分布（7、8月） 
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月が 80.6±10.5（7）、6月が 98.0±17.1（39）、7月が 102.1±20.7

（44）、8月が 105.2±24.2（36）、10月が 118.2±22.4（20）であ

った。体長分布は 5 月が狭い範囲の低い山、6、7 月になると生

長し、分布範囲が広くなっていた。8月は狭くなり、90mm以下

の小型のアユが多かった。10月は 80～150mmとなっていた。 

地点別の標準体長は、例数が少ないことと月間の差があまり

なかったので、7、8月を合わせて検討した。 

体長分布は、ST.6（上逆田橋）を除いて、80～140mmの範囲

の低い山、ST.6 が 80～90mmにピークがある山を形成した。平

均値の比較では、ST.6で低い値を示し、ST.2（今川橋下流）、ST.3

（鶴舞橋）、ST.4（島越橋上流）ST.7（稲荷橋）との間に有意差

を示した（シェッフェF検定、F6,73=8.877、p<0.001）。 

調査時期の水温の平均値±標準偏差（標本数）は、4 月 20 日

が 13.9±1.0℃（2）、5月 19日が20.1±1.9℃（３）、6月 14日が

18.6±1.3℃（6）、7 月 13 日が 23.3±7.9℃（5）、8 月 9 日が 27.0

±3.5℃（5）、8月 16日が 26.6±1.6℃（2）であった。 

 

３－３－２ 2012年の遡上時期と流程分布の季節変化 

河川水位等と遡上距離との関係を図－7、定性的な量的区分、

体長区分を基に区間別に流程分布の季節変化を示したのが表－

２である。 

調査の範囲は、今川橋から柳橋の 6.3km で、新道下から柳橋

までは感潮域であった。遡上調査は、4 月 24 日、4 月 30 日、5

月 5 日、8 日までアユが観察されなかった。遡上は、5 月 17 日

に上流の分水路上端の落差工で、飛び跳ね行動によって確認さ

れた。下流の上逆田橋、両郡橋の確認区間は、観察個体数が少

なかった。5 月 30 日、分水路より上流では、未確認、下流では

新橋から宮崎橋までの区間で、体長サイズが 5～10cm、量的に

は++、+++の区分で分布してきた。7 月 10 日、魚道が設置され

た 2 基の落差工より上流の鶴舞橋（ST.3）で観察個体数が多か

った。8月 16日、水道橋の落差工より上流、ST.2の今川橋下流

（二俣川合流点）の分布上限地点で観察され、下流区間でもほ

ぼ全区間で分布が観察された。特に、鶴舞橋から島越橋、河口

からの距離 8～9km、新橋から両郡橋の区間、河口からの距離 5.2

～6.4km の範囲で観察個体数が多く、体長区分も 5～20cm の範

囲を示していた。分水路から分布上限までの経過日数は、図－

７に示した様に、河川水位の変動と関係があると推測した。5

月 30 日から、分布上限で確認された 8 月 16 日まで河川水位が

60cm 以上に高かった日数が 9 日、1m 以上が 4 日で、この高い

水位は、魚道がない落差工の遡上可能なレベルまで落差高が低

下したことを示しているものと考えた。 

なお、調査時期の水温（℃）の平均値±標準偏差（標本数）

は、5 月 5 日が 18.1±0.6（2）、5 月 8 日が 18.8±0.3（2）、5 月

17 日が 20.8±0.2（2）、5 月 30 日が 21.1±0.5（2）、7 月 10 日が

23.9±0.8（3）、8月 16日が 27.9±0.2（3）であった。 

以上の様に、帷子川のアユ集団は、新道下から分水路上端ま

では河川構造物が7基あるが、短期間に遡上可能な区間であり、

その上流区間は遡上にとって河川構造物等に影響される区間で

あると推測した。 

分布の特徴は、個体間距離の長い群れ集団がパッチ状に分布

し、流れ形態が早瀬、瀬、平瀬等、基質組成が岩盤等の区間で

摂餌行動を示していた。なわばり行動を示す個体はほとんど観

察されなかった（写真－４）。 

10 月 10日、今川橋下流の分布上限区間では、観察されなかっ
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図－７ 河川水位等と遡上距離との関係（2012年） 

 

表－２ アユの流程分布の季節変化 
月日

量的区分

(km) 体長区分 + ++ +++ + ++ +++ + ++ +++ + ++ +++ + ++ +++ + ++ +++

05-10
11-15
16-20
05-10
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05-10
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11-15
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05-10
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05-10
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た。他の区間は、8月に比して、下流区間で観察個体数が少ない

傾向を示したが、流程分布はあまり変化なかった。群れは、摂

餌行動をとる群れもあったが、上流区間は、個体間距離の短い

群れ集団が観察された。11月 14日、分布が下流区間へと移行し、

分布上限が河口から約 7kmの学校橋上流であったが、主な集団

はかるがも橋から新道下区間で観察され、繁殖期における分布

状況が示された。11月 15日、下流区間での産卵場調査では両郡

橋、宮崎橋、平和橋と新道下の区間で卵が確認された。12月 11

日、全区間でアユが観察されなかった。しかし、新道下で発眼

卵が確認された。 

この時期の水温（℃）の平均値±標準偏差（標本数）は、10

月 10 日が 19.1±1.2（3）、11 月 14 日が 14.1±0.7（3）、12 月 11

日が 8.7±1.4（3）であった。 

 
３－４ 産卵場の位置 

河床勾配図における産卵場の位置と基質組成の岩盤、礫等の

被覆割合、淵と瀬の占有割合を図－８に示した。また、アユの

卵と産卵場の状況を写真－５、６、７、８に示した。 

 産卵場の位置は、2010年が両郡橋、宮崎橋、平和橋の 3地点、

2011 年が両郡橋、平和橋下流、新道下の 3 地点、2012 年は 11

月のみの調査であるが、両郡橋、宮崎橋、平和橋下流、新道下

の 4 地点で卵が確認された。両郡橋は 3 年間にわたり産卵場と

して利用されていた。これらの地点は、河口からの距離が 4.1～

5.2kmの下流、淡水域末端の新道下より両郡橋までの上流 1.2km

の範囲であった。区間別の基質組成は、河口から 6kmの川島橋

下流から礫等の被覆割合が高率、それより、上流は岩盤の割合

が高くなっていた。産卵場形成は、礫等の割合が高い下流区間

となっていた。区間別の瀬と淵の占有割合では、上流区間では

河口から 6.4km、鷲山橋の上流、8km の分水路で淵が形成され

ていたが、その他の淡水域は瀬の割合が高かった。河口から 4km

の範囲は、淵が卓越した感潮域となっていた。 

産卵場形成の期間を推定すると、2010 年は 10 月～11 月で、

同一地点で継続的に利用された産卵場はなかった。2011年は 10

月～12月に、平和橋下流から新道下の区間で継続的に利用され、

産卵期間が推定された。その期間の水温（℃）の平均値±標準

偏差は 15.4±2.8であった。 

なお、2010年より 2011年まで冬から夏にかけて、護岸改修工

事が行われていた。改修後、固定化された河道はそのまま蛇行

しており、瀬と平瀬、洲等が前と同じ場所に形成された。しか

し、基質組成等の微環境要因は変化し、安定した産卵場が限定

されていた。 

 
写真－４ 小集団の群れとなってパッチ状に分布、 

    岩盤上の藻を食んでいる。島越橋上流、8月 
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図－８ 産卵場の位置（上段）、基質被覆割合（中段）、

瀬と淵の占有割合（下段）、上段の産卵場は、

黒が 2年間、網掛は 2010年、白が 2011年で

形成されていた 

 

 
写真－５ アユの発眼卵、直径約 1mm 
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３－５ 産卵場の物理的環境要因 

 2010 年、2011 年、2012 年の卵が確認された瀬（以下、瀬＋

と略記）と確認されなかった瀬（以下、瀬－と略記）の物理的

環境要因を表－３に、卵付着基質の礫サイズと付着卵数との関

係を図－９、１０に示した。 

 瀬＋と瀬－の比較では、瀬＋が瀬面積の平均値が 321m2、貫

入度の平均値が 8.1cmと瀬－より高い値を示し、水深が 27cm、

流速が 60cm/sと低い値であった。基質組成は、瀬＋で小礫の平

均値が 41%の被覆割合を示し、瀬－に比して高く、中礫では逆

に低い被覆割合であった。砂の被覆割合は若干瀬＋で低かった。

流れ幅は 10m前後で差がなかった。 

統計学的には、瀬面積、貫入度、小礫で有意差を示し、特に

瀬面積では高い有意水準で有意差を示した（瀬面積：t=4.155、

df=69、P<0.001、貫入度：t=2.099、df=69、P<0.05、小礫：t=2.582、

df=69、P<0.05）。帷子川における産卵場形成は、水深が約 25～

30cm、流速が 60cm/sの瀬、瀬面積が広く、小礫の深い浮石状態

の基質が選択される傾向を示した。 

つぎに、卵付着基質組成は、計 284 の内、礫が 86%、コンク

リート片が 14%であった。礫長径のヒストグラムは、長径が低

いほど頻度が高くなる傾向を示し、30mm以下が全体の 90%を占

めていた。礫長径の平均値±標準偏差は 14.2±11.3mm、コンク

リート片が 18.5±10.1mmであった。礫長径と付着卵数との関係

は、礫長径が低いほど、卵数が多くなる傾向を示したが、有意

な相関関係を示さなかった（R2=0.003）。 

 

４ 考察 

 アユに関する調査研究は、内水面における水産資源の保全、

地域固有種の保護の観点から多く行われてきており、繁殖生態

についても多くの報告がある11－17)。しかし、都市の小河川にお

 
写真－６ 両郡橋の産卵場、河口からの距離 5.3km 

 

 
写真－７ 宮崎橋の産卵場、河口からの距離 4.7km 

 

 
写真－８ 平和橋と新道下（ST.8）の産卵場、 

200m下流は感潮域 
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図－９ 卵付着礫の長径のヒストグラム 
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図－10 付着卵数と礫長径との関係 
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けるアユの流程分布の変化、繁殖生態についての報告は少ない。

前報5)では、大岡川を対象に繁殖期におけるアユの分布と産卵場

選択について解析したが、今回は、遡上と河川構造物との関係、

流程分布の季節変化、産卵場選択の条件等について解析した。 

 帷子川の魚類相の変遷は、生物モニタリング調査3)からみると、

源流部では 1984 年～1990 年頃までアブラハヤ、シマドジョウ、

ホトケドジョウが確認されていたが、中流域ではコイ（放流魚）、

ヨシノボリ属だけで出現種数が少なかった。1993 年になると、

下水道普及等により水質が改善されてくるとともに、アユ、ハ

ゼ科等の通し回遊魚が出現するようになってきた。アユは、筆

者らの調査報告によれば、1989 年が帷子川での初記録18)であっ

た。その後、中、下流域では、出現種類数が増加してきたが、

人為的影響によると思われる種類も増加してきた。今回、帷子

川の中、下流域、春から夏にかけて確認された種類は7科22種、

その内、通し回遊魚が 38%であった。河川の生物多様性の保全、

人為的影響を少なくして再生していくためには、通し回遊魚の

存在は大きいと考える。 

 遡上確認時期は、2011年が 5月上旬、2012年が 5月中旬であ

った。多摩川19)、相模川20)では遡上月が 3月から確認されており、

4、5 月になると遡上活動が活発になるとしている。今回に比し

て遡上時期がいずれも早期であった。河口域から遡上が開始す

る要因として海水温と河川水温の差の低下があげられ、適水温

範囲が 14～16℃としている21,22)。帷子川河口の海水温について

は測定していないが、河川水温では遡上確認時期の平均水温が

18～20℃の範囲で高かった。遡上時期の条件として水温の他に

降雨、遡上個体数の変動等との関係も示唆されている。しかし、

これらの要因を考慮しても他の河川に比して遅かった。その理

由については不明であるが、感潮域の入り組んだ水路網等によ

る影響も考えられることから、今後、水質環境、調査区域等を

変えて調査を行っていく必要があると考える。 

 遡上と河川構造物との関係は、分水路末端までは、魚道設置、

低落差のために短期間に遡上すると考えた。河口から 8km以上

の区間では、魚道設置のない河川構造物により影響され、遡上

には降雨等による河川水位の上昇が必要であった。分水路に設

置された水位目盛、写真、動画記録等から推定すると、分水路

上端の落差工の推定落差高が 5 月、1.2mの時、飛び跳ねている

アユの最大到達高が 40～50cmであった。ちなみに、アユの遡上

力は、平均的な値が水面からの高さ 63～68cmの報告23)があり、

これらから、遡上可能水位は、上流の河川水位観測点の値で推

測すると 60cm以上であると推測された。 

一方、増水による水温低下、水の汚れによって遡上行動が停

滞することが指摘されている19,23)。水温では、5 月～7 月までの

平均水温が 20℃前後、適水温範囲を超えたものとなっており、

逆に、低い水温を選好することが推測される。また、水の汚れ

に対しても忌避行動を示すとされているが、都市河川では、捕

食圧の低下とともに、活動時期、河川水位上昇による遡上行動

を選択しているものと考える。 

 体長の季節変化は、5月で 50～90mmの低い山を形成し、6、7

月では 50～140mmの広い範囲の山、8月は 80～130mmの山を形

成しており、体長の平均値を月別に見ると、7月まで増加傾向に

あった。遡上初期の体サイズは、大型が多く、時間経過ととも

に小型になっていくことが報告22,24,25)され、また、まとまった群

れとして遡上することが指摘されている19)。これらから、5月の

体サイズが初期遡上集団であり、その後、小型サイズ集団の遡

上により、体長分布の範囲が広くなってきたことが推測された。

つぎに遡上終期については、相模川20)では 5 月下旬、遡上個体

の水温選択では、上限が 21～22℃とされており、今回、6月、7

月までは平均水温が 20～24℃、降雨の影響等も考慮すれば、こ

の時期にも遡上の可能性が示唆される。 

 地点別では、分水路下流、ST.6 で体長が低い値を示していた。

このことは、遡上初期の大型個体は、上流へ遡上2,24)し、遡上後

期、小型個体が遡上活動の低下により中、下流に定着する傾向

を示しているものと推測された25)。 

流程分布の季節変化は、5月、遡上初期集団が分水路上端まで

達し、7月、8月には今川橋下流から新道下まで分布範囲が拡大

していた。量的区分から観察個体数が多かった区間は分水路上

流と下流のかるがも橋から両郡橋の区間、その中間は個体数が

少なかったが、淵が比較的多い区間であることが影響している

ことも考えられる。この区間の淵の成因区分が堰上のＤ型26)で

あり、生活場として適していないと思われた。 

分布の特徴は、数個体の群れとしてパッチ状に分布し、岩盤

等に繁茂する藻を食んでおり、縄張りをもつ個体は観察されな

かった。既存の研究報告26)では、生息密度、餌の量等により縄

張りと群れの行動発現が変化するとし、また、縄張り防衛のた

めの損益によって変化するとの解釈もなされている27)。帷子川

の生活空間、生息密度、カワウ、サギ類からの捕食圧27)、餌は

岩盤上に繁茂する藻類等、すなわち、餌の量と存在形態の複雑

な要因が関係し、群れ行動を選択しているものと推測される。

表－３ 卵確認の産卵場瀬（瀬＋）と未確認の瀬（瀬－）の環境要因の比較、平均値±標準誤差、*、**は P<0.05、

0.01で有意差ありを示す、項目の（ ）の数字は標本数 

流れ幅 瀬の面積 水深 流速 貫入度 砂 小礫 中礫 大礫

（m） (m2) (cm) (cm/s) (cm) (%) (%) (%) (%)

瀬＋   (18) 9.9±2.3 321±44 27.3±2.3 59.8±4.3 8.1±0.7 2.2±1.0 40.6±5.2 38.7±3.6 18.5±3.4

瀬－   (53) 10.2±2.9 210±23 29.2±1.2 68.9±4.0 6.5±0.6 3.8±0.9 28.7±1.9 45.1±1.5 22.5±1.8

有意差検定 ** * *

項目
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大岡川の場合も、生息密度がそれほど高くないと推定されるが、

群れ行動を選択しており、これら要因との關係が示唆される。

今後、都市河川の分布の特徴は、選択要因等、興味ある検討課

題である。 

アユ集団の降下時期は、10 月が 8 月に比してほぼ同じ分布範

囲を示したが、11 月は、分布範囲が明らかに下流へと移行し、

降下時期が示された。この 10 月と 11 月の調査時の低下水温差

は 5℃であった。これら下流域には産卵場が形成されていた。降

下時期と行動に関しては、10 月、群れとなって流下し、増水時

に促進されることが指摘されている2,13)。10月には上流域で、個

体間距離が短い群れの塊として観察されており、降下時の特徴

的な行動と思われた。 

 産卵場の位置は、河床勾配を反映し、勾配が高い時は産卵場

が河口近く、低い時は離れた場所を選択するとしている13)。大

岡川の河床勾配は 1/240 で、産卵場が淡水域末端から上流 1km

の範囲であった。 

帷子川は、河床勾配が1/249で、淡水域末端から産卵場が1.2km

の範囲で、ほぼ同じ区域に産卵場が形成されていた。これら産

卵場は、稲荷橋～新道下の範囲、河床勾配が 1/1400と低くなり、

礫等が堆積しやすい区域となっていた。基質の被覆割合でも高

率であったが、瀬の占有割合は比較的高率であった。しかし、

これら産卵場は、河川工事が行われており、年別による瀬の位

置に変化がなかったが、瀬の面積、基質組成が変化し、その結

果、産卵場も変化していた。また、産卵場の環境は、3地点が橋

の下、2地点が開放系の瀬に形成されており、大岡川の場合も含

め、橋梁等の存在が大きいものと思われた。これは、流況の変

化とともに日照時間が少なく、礫等が藻に被覆されにくい環境

を選択していることが推測される。既存の報告では、産卵場は

河川の合流点、湾曲部、砂州、橋の周辺等で形成されるとして

いる13)。 

産卵期は、相模川水系、多摩川では 10 月～12 月、水温は 12

～20℃の範囲14,28)で、帷子川も同様な期間、水温が 9～19℃で若

干低い値となっていた。 

 卵が確認、未確認の環境要因の比較では、卵が確認された瀬

の面積が大きく、貫入度、小礫で高い場所が選択された。既存

の報告では、河床が砂礫、不安定な浮石状態の場所を選択する

ことが示されており、ほぼ、一致した結果となった13,14,15,17)。ま

た、卵付着基質は、礫が 86%と多かったが、コンクリート片に

も付着しており、河川工事後の影響を反映していた。これら瀬

の中で、卵が確認される場所は、小礫で踏み込むと足元から埋

まっていくような場所が多く、瀬尻、淵から瀬へ移行する瀬頭

等であった。瀬の中間、小礫が少なく、貫入度が低い場所でも

少数の卵が確認された。 

今回、これらの報告と比べて長径 30mm 以下が 90%以上、5

～10mm の級間隔が最頻値となっていた。付着卵数との関係で

は、小サイズで多くなる傾向を示したが、有意な相関を示さな

かった。 

アユの繁殖行動は、瀬で群れて泳ぐ雄アユ集団に雌が入るこ

とにより、数尾の雄が追尾して産卵、放精する。その時、砂礫

を動かして、その間に卵を産み付けるとしている11,15,17)。卵は底

から 6～10cmの深さまで産み付けられていたとしており11)、卵は、

結果として空隙の多い礫に混じる小礫に付着し易いものと考え

る。 

今回、産卵行動は観察されなかったが、大岡川の例では、適

産卵場が狭く、流速が遅いため、近接した場所等で多数回行わ

れ、窪地が形成されていた。しかし、今回、産卵場に産卵床は

形成されず、平坦な小礫、浮石状態となっていた。また、大岡

川の例では、アユの産卵集団にとって瀬だけでなく、淵も重要

であることを指摘した。これは、琵琶湖のコアユの例では、繁

殖期に産卵場と淵の間に昼夜移動があり、昼間は隣接した淵に

移動して休息しているとしており、周辺部の淵の存在も重要で

あることを報告15,16)していることからきていた。 

帷子川でも同様なことが指摘できるが、産卵場と淵との距離

が長いこと、深みのある淵は生息個体数が把握できなかったこ

となど、明確にできなかった。しかし、新道下では、11 月に淵

で婚姻色になった雄を少数確認している。また、淵は、他の魚

種にとっても生活場として重要であり、都市河川の瀬と淵が持

つ役割を考えて行く必要がある。 

最後に、固定化された都市河川、可能な限りでの蛇行の確保

が必要であるとともに、堤外地の瀬、淵、洲等の形態形成の確

保と維持、さらに、川の持つ本来の姿の再現、増水の基質撹乱

の役割、その川に特徴的な基質組成の人為的再生、増水による

魚類等の遡上、降下への寄与、それをバックアップする河川構

造物、多くの河川生物に対応した多目的魚道の設置等が、治水

対策との関連の中で、生物多様性の構築に向けての検討課題と

してあげられる。 
 

謝辞：本調査報告をまとめるにあたり、多くの情報を提供して

いただき、また、こころよく調査協力をしていただいた市民の

方々、横浜市道路局の関係者各位に厚く御礼を申し上げます。 

 
５ まとめ 

 帷子川を対象にアユの流程分布と河川環境との関係、産卵場

選択等について検討した。 

１） 調査は 2010年度の繁殖期、2011年、2012年の遡上期、繁

殖期の２期間で行い、調査範囲は、流程分布が今川橋から柳

橋、産卵場調査は今川橋から新道下までであった。 

２） 2011 年に確認された魚種は、７科 22 種、コイは除いて、

アユ、オイカワ、ウグイ等の個体数が多かった。 

３） アユの遡上と流程分布は、5 月に分水路上端まで遡上し、7

月、8月までに分布上限地点に至った。これらの経過時間は、

河川構造物、河川水位等に影響されていると思われた。 

４） 体サイズは、地点別に異なっていた。 

５） 分布の特徴は、小集団の群れがパッチ状に分布する傾向に

あった。 

６） 繁殖期、流程分布は 11 月に下流区間に移行し、その分布

範囲に産卵場が形成されていた。 

７） 産卵場の位置は淡水域末端から 1.2kmの範囲で、産卵場数
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は年別に変化し、安定した産卵場は少なかった。繁殖期間は

10月～12月と推定した。 

８） 産卵場の物理的環境要因は瀬の面積が大きく、小礫の浮石

状態の場所が選択されていた。 

以上、都市河川におけるアユの生態学的知見から、生物多様

性の保全、再生に向けての基礎的資料が得られたと考える。 
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要旨  
鶴見川の支川、梅田川の流域の谷戸水路に生息するホトケドジョウの産卵場と物理的環境要因との関係ついて検討した。

調査は、2006 年～2009 年の繁殖期間で行った。調査地点は、旭谷戸の BL、BR の 2 水路であった。水路別の産卵場密度は

BR より BL で高かった。BR の産卵場は上流部で年により減少してきた。卵確認、未確認の環境要因の比較は水深、流速、

基質の砂泥被覆割合に差があった。卵付着基質は、流域の水際に繁茂する湿地性植物、枯葉・枝等であった。産卵場には雄

個体の平均 1 尾が占有し、卵を保護していることが推測された。卵付着基質は、水路の流域環境を反映し、BL はミズソバ

類、BR はミズゴケ類が高率であった。産卵場と微環境要因との関係は、多自然型護岸の水路では流速、水中カバー面積、

基質の砂泥被覆割合との関係が若干示唆された。仔稚魚も同様な環境を選択していた。コンクリート三面張り水路は、蛇行、

洲の形成、簡易的な堰の存在が産卵場形成に寄与していた。以上、産卵場として選択される物理的環境要因、繁殖生態の概

要が把握された。 
 

１ はじめに 

孤立した都市自然、里地里山での水辺ネットワーク、さら

に川、海へと拡大、再構築していくための基礎的資料を得る

ことを目的として、河川環境と魚類との関係について解析し

た。対象とした地域は、梅田川流域の谷戸、ここは、新治・

三保地域にあり市内では、貴重な谷戸の原風景が残り、緑の

10 大拠点、市民の森、里山公園として重要な緑地空間 1)とな

っている。このような状況にあって、筆者らも、源流部谷戸

のこの地区を水辺環境としても重要な地区と位置づけ、1993
年に源流部の魚類相調査 2)、2007 年に梅田川と流域の谷戸水

路に注目し、河川構造物と魚類分布との関係について解析し、

水路と川相互間の移動、分散様式を把握した 3)。また、源流

と川とをつなげる流域として支川に注目して、梅田川の多自

然型改修工事後の魚類再生状況について解析し、環境要因の

変化にともなう生活場選択を明らかにしてきた 4)。さらに、

谷戸を代表する種、ホトケドジョウを対象に、生態学的観点

から水路環境と生息密度との関係から、生活場選択について

解析してきた 5)。 
今回は、これら調査研究の中で、生活史にとって重要な時

期でもある繁殖生態に注目し、産卵場と水辺環境との関係を

検討した。ちなみに、ホトケドジョウの繁殖様式、産卵場環

境に関する研究報告は少なく、また、谷戸環境が刻々と変化

し、生息数が減少する中で、地域個体群の保全、再生に向け

て、これらの具体的資料を得ることが必要なことと考えた。 
市内の谷戸水路は、細流等、生息空間が狭いことから、出

現魚種が限られている。ホトケドジョウは、自然度が高い丘

陵地、湧水が流出する最源流部まで生息する種類であり、ま

た、本市の生物指標の「非常にきれい」な水域の指標種でも

ある。これらのことから、この種は、谷戸水辺環境の自然度

を評価する上でのシンボル種としての役割を持つものと考

える。 
 

２ 調査方法 

２－1 調査水路の概況 

旭谷戸の水路延長は、右水路が 700m、左水路が約 900m、

河床勾配は約 1/80 以上であった。これらの水路は合流し、梅

田川に流入していく。水路に設置されている主な河川構造物

は、右水路が 4 基、左水路が 11 基、平均落差高が 45.5cm、

33.4cm であった。護岸構造は、下流から約 50～70%が石積み、

コンクリートの人工護岸、基質もコンクリートとなっていた。

それより上流は土護岸、基質は砂泥、土坦からなる岩盤が露

出する水路となっていた。 

 

２－２ 調査地点と時期 
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調査地点を図－1 に示した。調査対象地点は、梅田川に流

入する、標高が最大で約 70m の丘陵地に囲まれた旭谷戸であ

った。調査は、谷戸平野部の脇を流れる２水路で、左側水路

は、南斜面の下（以下、BL と略記）を流れており、右側の

水路は、北斜面の下（以下、BR と略記）を流れている。こ

れらは周囲丘陵地からの湧水によって、周年一定の水量が維

持されている。調査地点は、前報 5)の調査地点名を踏襲し、

それ以外の地点は補助地点として、地点名を付け加えた。BL
が上流～下流に、ST.14、15-2、15-1、15、16-2、16-1、16 の

7 地点、BR が下流～上流に、ST.10、11、11-2、12、12-1、12-2、
13、13-1 の 8 地点であった。 
産卵場の微環境等の解析調査は、BLが ST15、BR が ST10

の 2 地点に観察区を設けて行った。 
調査時期は、産卵場調査が、2006 年 5 月 8 日～6 月 28 日

の期間で 6 回、2007 年 5 月 8 日～6 月 17 日では 4 回、2008
年 4 月 14 日～8 月 21 日が 11 回、2009 年 5 月 14 日～6 月 25
日で 8 回、2010 年 6 月 10 日の 1 回の頻度で行った。産卵場

の微環境調査は、BL観察区が 2006 年 5 月 8 日～6 月 28 日の

期間で 8 回、BR 観察区は 2008 年 4 月 14 日～8 月 21 日の期

間で 8回と 2009年 5月 14日～6月 25日の期間で 5回であっ

た。 
 
２－３ 調査方法 

産卵場調査は、水路の下流から上流の方向で、水を攪乱さ

せないように静かに踏査し、ホトケドジョウの生息と卵の確

認を目視観察によって行った。なお、卵を確認した場所を産

卵場として表示した。 

微環境調査は、BL観察区の ST.15 が柳枝柵工法の護岸で改

修された多自然型水路で、調査区間には、木抗が 0.9m 間隔

で打ち付けられており、また幅が 0.9m であった。観察区は、

木杭を目印に長さ 7.8m の範囲で、1 区画（30×30cm）を縦に

26 区画、横に右、中央、左の 3 区画の計 78 区画を設定した。

それらを、上流から S1～S26、r（右）、c（中央）、l（左）の

区画として、卵の確認、仔稚魚の出現数を区画ごとに目視計

測していった。 

BR 観察区の ST.10 は、水路最下流に位置している。河川形

態はコンクリート三面張り水路になっているが、U 字溝ブロ

ック、大礫によって簡易的に堰が造られていた。調査は、堰

上の約 9m の範囲を上流から S1～S9 の縦 1m×幅 1.2m 間隔

で 9 区画を設定した。 

採集に用いた用具は、Ｄ型フレ－ムネット（網目

1.5×1.5mm）であった。採集方法は、産卵場とその周辺部で

連続的に採集した。採集した魚類は、標準体長をノギスで

0.1mm まで測定し、その後に放流した。また、BL 観察区と

その周辺域では、採集した産卵場の雄個体は、鰭の先端部等

をカットし、個体識別して同じ場所に放流し、経過観察を行

った。BR 観察区は、卵の確認調査を行った。 
物理的環境要因は、産卵場が確認された場所と確認されな

かった場所を、流れ幅（cm）、水深（cm）は折尺で測定し、

水深については 3 地点で計測し、平均値を求めた。流速は携

帯型電磁流速計（KENEK VE10）を用い、60%水深で 5 回測

定の平均値とした。基質性状については、コンクリート・岩

盤、シルト（0.06mm 以下）、砂泥（0.06～1mm）、小礫（2～
16mm）、中礫（17～64mm）、大礫（65mm 以上）の区分をも

とに 50×50cm の方形枠で目視計測を行なった。産卵場の卵

付着基質等と水中に露出した根と枯葉・枝等の長さ、幅を計

測し面積を求めた（以下、産卵場面積、水中カバー面積と表

記）。また、卵が付着していた植物の種類も記録していった。

微環境調査は、BL 観察区が同様な項目について各区画の中

央部の環境要因を測定し、BR 観察区は、水際の産卵場と流

心の環境要因を測定した。また、堰が開放された時の環境要

因も測定し、開閉の差を若干比較してみた。水温は調査時に

測定した。 
 

２－４ 解析方法 

 産卵場密度は、調査区間の水面面積（以下、調査面積と略

記）を求め、産卵場数に除して算出した。統計学的解析は、

正規性を示さなかった項目は、対数変換、log10(変数)、1 以下

は log10(1+変数)、百分率については逆正弦変換、asin(√変数)
を行って解析し、それでも正規性を示さなかった項目につい

てはノンパラメトリックの解析手法を用いて行った。仮説検

定の有意水準は 0.05 とした。 
 解析手順は、水路別産卵場の物理的環境要因の比較を二元

配置の分散分析、卵が確認された場所と確認されなかった場

所の環境要因の比較が２つの平均値の比較（少数例の場合）、

比率はマン・ホイットニ検定の統計解析を用いて比較した。

産卵場の物理的環境要因を詳細に検討するために、BL の観

察区における微環境要因と産卵場、稚仔魚の生息密度との関

係について、多重ロジスティック回帰分析、ピアソンの相関

係数を用いて解析した。 
 
３ 結果 

３－１ 谷戸水路の産卵場 

３－１－１ 年別の産卵場密度の変化 

図－１ 梅田川流域の谷戸水路の調査地点（ST.）、

BR（右水路）、BL（左水路） 
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 調査年別の BR、BL の水路における産卵場の位置を 2006
年と 2007 年、2008 年と 2009 年の 2 年ごとにまとめて図－２

に、年別、地点別の産卵場密度を表－１に示した。また、産

卵場の代表的な水路形態を写真－１、２、３に示した。 

 水路別の産卵場数は2006年を除いて、BRがBLより多く、

産卵場密度ではいずれの年も BR で高い値を示した。産卵場

の位置は、特に BR が 2006 年、2007 年では水路上流にも確

認されたが、2008 年、2009 年になると水路下流での産卵場
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* * *

*

 
図－２ 谷戸水路の産卵場位置、産卵場数、上段：2006年と 2007年（■：2006年、■：2007年）、下段：2008

年と 2009年（■：2008年、■：2009年）、縦線：河川構造物、水路の両岸の色、無色：土、橙色：多

自然型、灰色：コンクリート三面張り（一部石積護岸）、黒：暗渠、→：流れ方向、*：一時的な堰 

表－１ 地点別水路環境の概要と年別産卵場密度（N×10/調査面積）、－：淵区分なし 
水路 地点 水路形態 淵区分 調査面積(m2

) 2006年 2007年 2008年 2009年

'13-1 土 － 6.3 0.00 1.59 0.00 0.00
'13 土 － 7.0 0.00 1.43 0.00 0.00
'12-2 土 － 25.0 0.40 0.40 0.00 0.40
'12-1 土 D型 17.0 0.00 0.59 0.00 0.00
'12 石積、コンクリート D型 6.5 9.23 13.85 13.85 7.69
'11-2 コンクリート三面 － 4.0 0.00 0.00 0.00 2.50
'11 コンクリート三面 D型 12.8 0.00 1.56 4.69 3.13
'10 コンクリート三面 D型 12.0 1.67 0.83 17.50 14.17

'14 土 D型 41.6 0.00 1.20 0.00 0.48
'15-2 コンクリート一面 － 20.0 0.00 0.50 0.00 0.00
'15-1 板張り D型 28.0 0.71 0.00 0.00 0.00
'15 柳枝柵、板張り － 60.7 1.15 0.16 0.00 0.66
'16-2 コンクリート二面 － 12.2 0.82 0.00 0.00 6.54
'16-1 コンクリート二面 D型 23.0 0.00 0.43 0.43 1.74
'16 コンクリート二面 D型 24.7 0.00 0.00 1.21 0.81

BL

BR
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形成が多くなっていた。統計学的には年別より水路別で有意

差を示していた（繰り返しのある二元配置法、水路別：

F1,59=4.604、P=0.037、年別：F3,59=0.802、P=0.498、交互作用： 
F3,59=0.341、P=0.796）。 

BR の上流が浅い細流、土護岸、基質が砂泥等で、枯葉・

枝等により形成された深み等に、BL では水田水路の堰上流

に存在する水際植物等に卵が確認された。中、下流域では改

修が行われている区間であり、特に、BR では多くがコンク

リート三面張りとなっていた。しかし、産卵場が多く確認さ

れた地点は、これら区間に設置された堰上の D 型 6)の淵で、

低木、高木により被覆される区間であった。BL は、一部の

区間、ST.15 で多自然型改修方法の柳枝柵護岸となっており、

水際に植物が繁茂し、産卵場が比較的多く形成されていた。

また、水路が固定化されても、流況により土砂が堆積し、基

質性状の変化、細流内の小規模な洲の形成、湿地性植物の繁

茂等、複雑な水際微環境となっていた。 
 

３－１－２ 産卵場の物理的環境要因と占有個体等 

 産卵場（以下、卵+と略記）とその周辺部で卵が確認され

なかった場所（以下、卵－と略記）での環境要因を比較した

のが表－２、３である。また、産卵場面積、占有個体数、付

着卵数、標準体長等を表－４、卵付着基質組成を表－５に示

した。 
 卵＋と卵－の環境要因について比較すると、卵＋が卵－よ

り、水深、流速で低い値を示し、基質組成では、砂泥、枯葉・

枝の被覆割合が高かった。統計学的には、水深（t=5.658、df=187、
P<0.001）、流速（ウェルチの t=15.068、df=69、P<0.001）、砂

泥（マン・ホイットニ検定、Z=2.863、P=0.004）、小礫（マン・

ホイットニ検定、Z=3.337、P<0.001）、中礫（マン・ホイット

ニ検定、Z=3.750、P<0.001）で有意差を示した。 
産卵場面積（卵付着基質等の縦と横の長さの積）の平均値

は、226cm2 であった。基質に付着していた平均卵数は、6.1
個と少なく、分散していた。 
 卵が付着している植物の下、えぐれた場所には、ホトケド

ジョウが頭を出した状態で確認される例が多いことから、今

回、目視観察と同時に採捕調査を行った。また、産卵場の占

有個体を写真－４に示した。 
産卵場を占有していた個体数は、標本数 135 の内、1 尾が

53%、0 が 34%、2 尾が 7%で、占有個体は 1 尾が多かったが、

0 も比較的多いものとなっていた。全体の占有個体数の平均

値は 0.9 尾、性別では、標本数が 113 の内、雄が 110 尾、雌

が 3 尾で、性比が 97%と雄に著しく偏っていた。性別の標準

体長の平均値は、雌が 53.5mm、雄が 47.9mm で、雌の方が大

 
写真－１ BLの多自然型護岸の水路、観察区ST.15 

 

 
写真－２ BRの石積護岸、底面コンクリート水路、

堰上に砂泥堆積、護岸にミズゴケが繁茂

する 

 

 
写真－３ 水中の根に産卵、直径約1mm 

 

 
写真－4 産卵場を占有する雄、そっと、水中カメ

ラを近づけても逃げない 
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図－３ 水路別の卵付着基質組成の比較 

 

きかった。 
卵付着基質は、ミズゴケ類、枯葉・枝が 20、19%、イネ科

が 17%の順で高率であった。これらは、水際に繁茂する湿地

性植物が多く、全体の 80%を占めていた。卵はこれら植物の

水中に張り出した根、ミズゴケ類、枯葉等では陸生植物のサ

サ等に散在的に付着させていた。 
 

３－１－３ 水路別の環境要因と卵付着基質の比較 

 水路別に産卵場の環境要因について検討したのが表－６、

図－３である。 
 水路は、BLが南斜面下、BR が北斜面下を流れている。水

温は、BR が BLより低く、流れ幅、水深は BLの方が高い値

を示していた。流速は差がなかった。基質性状は、BL が砂

泥、小礫等の被覆率が高く、BR では枯葉・枝が高率であっ

た。水路別の卵付着基質の種類は、BL がミゾソバ類、イネ

表－２ 卵確認（卵＋）と未確認（卵－）の環境要因の比較、平均値±標準誤差 

項目 標本数 水温 流れ幅 水深 流速

(℃) (cm) (cm) (cm/s)

卵＋ 135 15.9±0.0 69.9±0.2 9.3±0.0 1.0±0.0

卵－ 54 16.4±0.0 73.3±0.4 15.8±0.2 10.2±0.1  
 

表－３ 卵確認（卵＋）と未確認（卵－）の基質組成の比較、平均値±標準誤差 

項目 標本数 コンクリート 砂泥 シルト 小礫 中礫 枯葉・枝

(%) (%) (%) (%) (%) (%)

卵＋ 135 1.5±0.1 68.1±0.3 0.2±0.0 0.7±0.1 0.2±0.0 29.3±0.3

卵－ 54 5.4±0.4 55.2±0.6 0.7±0.1 4.4±0.2 5.7±0.3 25.0±0.6  
 

表－４ 産卵場面積、占有個体、付着卵数等 

項目 産卵場面積 占有個体数 付着卵数 性比

(cm2) （尾） （個） 雄 雌 (%)

標本数 135 135 92 110 3

平均値±標準誤差 226±26 0.9±0.0 6.1±0.1 47.9±0.1 53.5±1.2

標準体長　（mm）

97.3

 
 

表－５ 卵付着基質組成

項目 ミズゴケ類 枯葉・枝 イネ科 ミゾソバ類 セリ オランダガラシ その他 計

標本数 27 26 23 19 13 9 18 135

% 20.0 19.3 17.0 14.1 9.6 6.7 13.3 100.0  
 

表－６ 水路別の環境要因の比較、平均値±標準誤差 

水路 標本数 水温 流れ幅 水深 流速

(℃) (cm) (cm) (cm/s)

BL 41 17.7±0.2 58.6±2.4 9.1±0.5 1.0±0.2

BR 94 15.1±0.2 74.8±2.3 9.5±0.5 1.0±0.1  
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科等、BR がミズゴケ類、枯葉・枝等が多い傾向を示した。 
統計学的には、水温、流れ幅で有意差を示し、基質性状、

卵付着基質では有意差を示さなかった（水温：t=7.934、df=133、
P<0.001、流れ幅：t=4.100、df=13、P<0.001）。 
 
３－２ 微環境要因と産卵場選択条件 

３－２－１ 多自然型水路の事例 

１）  産卵場、仔稚魚生息密度と微環境要因 

 BL 観察区の ST.15 で、柳枝柵護岸の区間を対象に、産卵

場の位置、ふ化仔魚の分布と物理的環境要因との関係につい

て検討した。水路の概況を写真－５に、水路上面から調査区

間、区画を図－４に示し、S1～S26 区画別の水中カバー面積、

水深、流速、基質組成、卵確認場所、仔稚魚の生息密度を図

－５に示した。 
縦区画の S1～S15 までは水深が浅く、流速が高い傾向を示

していた。特に、S10～S15 の区間は少し波立つ瀬を形成して

いた。S16～S26 は、水深が深く、流速が低い値を示し、淵を

形成していた。水深では r（右区画）と l（左区画）で差がな

かったが、流速では l 区画が低い値を示す傾向があった。水

中カバー面積は、S3、S8、S12、S15～S25 の l 区画の方が r
区間より高い値を示した。基質組成では砂泥被覆割合が高率

であった。横区画別は、水中カバー面積は、l 区画が c（中央

区画）、r 区画より高く、水深、流速は r 区画が高い値を示し

ていた。砂泥の被覆割合では c、r 区画で高い率であった。統

計学的には、縦区画間は流速を除く他の項目で有意差を示し、

横区画間では全項目で有意差を示していた（フリードマン検

定、水中カバー面積：縦区画間；χ2=21.7、df=25、P<0.001、
横区画間：χ2=37.85、df=2、P=0.048、水深：縦区画間；χ2=58.81、
df=25、P<0.001、横区画間：χ2=21.66、df=2、P<0.001、流速：

縦区画間；χ2=24.29、df=25、P＝0.502、横区画間：χ2=15.08、
df=2、P<0.001、砂泥被覆割合：縦区画間；χ2=46.32、df=25、
P=0.006、横区画間：χ2=14.39、df=2、P<0.001）。 
産卵場は l 区画の S9、S17、S21、S25 の 4 地点で、S17 が

5 回、S9、S21 が 2 回、S25 が 1 回の頻度で確認された。S9
は、小規模な淵に産卵場が形成され、形成頻度が高かった S17
の周囲には成魚の分布数が多いことが目視観察された。この

産卵場では、右岸から数尾が侵入し、一時的な移入移出、追

いかけ等の行動が観察された。しかし、これらは水面上の植

物カバー、水中カバーの中で行われており、産卵行動の明確

な観察はできなかった。 
２）  産卵場の選択条件 

産卵場形成と微環境要因との関係について検討した。回帰

分析を行うにあたって、環境要因の水中カバー面積、流れ幅、

 
写真－５ BLの観察区、ST.15、上流方向 

 

 

 
 

図－４ 観察区の水路環境と産卵場調査、Sは 30×30cm区画、r、c、l：右、中央、左区画、〇：産卵場、 

→：流れ方向、S1～S26へと連続的に流れる 
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水深、流速、基質組成との間の多重共線性を検討したところ、

VIF 値が 1.1 であり、多重共線性がないと判断し、以下の解

析を行った。 
目的変数をダミー変数として、産卵場形成区画を 1、未形

成区画を 0、説明変数を全区画別の環境要因として、多重ロ

ジスティック回帰分析で解析を行ってみた。その結果を表－

７に示した。 
ダミー変数と環境要因との回帰モデルは、水中カバー面積、

砂泥被覆割合とは正、水深、流速とは負の関係を示した。モ

デルの対数尤度比は 13.32、Wald 統計量はカバー面積、砂泥

で高い値を示したが、P値はいずれも 0.05 以上で有意差はな

かった。ちなみに、環境要因の値が１単位増加したときの産

卵場出現割合の程度を示すオッズ比は、他の要因に比して砂

泥被覆割合、カバー面積が若干高い値を示していたにすぎな

かった。 
３） 仔稚魚の選択条件 

図－５から、全長 10mm 以下の仔稚魚の生息密度は、S17
から下流の区画で高い値を示し、横区画では l、r区画で高く、

c 区画は少なかった。統計学的には、縦区画間、横区画間で

有意差を示した（フリードマン検定、縦区画間；χ2=41.01、
df=25、P=0.023、横区画間：χ2=15.17、df=2、P<0.001）。 
つぎに、生息密度と環境要因との関係を解析した結果を、

表－８に示した。 
生息密度と水深、砂泥被覆割合、水中カバー面積とは正の

相関関係を示し、流速は負の相関関係を示した。相関係数の

検定は、砂泥被覆割合、水中カバー面積、流速と有意差を示

していた。 

 
４） 産卵場の雄個体の追跡調査 

観察区とその上流の地点で確認された産卵場での占有雄

を経過観察した。産卵場で採捕した個体に鰭カット等による

個体識別したものである。産卵場 4 地点の内、3 地点で追跡

調査が可能となった。同一産卵場で確認された期間、平均日

数が 16 日、最小値が 9 日、最大値が 24 日であった。占有日

数が高い産卵場は、観察区外と S9 で、いずれも孤立した場

所に形成されていた。また、経過観察できなかった産卵場は、

S17 の安定した淵に形成されていた。産卵場で確認された雄

の標準体長は 54.7±1.2mm（標本数 3）であった。 
 

３－２－２ コンクリート三面張り水路の事例 

１） 産卵場の微環境要因 

BR の最下流 ST.10 のコンクリート三面張り水路には、堰が

簡易的に設置され、上流に淵が形成される。蛇行の屈曲角度

が約 170 度、左岸の浸食域は掘られ、右岸の堆積域には洲が

形成されている。観察区は、堰上の淵を S1～S9 の区画に分

けて調査した。水路概況を写真－６、2008 年、2009 年の 6
月の観察区と産卵場を図－６、産卵場の水際とその流心部の

区画別環境要因を表－９、産卵場を写真－７に示した。 
2008 年 5 月 5 日～7 月 11 日までの期間、5 回調査で、産卵

場数が計 22 であった。産卵場の形成区画は、S3～S8 の範囲

で、いずれも右岸の洲際の水中カバーに卵を付着させていた。

その水中カバーの平均面積は 244cm2 であった。産卵数が多

かった S5、S6 の卵付着基質はイネ科の根が多く、他区画は
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図－５ 観察区の微環境と産卵場、仔稚魚生息密

度、r：右区画、ｃ：中央区画、l：左区画 

 
表－７ 産卵場と環境要因との関係、多重ロジスティ

ック回帰分析 

項目 偏回帰係数 Wald統計量 P 　値 オッズ比

カバー面積 0.003 3.119 0.077 1.003
水深 -0.074 0.128 0.720 0.929
流速 -0.081 0.116 0.733 0.922
砂泥率 0.020 0.377 0.539 1.020
定数項 -4.166 1.665 0.197

 

表－８ 仔稚魚生息密度と環境要因との関係、ピアソ

ンの相関係数等、値は対数変換、逆正弦変換 
項目 定数 回帰係数 相関係数 t P

水深 -0.002 0.025 0.207 1.847 0.069

流速 0.577 -0.484 -0.361 3.373 0.001
砂泥率 -0.195 0.087 0.444 4.315 <0.001
カバー面積 0.121 0.094 0.312 2.865 0.005
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水際に堆積した枯葉が比較的多かった。産卵場の環境要因で

は平均流れ幅が 51cm、平均水深が 12cm、平均流速が 0.8cm/s
であった。これら産卵場の位置に対応した流心部は平均水深

が 20cm、平均流速が 6.6cm/s であった。産卵場の基質組成で

は S6 が砂泥であったが、他の区画は枯葉・枝が多かった。

統計学的には区画間の産卵場環境に差がなかった。 
産卵場形成期間の水温の平均値±標準偏差（標本数）は

14.5±1.2℃（18）であった。 
2009 年 5 月 14 日～6 月 16 日までの期間、4 回調査で、産

卵場数が計 15であった。産卵場はS1～S8まで広く確認され、

S1 が左岸、S2～S8 までは右岸洲際に存在する水中カバーに

卵を付着させていた。卵付着基質はイネ科、セリ等の根であ

った。水中カバーの平均面積は 133cm2 であった。産卵場の

環境要因は、平均流れ幅が 76.3cm、平均水深が 10.4cm、平

均流速が 0.58cm/s、基質組成は枯葉・枝等が砂泥より若干高

い率であった。統計学的解析は例数が少なかったので検討し

なかった。 
産卵場形成期間の水温の平均値±標準偏差（標本数）は

15.8±1.2℃（15）であった。 
２）堰開放による環境要因の変化 

 2009 年 6 月 25 日の調査時、簡易的に造られた堰が開放さ

れた。前回の調査、6 月 16 日までは堰が閉められた状態とな

っており、卵が確認されていた。そこで、開閉時、同一区画

（S1、2、4、7、8）で測定した水際と流心部の流れ幅、水深、

流速、砂泥、枯葉・枝被覆割合の環境要因を比較検討した。

それを表－10に示した。 

    
写真－６ BRの観察区、ST.10         写真-７ S6区画の右岸産卵場、〇：産卵場 

       写真下に簡易堰、水路出口 

 

 
図－６ 観察区の水路環境と産卵場、S:１×1.2m区画、左が2008年 6月、右が2009年 6月の調査、 

〇：産卵場、→:流れ方向、S1～S9へと連続的に流れている 
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 堰の開放時、流れ幅は低い値、水際、流心部の水深が低い

値、流速は高い値であった。基質性状は特に流心部の枯葉・

枝被覆割合が開放時に低い値となっていた。統計学的には、

流心部の流速と枯葉・枝被覆割合が有意差を示した（t 検定：

流心部の流速；ウェルチの t=8.585、df=5.7、P<0.001、マン・

ホイットニ検定：流心部の枯葉・枝；Z=2.627、P=0.009）。 
以上から、堰開放時、流速が増加するとともに、堆積物が

流出していたことを示していた。 
３）産卵場の成魚と産卵行動 

2008 年の産卵場数計 22 の内、個体が確認されたのが 12 で

約半分の割合であった。性別は全個体が雄で、標準体長±標
準偏差が 46.4±6.7mm であった。 

2009 年の産卵場数は 15、個体が確認されたのが 10 で約

67%であった。性別は全て雄で、標準体長±標準偏差が

50.6±5.2mm であった。また、産卵場周辺部で採捕された成魚

は 52 個体、雄が 44、雌が 8 で性比が 84.6%と雄に偏ってい

た。 
産卵行動の観察は、2009 年が S1 区画で、6 月 2 日の 14:00

～15 時に観察された。動画記録から、枯葉・枝が堆積した近

接した 2 地点、植物の根を中心に、雌に数尾の雄個体が追尾

して産卵が行われているのが観察された。ただし性別は推測

である。産卵行動が観察された場所には、卵が多く付着し、

その産卵場面積は約70cm2であった。雄成魚、標準体長が43、
50mm の 2 尾が採捕された。また、6 月 3 日では雄、49mm の

1 尾が卵とともに同一産卵場で確認された。 

 
４ 考察 

前報 5)では、梅田川流域にある A、B の２つの谷戸水路を

対象に、水路の物理的環境要因と生息密度との関係を解析し

た。その結果、生活場として、水際の湿性植物カバー、基質

表－９ 観察区の産卵場の区画別環境要因（2008年、2009年）、平均値±標準誤差、－：欠測値 
調査年 項目 S1 S2 S3 S4 S5 S6 S7 S8 S9

産卵場数 0 0 3 3 4 6 3 3 0

産卵場面積（ cm2
） － － 123±38 286±118 398±251 224±50 240±100 166±82 －

流れ幅  (cm) － － 53.3±5.3 46.7±3.3 44.3±4.1 46.6±3.5 62.7±6.5 56.7±6.7 －

水際 － － 8.3±3.5 13.4±3.1 13.9±4.2 11.8±2.4 13.0±4.0 12.3±2.1 －

流心部 － － 12.1±5.3 17.2±2.8 20.4±4.1 17.1±2.8 30.3±3.7 27.8±2.3 －

水際 － － 0.3±0.0 2.2±0.6 0.5±0.2 0.5±0.4 0.6±0.4 1.1±0.7 －

流心部 － － 5.9±1.2 6.5±0.5 7.6±1.0 6.1±0.7 6.5±0.3 6.5±0.8 －

砂泥 － － 50.0±20.0 36.7±17.6 72.5±8.5 36.7±10.2 46.7±3.3 36.7±17.6 －

枯葉・枝 － － 50.0±20.0 63.3±17.6 27.5±8.5 63.3±10.2 53.3±3.3 53.3±12.0 －

産卵場数 2 2 1 1 1 1 2 5 0

産卵場面積（ cm2
） 170±100 331±131 120 280 56 63 64±16 71±28 －

流れ幅  (cm) 97.5±0.5 68.5±11.5 70.0 70.0 70.0 70.0 76.5±3.5 75.9±1.6 －

水際 9.5±0.6 11.7±0.7 9.3 11.0 13.0 9.7 11.2±0.2 9.6±1.0 －

流心部 16.1±3.3 17.0±0.7 18.0 24.0 20.3 20.0 24.3±0.8 23.0±1.8 －

水際 0.9±0.6 0.4±0.1 0.2 0.5 0.3 0.2 0.7±0.5 0.7±0.4 －

流心部 5.3±1.8 5.7±2.4 4.0 9.4 6.2 4.6 7.3±0.6 6.0±0.5 －

砂泥 20.0±0.0 25.0±5.0 20.0 90.0 50.0 80.0 44.0±5.0 42.7±6.4 －

枯葉・枝 80.0±0.0 78.5±8.5 80.0 10.0 50.0 20.0 56.0±11.7 48.8±8.3 －

2008年

2009年

流速  (cm/s)

基質性状(%)

水深  (cm)

水深  (cm)

流速  (cm/s)

基質性状(%)

 
 

表－10 簡易堰の開閉時の環境要因 

項目 水際 流心部 水際 流心部

流れ幅　(cm) 80.2±10.6 － 68.2±9.3 －

水深  (cm) 10.6±0.4 20.7±1.1 7.9±1.4 19.4±2.5
流速  (cm/s) 0.6±0.2 5.6±1.2 2.1±1.1 29.4±2.4
砂泥　 (%) 38.0±13.6 22.0±5.8 42.0±11.1 60.0±7.1
小礫　 (%) 0.0 0.0 0.0 16.0±10.3
中礫  (%) 0.0 0.0 0.0 6.0±6.0
枯葉・枝  (%) 62.0±13.6 78.0±5.8 58.0±11.1 18.0±8.0

閉 開
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組成の砂泥、さらに相対照度との関係で、低木カバー、高木

カバーを含めて被覆する場所が選択される傾向を示した。特

に、生息密度が高かった水路では、流域の植物よりも、水際

草本カバーが高率で、生活場として適していることが推測さ

れた。谷戸水路環境としてこれら環境因子は、生活史等の季

節的変化をともなって選択されることが推測され、また、そ

れが、集団の維持に寄与しているものと考える。 
今回は、産卵場として選択される環境要因について、B 谷

戸の 2 水路を対象に解析した。年別水路別の産卵場密度は、

水路別に差があり、BR で多く確認された。水路形態は、コ

ンクリート三面張り水路、堰の存在によってＤ型の淵 6)、砂

泥被覆割合の高い水域が形成され、産卵場として選択されて

いた。また、BR では年経過により産卵場の位置が上流から

下流へと変化していた。 
産卵場として選択された環境要因は、水深、流速が低く、

砂泥被覆割合が高率の場所が選択された。卵付着基質は、湿

地性植物、枯葉・枝が選択され、水中カバーの存在が重要で

あった。前報 5)および既存の文献 7,8)では、水田水路において

ホトケドジョウ、ドジョウの生活場として、沈水植物、垂下

植物被覆率、砂泥の環境要素が重要であることが指摘されて

おり)、前回でもその重要性が確認されたが、それらは、同時

に産卵場が選択される条件でもあった。 
また、今回検討されなかったが、湧水点との関係、水温の

影響も重要な環境因子として指摘されており、水温上昇が負

の因子として認識されている 9,10,11)。ただし、生活史初期は、

高水温域へと移動、分散していくことも指摘されている 12)。

今回、BR が BLより水温が低く、湧水の量との関係は不明で

あるが、水路流域の二次林の影響によって、夏期には光が遮

蔽されるため水温上昇が抑えられているものと考える。 
ホトケドジョウの繁殖場として浅い砂泥底、水田、小溝が

利用され、水草、草の根、葉等に産卵することが報告 13,14,15)

されていることから、水際構造と基質性状とそれに付帯する

植物の存在が重要であると考える。産卵場環境の水路別比較

から、卵付着基質が水路流域の環境によって若干異なってい

た。すなわち、水面上を二次林等の低木、高木によって被覆

される水路、BR は、ミズゴケ類、枯葉・枝、南斜面の下、

畑、家屋が存在する水路、BL ではミゾソバ類、イネ科等が

水際に繁茂し、水中に根を張りだした植物、水中の落枝に枯

葉が堆積している場所等が選択されていた。選択範囲は統計

学的には明確でなかったが、水路形態、付着基質の性状に対

応して変化することが推測された。産卵場はこれら基質のま

とまりとして観察される。 
繁殖期での移動、分散様式は、季節により変化し、冬期に

源流部の湧水点、春期は水田、湧水点等に移動するとしてい

る 9,11)。今回の地区は、水路に河川構造物が多く設置され、

移動、分散は一方向になっている。同地区を対象とした既存

の報告 3)では、ST.15 の地点でマーク個体を放流したが、採捕

されたマーク個体は放流点で多く確認され、少数が流下して

いたにとどまった。このことから、集団の移動、分散が制限

されていることにより、水路の中、下流に定着し、生活場と

同時に産卵場として利用していると考える。また、移動、分

散方向から、上流集団が減少し、産卵場が下流方向へと移行

している可能性が推測される。 
産卵場には、成魚が確認されない場合もあったが、雄成魚

の約 1 尾が占有していた。占有場所は、根毛が水中に張り出

し、隠れ家がある場所が多く選択され、また、枯葉・枝では

塊等であった。これらは、シルト等が除かれ砂泥が露出して

いることから、産卵床として他の場所とは識別でき、水中カ

バーから頭部を突き出した状態で目視観察される例もあっ

た。 
産卵場における雄個体は、産卵場の確保、それは、卵の保

護としての役割をもっているものと推測した。今回、雄個体

の占有期間は変動し、その期間は、産卵場の環境、他個体と

の相互関係等によって変化するものと考えた。また、目視確

認された付着卵数が産卵場あたり平均 6 個と少なく、同所的

に生息する他種も少ないことから、同種による卵食が推測さ

れる。 
産卵行動は、BL、ST.10 での観察例から、少し黒色の雌と

思われる個体は、枯葉、根等を遊泳し、数尾の雄が追尾し、

雌の体側に接触させながら、これら基質に卵を付着させてい

た。この産卵行動は既存の報告 13,14,16）と一致したものと考え

た。今後、これらの繁殖機構、配偶システム等については、

室内の単条件のもとで再確認していく必要がある。 
産卵場の微環境要因を解析するために、水路形態の異なる

BL、BR に観察区を設定して検討した。BL観察区では柳枝柵

護岸となっており、水際に植物が繁茂し、水面上の草カバー、

特に左岸の水中カバーを形成させていた。産卵場はこれらの

要因と水路の中でも水深があり、流速の遅い場所に形成し、

選択条件は明確ではなかったが、砂泥、水中カバー面積との

関係が示唆された。また、これらの環境要因は仔稚魚の生息

密度との関係も強く、産卵場、生育場、また生活史を通じて

重要な環境因子であった。 
BR 観察区は、水路最下流に位置し、コンクリート三面張

り水路となっている。河道が屈曲、簡易的な堰が設置されて

いることが、産卵場形成にとって重要な因子となっていた。

洲の水際に繁茂する湿地性植物、枯葉・枝、砂泥の堆積等、

流速の緩和、水中カバーの拡大等であった。これらは、堰が

開放された時の環境変化によって理解される。 
産卵場形成とともに仔稚魚の過度の流下を抑制する観点

から、蛇行水路の確保、堰あるいは一時的避難場所等の再生

と堰構造の改変、簡易魚道の設置 17,18）、上流、細流での木杭

等による深みの造成、枯葉・枝等の供給によって産卵場形成

の促進を図ることが必要であり、一時的水域である水田 19)

との関係の修復、維持も重要なことと考える。これらは、丘

陵地、湧水点等を含めて地域的特徴を考慮して考えていく必

要があると考える。 
 

５ まとめ 

 鶴見川の支川、梅田川の流域の谷戸水路に生息するホトケ

ドジョウの産卵場と物理的環境要因との関係について検討
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した。 
１） 調査時期は、2006 年～2009 年の 4 年間、繁殖期の 4

月～8 月の期間で行った。調査地点は、旭谷戸の BL、
BR の 2 水路であった。 

２） 産卵場形成密度は、年による変動を示したが、BL よ

り BR で高く、産卵場が上流部で減少傾向にあった。 
３） 卵確認、未確認の物理的環境要因の比較は水深、流速、

基質の砂泥被覆割合で差があった。 
４） 卵付着基質は、流域の水際に繁茂する湿地性植物、枯

葉・枝等であった。産卵場には雄個体の平均 1 尾が占有

し、卵の保護が推測された。 
５） 水路別の卵付着基質は、水路の流域環境を反映し、BL

ではミゾソバ類、BR ではミズゴケ類が高率を示した。 
６） 産卵場形成と微環境要因との関係では、多自然型水路

が、流速、水中カバー面積、基質の砂泥被覆割合との関

係が示唆され、仔稚魚の生活場として、同様な要因を選

択していた。 
７） コンクリート三面張り水路は、蛇行、洲の形成、簡易

的な堰の存在が産卵場形成に寄与していた。 
以上、産卵場形成にとって重要な環境要因が抽出され、

地域個体群の保全、再生のための基礎的資料が得られた。 
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要旨 

ホトケドジョウの産卵行動、繁殖様式等を室内飼育観察により解析した。飼育条件は、恒温室内に設置された流水式水槽に、水

草のウィローモス塊を固定して産卵床を作った。産卵行動は、雄が占有する水草に、雌が侵入し、体を振動させながら遊泳する。

雄は雌の腹部等を吻端でつつき、体側を接触させて振動させながら並行遊泳し、水草に卵を散在的に付着させていた。この行動が

何回か繰り返される。雄 2 尾の場合、産卵行動時に占有雄とともに参加するスニーキングを行っていた。占有雄と他個体との個体

間の相互関係は、個体数が増加すると少なくなったが、産卵床占有期間は不安定であった。繁殖様式は、同一雌が多回産卵、ふ化

日数が 1～2 日、ふ化個体数計の最大値が 1000 個以上であった。これらの産卵行動、繁殖様式等から配偶システムは、なわばり訪

問型複婚と推定した。以上、地域個体群の保全、再生するための基礎的資料が得られた。 
 

１ はじめに 

 前報1,2)では、ホトケドジョウが谷戸水路で生活場、産卵場

として選択される物理的環境要因について解析した。生活場

は、相対照度%、砂泥被覆割合、水面上の植物カバーの環境

因子が選択され、産卵場では、水中カバー面積、砂泥被覆割

合が選択されていた。ホトケドジョウは、河川構造物等の存

在によって移動、分散が制限される中で、水路環境の変化に

対応して生活場、産卵場を選択していたのであった。 

産卵期、産卵場には、植物の水中に張り出した根、枯葉・

枝等に卵が散在的に付着し、平均 1 尾の雄が占有していた。

産卵行動は、野外で少数観察され、１尾に数尾が追尾して植

物の根、堆積域を入り乱れて並走遊泳し、産卵していた。し

かし、繁殖機構については不明の点が多かった。 

一方、ホトケドジョウの産卵行動等に関する研究は、種苗

生産の方法3,4)、野外5)、室内飼育観察での報告6)がある。ちな

みに、地理的分布、生息場が異なる同属のナガレホトケドジ

ョウ、エゾホトケドジョウでは、いくつかの研究報告7,8,9)が

ある。 

これら、産卵行動は、生活史の中で重要な時期であり、繁

殖様式の機構、産卵行動、個体間の相互関係等を解析してい

くことが必要であると考えた。 

今回、室内飼育による産卵行動の観察と繁殖様式等を解析

し、野外での繁殖生態の調査結果を補完し、さらに、減少し

つつある地域個体群の保全、再生するための基礎的資料を得

るために、若干の解析を加えたので報告する。 

 
２ 材料と方法 

２－１ 産卵行動の観察方法  
供試魚は、旭谷戸集団を室内で稚魚から飼育していた１歳

魚、実験期間は、2006 年 4 月～6 月であった。 

飼育方法は、恒温室内に設置した流水式水槽（縦 45×横 90×

高さ 45cm）に脱塩素処理した水道水を、換水率 2 回/日の割

合で通水した。照明は、観賞魚用蛍光ランプ（785 ルーメン）

で明条件 14 時間、飼料は冷凍アカムシを給餌した。 

水槽の中に産卵床を形成させるための写真用バット（縦

30×横 25×高さ 3.5cm）をセットした。産卵床の中に、水草の

ウィローモスの一塊を移動しないように、水槽上段より塩ビ

管を用いてセットした。 

個体の分布位置を把握するために、水槽内の区画を、バッ

ト内の産卵床（以下、B と略記）、産卵床に近い区画（バット

 
写真－１ 恒温室内に設置された観察水槽 
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から 10cm 以内の区画、以下、S1 と略記）、水槽から遠い区

画（バットから 10cm 以上の区画、以下、S2 と略記）の 3 区

画を設定し、鰭の一部カットによる個体識別を行い、雌は f、

雄が m 番号の識別記号で示した。観察は、3 実験水槽の A1、

A2、A3 区を設け、A1 には雌雄 1、A2 は雌 1、雄 2、A3 は雌

1、雄 4 尾を供試して経過観察を行った。観察期間は、A1 が

5 月 9 日～6 月 14 日の期間、飼育期間は 37 日、観察回数が

11 回であった。A2 が 4 月 11 日～5 月 20 日の飼育期間が 40

日、観察回数 29 回、A3 が 4 月 18 日～5 月 21 日、飼育日数

が 34 日、観察回数 24 回であった。 

実験水槽、観察方法の概要を写真－１に示した。観察は、

10 分/日で、水槽別に各個体の動きをトレースした。また、

産卵行動の観察記録は主にビデオカメラ（GZ-MG575B、ビ

ィクター製）を用い、2006 年、2007 年 4 月に 12 時間録画で

行った。水温の平均値±標準偏差は 20.6±1.3℃（標本数 35）

であった。 

 
２－２ 繁殖様式の調査方法 

 供試魚は、旭谷戸集団の 1 歳魚を用い、実験期間は、2007

年 4 月～7 月であった。 

飼育方法は、前回と同様であった。産卵床として水草、ウ

ィローモスを上から塩ビ管で底層にセットした。観察方法は、

原則的に雌雄 1 尾で行い、雌の行動、外観所見等によって、

雌個体を入れ替えながら 5 回に分けて行った。それを、実験

水槽の産卵床番号として、B1～B5 と表示してまとめた。卵

が確認された産卵床は、卵付着基質の水草全部を金魚ネット

ですくい取り、円筒水槽（径 24cm×高さ 12cm、塩ビ製）に

入れ、経過観察を行った。産卵床には、新たな水草をセット

した。なお、円筒水槽には、脱塩素した水道水を満たし、散

気していた。 

観察項目は、卵からふ化した個体数を計測した。卵数とふ

化個体数との差が希少であることから3)、ふ化仔魚数を対象

とした。実験水槽の水温の平均値±標準偏差は、23.3±1.8℃（標

本数 47）であった。 

 
３ 結果 

３－１ 産卵行動のパターン 

 実験水槽で観察された雌雄１尾の場合の産卵行動パター

ンを写真－２、３、４に示した。 
雌雄 1 尾の例では、産卵床に雄が分布し（写真－２）、飼

育開始 1 日後から産卵行動が観察された。産卵行動は雌が産

卵床の水草の塊に入り込み、体を左右に小刻みに振るわせて

遊泳する。雄はそれに触発されて追尾し、後方より雌の体側、

腹部等を吻端でつつき、追尾する（写真－３）。後方追尾か

ら相互に体を振るわせ、体を接しながら、並行に遊泳し、あ

るいは雌尾部後方からまわりこみながら並行遊泳をする場

合も観察された（写真－４）。その後に再び吻端で、腹部等

をつつき、追尾行動へと連動していた。これらの遊泳行動は

水草の中を、体をくねらせながら行われる。この時、放卵し、

水草に付着させ、産卵放精を行っているものと推測した。産

卵行動終了後は、ウィローモスの塊が解れた状態となってい

た。卵は、水草に散在的に付着し、水槽の底でも確認された。

これらの行動は短時間の中で繰り返し行われた。産卵行動終

了後は、雄は雌に突進し、産卵床から追い出し、排除する行

動をとった。 
雌 1 尾、雄 2 尾の例では、飼育開始後、雄間で、頭を同じ

 
写真－２ 水草のウィローモスを占有する雄 

 

 
写真－３ 雌（黒色）の腹部を吻端でつつく、雄、

雌は水草の中に突き進み、雄は追尾する 

 

 
写真－４ 体側を接触させ、振動、並行遊泳、その

時に産卵放精、水草に卵付着 

♀ 

♂ 

♂ 

♀ 
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方向、逆方向にして体を振動させる、誇示行動を示す、個体

間干渉が観察された。その後、産卵床に雄 1 尾が占有し、他

個体は産卵床の外部に排除された。しかし、産卵行動が発現

するとともに、その雄は、産卵床占有個体とともに水草の中、

雌を追尾し、並行遊泳し、先の雌雄 1 個体の場合と同様な産

卵行動を示した。さらに、産卵中の雄 2 個体の行動は、前後

して雌の腹部等をつつき、追尾していた。その時、雄間の相

互の争いはあまりなかった。これらの行動は、1 産卵行動が

約 2 分以内で終了し、産卵終了後の雌は雄とともに産卵床か

ら排除された。産卵行動が誘発される時期は、不特定な時間、

所要時間に変動があるが、短い時間の範囲で行われた。また、

個体の相互作用によって体表面の裂傷、出血斑等の外観所見

も認識された。 

 
３－２ 雌と雄間の相互関係 

 実験水槽、A1、A2、A3 の供試個体の標準体長、体重を表

－１に示した。個体間の相互関係を解析するために、産卵行

動の観察から行動パターンを、「振動」、「並行遊泳」、「つつ

き」、「追い出し」、「側面誇示」の 5 区分とし、水槽別にまと

めたのが表－２である。また、個体別区画別の飼育日数によ

る分布位置等をまとめたのが図－１、表－３である。 
 
３－２－１ A1水槽の観察 

 雌の f が標準体長 51.5mm、雄の m が 45.8mm の各 1 尾で

あった。卵は産卵床の B に存在する水草で、飼育日数１日、

7 日目の２回確認された。行動パターンは、雄による産卵床

からの雌の追い出し、排除行動が多く観察され、飼育 37 日

期間中に m が B に 100%の占有割合を示した。f は産卵床か

ら 10cm の区画 S1、10cm 以上の区画 S2 に分布し、特に、S2

が 70%以上の分布割合であった。産卵時を除いて、f は産卵

床に入り込めないものと思われた。卵は、ウィローモスに散

在的に付着していた。 

 個体間の行動様式は、動画記録から産卵行動が観察され、

一連の産卵行動パターンを頻度多く出現させていた。f は産

卵床のウィローモスに侵入し、f の体の振動を伴って、m が

同調し、産卵放精を行っていた。産卵後の f は、m に排除さ

れながらも、産卵床に接近し、底に散在する卵を摂餌してい

るのが観察された。後日に、同様な例での産卵後の雌を採捕

し、胃内容物を調査したところ、卵を確認した。 

 

３－２－２ A2水槽の観察 

雌の f が 1 個体で標準体長 47.5mm、雄の m1 が標準体長

43.6mm、m2 の 44.4mm の 2 個体であった。卵は産卵床の B

の水草に付着しているのを、飼育日数 1 日、21 日目の 2 回確

認された。 

 実験開始からm1 がBに分布し、28 日まで持続させた。し

 

表－１ 供試魚の標準体長、体重 

水槽 個体No 標準体長 体重

(mm) (g)

m 45.8 1.4

f 51.5 1.9

m2 44.4 1.8

m1 43.6 1.6

f 47.5 2.3

m4 40.9 1.1

m3 40.4 1.2

m2 56.0 2.4

m1 50.0 1.6

f 56.6 2.6

A1

A2

A3

 

 
表－２ 実験水槽別個体間の相互関係、行動パターンの出現数、f：雌、m：雄 

実験水槽 飼育日数 観察回数 出現方向 個体No 振動 並行遊泳 つつき 追い出し 側面誇示

A1 37 11 m　→ f 0 0 0 46 0

m2 0 0 0 11 7

f 2 2 15 12 0

m1 0 0 0 0 0

f 0 0 2 2 0

m2 0 0 0 1 3

m3 0 0 0 1 1

m4 0 0 0 1 0

f 0 0 0 0 0

m1 0 0 0 4 0

m3 0 0 0 3 0

m4 0 0 0 1 0

f 0 0 0 0 0
m3　→ 0 0 0 0 0

m1 0 0 0 1 0

m2 0 0 0 0 0

m3 0 0 0 0 1

f 5 0 1 0 0
f　→ m2 0 0 0 1 0

40

33A3 29

A2 35

m1　→

m2　→

m1　→

m2　→

m4　→

 

42



かし、29 日よりS1 に分布する傾向を示し、Bでの分布割合が

74%であった。m2 は、産卵床から 10cm以上の区画S1 に 60%

と多く分布していたが、Bにも 40%の割合で分布していた。

26 日よりm1 に変わってm2 がBに分布する傾向を示した。f

はS2、Bに分布割合が高く、実験水槽A1 とは異なっていた。

統計学的には個体間、区画間で有意差を示さなかった（フリ

ードマン検定、個体間：χ2=0.545、df=2、P=0.761、区画間：

χ2=0.667、df=2、P=0.717）。 

 個体間の行動様式は、雄間での産卵床への占有競合として

側面誇示行動等の出現を示し、m2 より体長が低かったが、

m1 が産卵床を占有した。m2 と f への追い出しがほぼ同率で

出現、つつき行動も多く出現していた。また、m1 と f とが産

卵時の行動パターンでもある体の振動、並行遊泳も観察され

た。 

 

３－２－３ A3水槽の観察 

 雌の f が１個体、標準体長 56.6mm で、雄の m1 が標準体

長 50.0mm、m2 が 56.0mm、m3 が 40.4mm、m4 が 40.9mm の

4 個体であった。卵の確認は、飼育日数 17 日目の 1 回のみで

あった。 

実験初期、fはS1、2 に分布していたが、雄間では飼育日数

13 日まで分布区画が定まらなかったが、14 日より産卵床のB

にm1 が分布するようになり、その占有期間に卵が確認され

た。m2 がS2 に、m3、m4 がS1 の分布割合が高かった。統計

学的には個体間、区画間で有意差を示さなかった（フリード

マン検定、個体間：χ2=0.759、df=4、P=0.944、区画間：χ2=2.800、

df=2、P=0.247）。 

 雌と雄 4 個体間の行動様式は、産卵床占有個体が m1 とな

ったが、A1、A2 水槽に比して雄個体間の相互関係が少なか

った。しかし、m1 より体サイズが大きい m2 に対しての追い

出し行動が観察され、また、m2 から m1、m3 方向への追い

出し行動も発現していた。体サイズによって行動発現の方向

性が異なっていた。A1、A2 水槽との比較では、個体間の相

互関係を示す行動発現が少なく、雄個体の産卵床占有率、追

い出し等の行動発現も A1 の場合に比して少なかった。 
 
３－３ 繁殖様式 

 実験水槽 B1～B5 の供試魚の標準体長、体重と産卵回数、

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42

m2

m1

f

B

S2

S1

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42

区
画

飼育日数

m4

m3

m2

m1

f

B

S2

S1

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42

m

f

B

S2

S1

 
図－１ 個体間の相互関係の経過観察、上段：A1、中段：A2、下段：A3 水槽、区画：B は産卵床、S1 が産卵

床から 10cm以内、S2が 11cm以上、表－３も同様、☆：卵確認、凡例：f；雌、m；雄個体番号 

表－３ 個体別の区画占有割合（%） 

水槽 個体No B S1 S2

m 100.0 0.0 0.0

f 0.0 20.0 80.0

m2 40.0 60.0 0.0

m1 74.3 22.9 2.9

f 40.0 11.4 48.6

m4 31.0 48.3 20.7

m3 13.8 62.1 24.1

m2 20.7 31.0 48.3

m1 65.5 20.7 13.8

f 13.8 48.3 37.9

A1

A2

A3
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ふ化仔魚数等を表－４に示した。 

 飼育日数は水槽により異なっており、5 日～56 日であった。

そのため産卵回数も 2 回～17 回と範囲が広かった。 

産卵間隔は、全体の平均値が 4 日で、B3 は、2.4 日ごとに

産卵が行われていた。この B3 は飼育日数が長く、産卵回数

も多かった。産卵からふ化するまでの所要日数は、1～3 日の

範囲、全産卵床の平均値±標準偏差（標本数）が 1.4±0.6 日（32）

であった。なお、その時の水温は 22.3±1.5℃（65）であった。

ふ化仔魚数計の最大は B3 の 1079 尾で、産卵回数あたりの仔

魚数は約 64 尾であった。 

 雄個体 2 尾の B1 と雌雄 1 個体の B2、B3 を比較すると、

B1 が産卵回数、ふ化仔魚数で少なかった。しかし、1 回あた

りのふ化仔魚数は、B2 より多かった。 

 卵サイズ等では、B2 の場合、卵長径の平均値±標準偏差（標

本数）が 1.1±0.1mm（30）、ふ化仔魚の全長がふ化 1 日で

4.1±0.9mm（31）、2 日後が 4.5±0.4mm（26）、3 日～5 日では

4.8±0.5mm（10）であった。 

 
４ 考察 

 ホトケドジョウの産卵行動は、室内水槽内では、雄がなわ

ばりを持ち、雌がそこに入り込ことにより並んで産卵受精が

行われることを報告している6)。また、野外では多数の雌雄

が加入して、枯草や切り株に 2～3 粒、散在して産み付ける

としている10,11)。また、水際に繁茂する水辺植物、雄がなわ

ばりを持ち、雌が侵入し、まわりにいた個体が加入して産卵

が行われていることが報告されている3)。前報2)では、枯葉、

湿性植物の周囲で、数尾の個体が加入して産卵行動を示し、

卵を産み付けているのを確認した。これらの結果は、既存の

報告と同様な観察結果であった。しかし、産卵場での雄占有

個体の役割、雌雄、同性の個体間の相互関係、産卵行動のパ

ターンについては明確ではなかった。今回、これら野外での

観察結果を明確にするために、室内水槽で産卵行動等を観察

したのであった。 
 ホトケドジョウの室内飼育水槽での産卵行動は、雄が水草

を占有し、そこに雌が侵入し、水草の中で体側を振動させ、

遊泳始めると同時に、雄が追尾し、腹部等をつつきながら追

尾、体を接触させながら並行遊泳し、産卵が行われることを

確認した。雌 1 尾、雄 2 尾の場合は、雌が侵入すると同時に、

産卵床から離れた区画にいた雄が加入し、占有雄とともに産

卵行動に加わり、スニーキングを行っていることが観察され

た。 
これら産卵行動のパターンは、同属のナガレホトケドジョ

ウ7)の産卵習性と比較すると、生息場の違いを反映し、雄は

占有している礫に接近してきた雌の体をつつき、雌は頭で礫

下の砂を掘り、並行遊泳し、砂の中に産卵、放精しており、

産卵行動パターンは似たものであったが、卵付着の段階で、

基質に対応した異なる行動を示していた。また、エゾホトケ

ドジョウもホトケドジョウと同様な場所に産卵し、行動バタ

ーンも似ていた9)。ちなみに、ドジョウは、雌の体に雄が巻

き付く産卵行動を示すことが報告12,13)され、シマドジョウで

も同様な産卵行動を示すことが示唆されており14)、ホトケド

ジョウとは異なったものであった。 

雌 1 尾に対して雄の数を変えた実験水槽では、雌雄 1 尾の

場合、雄の産卵床に産卵時以外は入り込めなく、一方向の明

確な排他的な行動を示していた。これら産卵床占有に関する

行動の出現頻度は、雄が増加するにつれ減少する傾向を示し

た。また、雄 4 尾の試験水槽では、個体間の相互関係の中で、

産卵床占有雄の成立によって雌の産卵が成立したものと解

表－４ 産卵床(B)別の繁殖様式、SL：標準体長、BW：体重、水温、産卵間隔日数、ふ化日数の値は、 

平均値±標準偏差 

項目 B1 B2 B3 B4 B5

雄 SL (mm) 49.2 － － － －

BW (g) 1.7 － － － －

雄 SL (mm) 48.3 50.5 48.0 47.5 47.5

BW (g) 2.1 1.8 1.4 1.7 1.7

雌 SL (mm) 52.5 52.3 55.0 48.0 36.6

BW (g) 2.4 2.2 2.3 1.4 0.6

水温 20.9±0.4 23.5±1.1 22.2±1.4 21.3±0.6 22.7±1.1

飼育日数 35 56 41 5 5

産卵回数 4 7 17 2 2

飼育日数/回 8.8 8.0 2.4 2.5 2.5

産卵間隔日数 5.0±4.2 7.6±6.9 2.4±1.6 4.0 4.0

ふ化日数 1.3±0.5 1.6±0.8 1.4±0.6 1.5±0.7 1.0±0.0

ふ化仔魚数計 217 303 1079 38 94

ふ化仔魚数/回 54.3 43.3 63.5 19.0 47.0  
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釈された。 
これらの結果は、雄が水草のある産卵床を占有することに

より、雌の産卵を誘発し、産卵後に水草に付着した卵を保護

することを示していた。産卵を終えた雌は、卵を捕食する行

動が観察され、実際に雌の胃内容物を見たところ卵を確認さ

ることができた。この卵食は他の研究報告でも指摘されてい

る3)。 
雄個体間の相互関係では、体を振動させて側面誇示行動が

観察され、その結果として占有雄が決まってくるものと推測

した。占有雄の体サイズは、体長差が希少であれば、小型個

体でも産卵床を占有することが可能であることを示してい

た。 
 繁殖様式では、ふ化仔魚数は、産卵からふ化するふ化率が

ほぼ 100%であることが示されていることから、ふ化仔魚数

として検討したのであった。ホトケドジョウの産卵は同一個

体が多回産卵することが知られており、雌雄 1 尾の試験区で

は 1000 個以上の産卵、雌１、雄 2 尾では 148～226 個の産

卵数を報告している3)。今回は、例数が少なく、今後、追加

して解析を行う必要があるが、あえて比較すれば、雌雄 1 尾

の水槽でふ化仔魚数が最大値で 1079 尾、雌１、雄 2 尾では

217 尾と産卵数の結果と近似していた。産卵の間隔は、全体

の平均値で 4 日、産卵回数の最大値は 17 回、1 回あたりの

ふ化仔魚数は 19～64 尾であった。ナガレホトケドジョウで

は、産卵間隔の平均値が 6 日であり、今回の方が若干短かっ

た。 
以上、繁殖様式は、多回産卵、推定産卵数は数回に分けて

数十個の卵を基質に付着させ、付着卵は短期間にふ化し、生

長していく方法をとっているものと思われた。  
一方、前報2)の野外の観察例では、産卵床を占有する同一

雄個体の占有期間が9～24日の範囲で産卵床を占有していた。

すなわち、雄は、卵付着基質となる場所を占有し、そこに雌

が侵入することにより産卵行動が行われる。その時、周囲に

いた雄も加わり、基質の中を 1 尾の雌と数尾の雄が追尾、並

行遊泳し、数十個の卵を産み付けていた。産卵終了後は、占

有雄が産卵床から雌、雄を排除する。 
野外の産卵場は、分布が制限されている中で、近接した場

所に多く形成されていた。そのため、雌は他の産卵場へと移

動し、産卵していくことが推測される。産卵床基質には異な

る雌の卵が付着し、短期間でふ化していく卵を占有雄が継続

的に保護しているものと考える。これらの産卵行動、繁殖様

式等から、配偶システムのタイプは、なわばり訪問型複婚

（Male-territory-visiting polygamy）15)に該当すると推測した。

また、占有雄と未占有雄との個体間の相互関係等によって、

占有雄が交代する場合もあるものと考える。特に、繁殖期、

生息密度が高い区間では性比が雄に偏っているため、産卵床

の占有維持が短期間で、不安定なものとなる。 
以上、室内水槽の観察から産卵行動、繁殖様式の概要が明

らかになった。今後、さらに、野外、室内での観察等の追加

調査研究が望まれるところである。 
 

５ まとめ 

ホトケドジョウの産卵行動、繁殖様式等を室内飼育観察に

より若干の解析を行った。 
１）飼育条件は、恒温室内に設置された流水式水槽にウィロ

ーモスの塊を固定して産卵床を作った。 
２） 産卵行動は、雄が産卵床を占有し、侵入雌が体を振動さ

せながら遊泳し、雄は雌の腹部等を吻端でつつき、体側

を接触させ並行遊泳する。その時に水草に卵を散在的に

付着させていた。 
３） 雄 2 尾の場合、産卵行動時に、占有雄とともに追尾、つ

つき行動等を示し、スニーキングを行っていた。 
４） 個体間の相互関係は、産卵床占有雄と他個体との干渉が

個体数が増加すると少なくなった。しかし、産卵床占有

期間が不安定であった。 
５） 繁殖様式は、同一雌が多回産卵、ふ化までの所要日数が

平均値1.4日、ふ化個体数計が最大1000個以上であった。 

６） 産卵行動、繁殖様式は、配偶システムのなわばり訪問型

複婚に該当すると考えた。 

以上、繁殖生態の概要が明らかになった。 
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キーワード：貧酸素、河口、底質、底生生物 

 

要 旨   

富栄養化した東京湾の西岸にある根岸湾奥・堀割川河口 6 地点において 2011 年 6、9 月に水質、底質および底生生物の

調査を行い、底層環境の現状について検討した。水質は 9 月に根岸湾奥全域で赤潮がみられたが、底層 DO は 4mg/l 以上

あり、貧酸素ではなかった。底質は堀割川河口を除いた地点で嫌気性が強く、ポンプ場排水口に近い地点では有機物や硫

化物の濃度が高かった。底生生物は 6 種の有機汚濁指標種を含む 16 種が採集された。6 月の 2 地点と 9 月の 2 地点におい

ては無生物帯に近く、わずかに 1 または 2 種で 2～4 個体のみ出現していた。水産用水基準による底質評価では、6 月の 1

地点と 9 月の 2 地点が「汚染初期泥」で、その他の地点は「汚染泥」と判定された。七都県市底質環境評価区分では、近

くの海の公園・八景島周辺での底質環境評価の目標は「環境保全度Ⅲ」であるが、今回調査では最高でも 6 地点中 1 地点

が「環境保全度Ⅱ」であり、評価の低い地点が多かった。 

 

１． はじめに 

閉鎖性海域の東京湾では富栄養化のために、春から秋

にかけて赤潮や貧酸素化現象がみられ、景観や漁業に影

響を及ぼしている。東京湾における水質モニタリング体

制としては、千葉灯標の海上観測局や観測船・漁船等の

定期的な観測があり、これらの情報をもとに東京湾全体

を推測した「貧酸素水塊速報」１）や「東京湾海況情報」２）

などが提供されている。 

しかし、東京湾に直接面していない運河や淡水の流入

する河口などでは沖合とは赤潮等の挙動が異なると考え

られる。このような条件の場所として、筆者らはこれま

で横浜内港や小運河、鶴見川や帷子川などの河口、下水

処理場放流口付近を選び、水質等の調査を行ってきた３―６）。 

今回、根岸湾奥・堀割川河口周辺において水質・底質

等を調査し、その特徴や底生生物の生息の可能性等を検

討したので報告する。 

 

２． 調査方法 

２－１ 調査地域 

調査域は東京湾に面した根岸湾の奥および堀割川の河

 

図１ 調査地点 
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口である。調査地点を図－1 に示す。 

堀割川は大岡川の支川で、St.1 はその河口にあたる。

近くにヨットハーバーや石油精製工場がある。水深は浅

く、約 3m である。St.2 はヨットハーバーの南側にあた

る。水深はやや浅く、約 5m である。St.2 の西岸には下

水道のポンプ場からの排出口や小河川の出口があり、大

雨時にはここから淡水の流入があると考えられる。St.3

は根岸湾に突出しているふ頭の根元に位置する。水深は

約 8m である。St.4 は石油精製工場と火力発電所に挟ま

れた地点で水深は約 10m である。発電所の冷却水放流口

からは約 200m 離れている。St.5 は石油精製工場の沖で、

水深は約 17m である。St.6、6’は下水処理場の放流口近

くの地点である。St.6 の海底は礫質なため、採泥地点は

沖側の St.6’に移した。 

 ２－２ 試料採取方法および調査期日 

 調査は港湾局港務艇「ひばり」にて調査地点に行き、

船上より水質・底質・底生生物用試料を採取した。 

表層水はバケツを用いて採水し、底層水（海底上 1m）

はリゴーB 号透明採水器を用いて採取した。底質および

底生生物用試料はエクマンバージ採泥器を用いて採取し

た。 

水質試料は DO ふらんビンおよびポリビンに分取し、

DO はただちに固定液を用いて固定した。底質試料はバ

ットで均一に混合後、硫化物用容器およびポリ容器に分

取し、クーラーボックスにて冷暗状態で保存運搬した。 

底生生物用試料は，採泥器で採取した泥を網目 1 ㎜の

篩でふるい、室内にて選別した。選別した底生生物は室

内で観察した後、10％海水ホルマリンで固定し、後に

70％アルコール中で保存した。 

調査期日は 2011 年 6 月 2 日、9 月 5 日である。6 月 2

日は大潮にあたり、調査時は下げ潮から干潮までで、小

雨であった。9 月 5 日は小潮にあたり、調査時はわずか

に上げ潮から潮が止まる状態であった。また、調査時は

曇りだったが、未明に 15 ㎜の降雨があった。       

 ２－３ 調査項目および測定方法 

 水質、底質の調査項目および測定方法を表－１に示す。

底質の試料調整は環境省の底質調査法７）に準じた。底質

の粒度組成は砂分率、泥分率に大別し、それぞれ粒径 2

～0.075mm、粒径 0.075mm 以下の試料が粒径 2mm 以下

の試料に占める割合とした。 

 底生生物は選別後、双眼実体顕微鏡および光学顕微鏡

を使用して種の同定８ー18）ならびに個体数の計測を行っ

た。分類学的情報が不足している群や虫体が破損してい

て分類・同定に必要な形質が観察できない場合は属まで

または科までの同定にとどめた。 

 

３．結果と考察 

３－１ 水質 

水質の調査結果の一部を表－２および図－２に示す。 

水深は St.１では 3m 前後と浅く、St.2、3、6 では 6～

10 m、St.4、5、6’では 13～18m と深い。 

水温は 6 月の表層水で St.4、5 が St.1、2 より約 0.5℃

高いのが認められる。火力発電所では冷却用の海水は表

層より水温の低い底層水が使われる。ここでは敷地南側

から取水し、北側から放流される。火力発電所の冷却水

量は出力100万kWあたり30～40㎥/secといわれている
19）。

2 箇所の発電所の総出力は 115 万および 120 万 kW であ

るから
20、21）、それぞれの温排水量は約 300～400 万㎥/

日となる。多摩川の流量は約 320 万㎥/日 22）なので、多

摩川 2 本分の冷却水が根岸湾奥に排出されていることに

なる。St.4、5 では、St.1、2 よりわずかな温度上昇であ

るが火力発電所の温排水の影響も考えられる。 

透明度は 6 月には 2.0m 以上あったが、9 月は 1.2m と

低くなった。一方、濁度は 6 月には表層で 2 度台であっ

表－２ 水質の結果 

水深 水温 透明度 ｐH 塩分 濁度 DO COD Chl.a

（ｍ） （℃） （ｍ） （psu) (mg/l) （mg/l） (μg/l)

上 2.5 20.0 2.0 8.00 23.5 2.4 4.5 4.1 3.0

下 20.0 8.03 24.0 2.3 3.9 2.7 3.3

上 6 19.9 2.5 8.25 27.0 1.4 6.1 2.7 3.9

下 19.2 8.23 33.0 3.7 5.5 2.5 4.5

上 7.6 19.7 2.8 8.27 27.5 1.3 6.3 3.1 4.5

下 18.9 8.23 33.5 2.1 5.7 2.4 3.6

上 13.1 20.6 2.3 8.39 30.2 1.3 6.9 2.9 6.1

下 18.1 8.26 35.0 1.5 7.3 1.7 1.8

上 16.2 20.5 2.5 8.31 28.0 1.4 7.1 3.1 6.5

下 18.2 8.27 35.7 1.6 6.9 1.6 1.5

上 9.6 19.3 2.2 8.01 23.5 1.1 7.3 3.7 5.3

下 18.4 8.29 34.0 2.4 7.1 2.1 3.6

上 4.2 27.3 1.2 8.72 22.0 7.0 11.4 6.1 75.1

下 27.2 8.57 23.0 5.4 9.1 5.8 59.0

上 6.5 27.1 1.0 8.74 20.0 9.7 11.0 5.3 105

下 27.9 8.34 27.0 4.4 5.2 3.2 24.9

上 10 27.0 1.2 8.77 21.0 8.3 10.2 6.6 88.5

下 26.3 8.30 29.5 1.1 5.8 2.4 9.7

上 15.4 27.0 1.3 8.81 19.0 7.2 10.4 6.6 115

下 24.7 8.16 31.0 1.0 4.8 2.0 4.2

上 17.6 26.9 1.2 8.72 18.0 6.9 11.6 6.7 114

下 24.1 8.10 31.0 1.3 3.9 2.3 3.7

上 15.2 26.6 1.2 8.84 14.5 6.5 11.0 6.7 85.4

下 25.6 8.27 30.0 4.8 5.8 3.1 13.5

* 上＝表層、下＝底層

St.1

St.2

St.3

St.4

St.5

St.6

　

６

月

　

９

月

St.1

St.2

St.3

St.4

St.5

St.6

項目

地点

 

表－１ 調査項目および測定方法 

測    定   方　 法

【 水質 】

水温 防滴型温度計：カスタム CT-280WR

水深 超音波測定法

透明度 白色セッキ板

pH pH計：堀場 F-52

塩分濃度 屈折計：アタゴ S/Mill

濁度 濁度計：セントラル科学 ＴＢ50

溶存酸素　(DO) ウインクラー-アジ化ナトリウム変法（JIS K0102 ）

化学的酸素消費量 （ＣＯＤ） 100℃過マンガン酸カリウム法（JIS K0102 ）

クロロフィルa （Chl.a)
グラスフィルターろ過後N、N-ジメチルホルムアミド抽
出、分光光度計によるUNESCO法

【 底質 】

泥温 携帯型ORP計：東亜電波 RM-20P

酸化還元電位 (Eh） 携帯型ORP計：東亜電波 RM-20Pで測定後、換算

粒度組成　　<砂分率>
2mm目および0.075mm目のふるいを用いた湿式ふる
い法

　　　　　　　　<泥分率> 100－砂分率（％）

強熱減量　(IL) 粒径2mm以下試料について600℃、2時間後の減量

　　　砂分のIL 粒径2-0.075mm試料について600℃、2時間後の減量

　　　泥分のIL 砂分率とIL、砂分ILから算出

COD アルカリ性過マンガン酸カリウム法(底質調査方法)

全硫化物　（T-S) 現場固定後、検知管法：ガステック　ヘドロテック-S

項   目
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たが、9 月は 6~10 度と高かった。 

塩分は表層よりも底層で高い。6 月は堀割川河口の St.1

と下水処理場放流口付近の St.6 で表層の塩分が低くなっ

ており、淡水流入の影響とみられる。9 月の表層塩分は 6

月より低く、St.1 から St.6 にかけて漸減していく傾向が

みられた。調査日の未明に降った雨の影響で大量の河川

水が沖に向かって流れて行ったためと思われる。底層の

塩分は水深の浅い St.1 を除いて St.3~6 は 30psu 前後でほ

ぼ一定である。ただ 9 月の St.2 は底層塩分がやや低くな

っているが、水深が浅いためにポンプ場排水が底層部に

まで多少およんだと考えられる。 

DO は 6 月では St.1 で表層・底層とも 4mg/l 前後と低

かったが、その他の地点では 6mg/l 程度あり、底層と表

層の DO の差が小さかった。9 月は表層 DO が 10mg/l 以

上あり、過飽和となっていた。底層 DO は水深の浅い St.1

では過飽和だったが、他の地点は 5mg/l 前後であった。

St.5 では底層 DO は 3.9mg/l であり、水産用水基準値

(4.3mg/l)に達していなかった。ただし、閉鎖性海域中長

期ビジョン 23）の目標値である底層 DO 2mg/l 以上には全

地点で到達していた。 

Chl.a は 6 月が表層、底層とも 6μg/l 以下であったのに

対し、9 月は表層で 75～115μg/l と高かった。この時の

透明度は約 1.2m であるから、神奈川県や千葉県・東京

都の赤潮判定基準（透明度 2（1.5）m 以下、Chl.a 50μg/l

以上）24）により、調査域は赤潮状態にあったと考えられ

る。 

COD は 6 月の表層で 2.7～4.1mg/l、これに対して底層で

は表層 COD より低い傾向がみられた。9 月は表層で 5.3

～6.7mg/l と 6 月よりやや高くなった。9 月には赤潮プラ

ンクトンなどが多く、これが高 COD の原因物質になっ

たと考えられる。   

9 月の「東京湾海況情報」２）では調査日と同じ 9 月 5

日に東京湾全域で測定が行われている。東京湾の西側は

大雨を伴った台風の影響で表層の塩分は 10 以下となっ

ており、根岸湾付近は 10 を少し超える領域になっている。

また透明度の分布は 1m を少し超える領域になっている。

同日観測の「貧酸素水塊速報」１）では根岸湾の底層 DO

は約 2mg/l の領域になっている。今回調査した根岸湾の

湾奥では塩分は 14～22、透明度は 1.0～1.3m、底層 DO

は 3.9～9.1mg/l であり、東京湾全域の情報から推測した

値とはやや違う結果が観測されていた。 

３－２ 底質  

底質の調査結果を表－３、図－３に示す。St.6 では礫

質のため採泥できず、沖側に採泥地点（St.6’） を移した。 

酸化還元電位 Eh は水深の浅い St.1 を除いて St.2～6’

では－110mV 以下であり、嫌気度が強かった。また、同

一地点では６月より９月に低くなる傾向があり、嫌気度

が増したのが認められる。特に水深が深い St.4～6’では

その度合いが大きかった。 

堀割川河口 St.1 の底質夾雑物として貝片の他に木の葉
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図－２ 水質の結果(一部) 

 

表－３ 底質の結果 

砂分率 泥分率 砂分IL 泥分IL

（℃）  (mV) （％） （％） （％） （％） （％） (mg/g) (mg/g)

St.1 19.1 11 47.4 52.6 6.9 3.5 9.9 31.4 1.09

St.2 18.6 -192 29.7 70.3 11.4 9.5 12.2 64.5 3.57

St.3 18.3 -179 21.0 79.0 7.6 4.1 8.5 40.2 2.07

St.4 17.8 -118 29.0 71.0 7.4 3.2 9.1 31.6 0.96

St.5 17.9 -114 8.3 91.7 9.0 4.7 9.4 33.5 0.88

St.6’ 17.9 -114 42.6 57.4 6.2 2.9 8.7 22.4 0.82

St.1 27.0 -20 80.7 19.3 2.7 1.2 8.8 6.4 0.35

St.2 26.3 -191 9.4 90.6 9.9 16.1 9.2 42.2 3.37

St.3 25.2 -187 51.1 48.9 6.9 2.3 11.8 24.5 1.72

St.4 25.1 -149 55.9 44.1 5.4 1.9 9.9 18.2 0.72

St.5 22.0 -184 5.8 94.2 10.7 6.5 11.0 40.2 1.95

St.6’ 23.1 -187 8.3 91.7 9.7 5.4 10.1 35.8 2.28

６

月

９

月

泥 温 T-S
粒度組成

Eh I L COD項目

地点
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等の植物片がみられた。河川上流から運ばれてきたもの

が沈降したものと考えられる。粒度組成は粒径 2～0.075

㎜の砂分が 6 月は 47％と半分近くを占め、さらに 9 月に

は 81％と多かった。その 9 月には COD が６mg/g、全硫

化物 T-Sが 0.4mg/gと他の地点に比べて低くなっていた。

汚濁物質を含有する割合が高い泥分が 6 月にくらべて少

なくなったためと思われる。 

ポンプ場放流口近くの St.2 でも底質夾雑物として貝片

の他に木の葉等の植物片がみられた。砂分の IL が 10％

以上と高い。これは、雨水排水の放出に伴って運ばれて

きた落葉等が細分化されていたものと考えられる。6 月

は COD や T-S が 65、3.6mg/g と他の地点にくらべて高か

った。硫化物を生成する硫酸還元細菌は有機物に富む嫌

気的環境に多く存在し 25）、生育できる酸化還元電位 Eh

は 0～－200mV といわれている 26）。St.2 は COD や IL の

値が高いことから、有機汚濁物質に富む底質が堆積した

箇所と考えられる。また Eh は－190mV であるから、こ

の有機物が嫌気分解される過程で硫化水素が生成され、

硫化水素の多くが硫化鉄として底質中に蓄積されて St.2

で硫化物が高濃度になったものと考えられる。9 月は粒

径 0.075 ㎜以下の泥分が増加したものの有機物指標であ

る COD は 2/3 に減少した。IL も 9 月に減少しているが、

6 月との差はわずかである。砂分の IL は 9 月に 16％と高

くなったがその割合は少なく、泥分の IL は 9 月の方が約

9%と低く、割合も多くなったためと思われた。 

湾奥の岸近くである St.3 も 6 月は St.1、2 同様に底質

夾雑物として木の葉等の植物片がみられた。Eh が St.2

と同程度に低く嫌気度が強いが、COD や IL は St.2 の約

2/3、T-S は約 1/2 と差がみられた。粒度組成は 6 月の砂

分が 20％と St.2 に近かったが、9 月は約 50％と増加して

おり、St.2 とは異なる傾向を示していた。 

St.4 の 6 月は St.1 と Eh で大きな差があるものの、COD

や T-S の値は St.1 とほぼ同じだった。9 月の COD や T-S
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 図－３ 底質の結果（一部） 

 

表－４ 底生生物の出現状況 

和名 St.1 St.2 St.3 St.4 St.5 St.6' St.1 St.2 St.3 St.4 St.5 St.6'

シズクガイ 2 5 3 　 15 6

チヨノハナガイ 2 1 3 1
アサリ 2 1
ホトトギスガイ 5 4
ムラサキイガイ 2 1

巻貝 アラムシロガイ 1 1 　

アシナガゴカイ 2 1 1 1 　 1 　 　 　

オウギゴカイ 1 2 1 　 1

ハナオカカギゴカイ 3 2 1 2 2 　
チャメチヨリ 1 　
チロリ 1 　 1
ヨツバネスピオ類(断片） 1 1 1 1 　 1 　 2
シノブハネエラスピオ 2 　 20 25
タケフシゴカイ科の１種 2 1 　
イトゴカイ 1 2
イトゴカイ科（断片） 1 2 2 1 1 1

ヒトデ類 マヒトデ(キヒトデ） 1 1 　 　 　 　
クモヒトデ類 クシノハクモヒトデ 1 1 1 1 　

総出現種類数 7 2 1 5 9 7 7 3 2 2 7 7
総出現個体数 16 2 2 6 17 10 11 4 2 2 43 38

：有機汚濁指標種 ：有機汚濁指標種・外来種

６月 ９月

二枚貝

多毛類
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の値は 6 月の約 7 割で、水深の浅い St.1 に次いで 9 月は

各項目の値が低くなっていた。9 月は粒度組成で砂分が

約 56%に増加していた。 

St.5 は粒度組成で泥分が 90%以上を占めていた。6 月

は COD が 33mg/g、T-S が 0.9mg/g であり、これらは St.1

や St.4 と同程度の値である。しかし、9 月は 6 月より COD

や T-S などが高く、特に T-S は 2mg/g と 9 月の約 2 倍に

までなっていた。 

St. 6’は東京湾に面しているためか、COD や IL は St.5

より低い傾向にあった。また、6 月より 9 月の方が COD

や T-S などが高くなっており、泥分も 9 月には 90％以上

を占めていた。 

３－３ 底生生物 

底生生物の出現種、個体数を表－４に示す。二枚貝類5

種、巻貝類1種、多毛類8種, ヒトデ類1種、クモヒトデ類

1種が採集された。各地点での出現種数は0〜9種と少なく、

各種の出現個体数も0〜25と少ない。いくつかの地点で粘

土粒や陸上からの枯葉、付着性二枚貝類の殻片の流入が

あり、嫌気層が発達した地点もあるなど、底生生物の多

様性は低い傾向にある。特に6月におけるSt.2およびSt.3

や9月におけるSt.2～4で多様性が低い傾向にあった。ま

た、総出現種数16種のうち、6種が有機汚濁指標種であり、

汚濁が進行していると考えられる。 

 6月、9月の調査ともに、St.1のアサリやホトトギスガ

イが優占する地点と、有機汚濁指標種のシズクガイやチ

ヨノハナガイ、ハネエラスピオ類などが優占する地点

（St.4、5、6）、汚濁が進み、無生物帯に近い地点（St.2、

3）に大別される。St.4においては、9月に汚濁が進行し、

無生物帯に近い状態になっている（表－４）。St.1では

ホトトギスガイのマットが形成され、その下に硫化水素

により黒化した層が見られ、アサリやアシナガゴカイが

観察された。9月の調査において、St.5、6において出現

個体数が増加しているが、有機汚濁指標種の増加による

もので、種類組成はほとんど変化していない。 

 6月と9月の調査で外来種のアシナガゴカイが採集され

た（表－４）。横浜港内の他の海域で採集されているホ

ンビノスガイ27、28）は採集されなかった。 

３－４ 水産用水基準による底質評価 

(社)日本水産資源保護協会の水産用水基準では養殖用

いけすでの餌やり管理などにも供せるように、水質だけ

でなく底質にも基準を設けている 29）。今回の調査につい

てあてはめた結果を図－４に示す。 

底層水のDOに影響する底質のCODとT-Sの値から、

「 B:汚染初期泥」は6月のSt.6’および9月のSt.1、4が、「C:

汚染泥」にはその他の地点が該当した。St.1やSt.4では6

月はC「C:汚染泥」にあたるが、Bの分布域に近い値であ

る。一方、「C:汚染泥」の中でもSt.2は他の地点よりもT-S

が高く、6月はCODも高かったのが認められる。多くの

地点で夏には水産動植物に厳しい生息環境になると判定

された。 

３－５ 七都県市底質環境評価区分による底質

評価 

東京湾の流域の主な自治体で構成する九都県市首脳会

議環境問題対策委員会水質改善専門部会は底生生物等に
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図－４ 水産用水基準による底質の結果 

 

表－５ 底質環境評価の項目別得点と評価区分* 

① ② ③ ④

底生生

物の総

出現種

類数

総出現

種類数

に占め

る甲殻

類比率

底質の

強熱減

量

上位三

種の優

占種に

よる評

価

評点の

合計

①+②+

③+④

環境評

価区分

評点 0-4 0-4 0-4 0-3 0-15 0-Ⅳ

St.1 1 0 2 2 5 Ⅰ

St.2 1 0 1 1 3 Ⅰ

St.3 1 0 2 1 4 Ⅰ

St.4 1 0 2 2 5 Ⅰ

St.5 2 0 2 2 6 Ⅱ

St.6' 1 0 2 2 5 Ⅰ

St.1 1 0 3 2 6 Ⅱ

St.2 1 0 2 2 5 Ⅰ

St.3 1 0 2 1 4 Ⅰ

St.4 1 0 2 1 4 Ⅰ

St.5 1 0 1 1 3 Ⅰ

St.6' 1 0 2 1 4 Ⅰ

６

月

９

月

 

* 環境保全度Ⅳ(14～15 点）：環境が良好で保全されている。多様        

な底生生物が生息しており、底質は砂質で、好気的である。 

* 環境保全度Ⅲ(10～13 点)：環境は概ね良好に保全されている夏

季に底層水の溶存酸素が減少するなど生息環境が一時的に

悪化する場合もみられる。 

* 環境保全度Ⅱ(6～9 点）：底質の有機汚濁が進んでおり、貧酸素                      

水域になる場合がある。底生生物は汚濁に耐える種が優占す

る。 

* 環境保全度Ⅰ(3～5 点)：一時的に無酸素水域になり、底質の多  

くは黒色のヘドロ状である。底生生物は汚濁に耐える種が中

心で種数、個体数とも少ない。 

* 環境保全度０(0～2 点）：溶存酸素はほとんどなく、生物は生息

していない。底質は黒色でヘドロ状である。 
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よる底質の評価方法を定めている 30）。 

底質の IL と底生生物の分類の結果から算出した各項

目の評点・評価区分を表－５に示す。どの地点も甲殻類

は出現しなかったため、その項目は 0 点となっている。6

月の St.5 および 9 月の St.1 は「環境保全度Ⅱ」（貧酸素

化水域、汚濁耐性種優占）、他の地点は「環境保全度Ⅰ」

（一時的に無酸素水域、汚濁耐性種が主、種・数が少）

であった。 

「東京湾再生のための行動計画」31）では、市民に施策

の効果を実感してもらうアピールポイント 7 箇所の評価

にこの環境評価法を採用している。その中で、調査域に

近い海の公園・八景島周辺での底質環境評価の目標は「環

境保全度Ⅲ」であるが、今回調査では最高でも 6 地点中

1 地点が「環境保全度Ⅱ」であり、評価の低い地点が多

かった。 

「Ⅰ」の評価は 2007 年の横浜港内の新港地区前面や山

下公園前３）、2008 年の帷子川河口、みなとみらいや瑞穂

ふ頭周辺４）、2009 年の鶴見川河口や京浜運河５）、2010 年

の堀川河口や山下ふ頭周辺６）と同一である。一方「Ⅱ」

の評価は 2007 年の横浜港内の新港地区汽車道周辺の浚

渫覆砂部分３）、2008 年 9 月の瑞穂橋付近４）、2009 年 6 月

の入江川河口や恵比寿運河５）、2010 年の本牧ふ頭 B 突堤

沖６）などでみられた。 

 

４． まとめ 

根岸湾奥・堀割川河口６地点で、底層環境を中心に

2011 年 6、9 月に水質、底質、底生生物の調査をしたと

ころ、以下のような知見が得られた。 

１）水質は 9 月に根岸湾奥全域で赤潮がみられたが、底

層 DO は 4mg/l 以上あり、貧酸素ではなかった。 

２）底質は堀割川河口を除いた地点で嫌気性が強く、ポ

ンプ場排水口に近い地点では有機物や硫化物の濃度が高

かった。 

３）底生生物は 16 種が採集され、そのうち６種が有機汚

濁指標種、外来種が１種出現した。優占種は二枚貝類や

多毛類の有機汚濁指標種で、無生物帯に近い状態の地点

もあった。6 月より 9 月の方が出現個体数は多いが、こ

れは有機汚濁指標種の個体数の増加によるものであった。 

４）水産用水基準による底質評価では、6 地点中 6 月は 4

地点が、9 月は 5 地点が夏に著しい貧酸素状態を引き起

こす恐れのある 「汚染底質」と判定され、大部分の地点

で魚介類や底生生物にとって厳しい生息環境にあると考

えられた。 

５）七都県市底質環境評価区分では、海の公園・八景島

周辺での底質環境評価の目標は「環境保全度Ⅲ」である

が、今回調査では最高でも 6 地点中 1 地点が「環境保全

度Ⅱ」であり、評価の低い地点が多かった。 
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要旨 
横浜市中区の山下公園前海域において，平成 20 年から平成 24 年にかけて、地形、底質、生物、水質、流況など様々な

視点から調査を行った。 

様々な実験の結果より、護岸下（±0ｍ）から水深 3m 付近までの海底には底生生物が多く生息していたが，水深 5m 以

深では底生生物の種類数，個体数とも少なく、夏季には貧酸素水塊が形成されることが分かった。また、海底にはシルト・

粘土分の多い軟泥が堆積し、海底付近は貧酸素状態になっていたことから、浄化能力を高めるためには生物付着基盤の設

置など、様々な環境を作ることで多様な生物が棲める環境を創出することができると考えられ、生き物の生息環境を整え

ることの重要性が改めて確認された。 

 

 

１．はじめに 
横浜港の水質汚濁は昭和 45 年から昭和 50 年頃までと

比較して公共下水道の整備や工場排水の規制により改善

されたが、近年は横ばい傾向にあり、赤潮発生や降雨に

伴う水質悪化という課題が残されている。横浜港の水質

をより向上するためには、流入汚濁負荷量の削減や底質

の改善を行うと共に、海域生物の水質浄化能力を活かす

場の修復・創出が重要であることが知られている 1-2）。 

本報では山下公園前海域において海が本来持っている

水質浄化能力を高めるのに適した生物生息空間について、

平成 20 年から平成 24 年まで様々な視点から調査した結

果をもとに検討したものである。 

 

 

２．調査方法 
２-１ 調査地域および調査期間 

 山下公園は神奈川県横浜市中区にあり、関東大震災の

復興事業として瓦礫などを使用し埋め立て造成した公園

である。 

調査は平成 20 年 3 月に地形の調査、平成 21 年 7 月か

ら 9 月にかけて生物の生息状況について調べた。  

流況調査は平成 23年 11月から 12月にかけて流況調査

および流況シミュレーションを、平成 23 年 9 月および平

成 24 年 1 月の 2 回に水質調査を行った。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 地形、底質、生物調査の地点 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 流向調査、水質調査の地点 
 

54



 

 

２-２ 調査方法 
 ２-２-１ 地形調査 
 地形の調査は図-1 に示す範囲で、海底面形状を把握す

るため、マルチビーム測深機(SEA-BAT8125)を艤装した

測量船（以下深浅測量と言う）により実施した 3）。 

海上測位方式は DGPS を用い、陸上の基地局から無線

により補正情報を受信して船位の補正を行った。 

既設護岸付近等やむを得ない箇所については、レッド

及び測深用ポールにより測深を行った。 

 

 ２-２-２ 水質調査 
水質調査は図-1 に示す 9 地点で、多項目水質計（ＪＦ

Ｅアドバンテック製）により、水温、塩分及び溶存酸素

を海面から海底まで１ｍ間隔で測定した 4）。 

 

 ２-２-３ 生物相調査 

 生物相調査は図-1に示す生物付着基盤の付近及び覆砂

を行った範囲で潜水士により行った。海面付近から海底

面までの付着生物について１ｍ角の方形枠を用い、種類

別個体数(もしくは被覆率)、海藻草類の種類別被覆率、

底質状況について、目視観察及び水中写真撮影を実施し

た。また、底生生物及び貝礁状況についても同様に調査

した 5-7）。 

各測点における代表的な付着生物相 50 ㎝角の方形枠

２枠及び護岸直下の底質生物１枠のなかに出現する生物

をすべて採取し、種の同定を行うとともに、種別個体数

及び湿重量を測定した。 

 

 ２-２-４ 流況調査 
図-2 に示す 3 地点で流速と流向の頻度分を調べる為、

15 昼夜の定点観測により流向、流速を測定した。 

観測はメモリー式電磁流向流速計（JFE ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ㈱社

製）およびメモリー式水圧波高計（JFE ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ㈱社製）

を用いて行った 8）。 

メモリー式電磁流向流速計は、アンカーを用いた 2 点

係留による方法で設置し、流向・流速を 15 昼夜連続観測

した。測定間隔は 10 分とし、１秒間隔で 60 データ取得

した。流向・流速値は、これらの 60 データの平均処理を

行い 10 分毎のデータとした。観測層は、各地点とも海面

下 1.0m 及び海底上 1.0m とした。 

メモリー式水圧波高計は大桟橋側の１地点に海底上に設

置し、波高（水圧波高）を計測した。波高の測定間隔は

0.1 秒で、連続してデータを取得した。 

全体的な流れの傾向と潮汐との関連を調べるため、図

-2 に示す６測線において曳航式観測を行った。 

観測は超音波ドップラー流速計(T-RDI 社製)を用いて

行った。 

超音波ドップラー流速計（以下 ADCP と言う）の音波

の発信面が海面下 0.5m となるように艤装し、3～4 ノッ

トで走行しながら流向・流速を測定した。移動中の位置

は、D-GPS より取得し、得られた流向・流速及び船位は、

観測と同時にパソコンにデータを収録した。水深が浅い

場所（概ね 2ｍ以浅）は迂回して走行し、観測層は海面

下 1.5m から 0.5m 毎に海底付近までとした。 

表-1 は以上の調査項目及び手法をまとめたものである。 

 

 

 

 

 

 

３．実験結果および考察 
３-１ 地形、底質 

深浅測量の結果より、地形は岸壁 50ｍから 150ｍ間に

おいては、起伏の大きい海底地形となっており、それ以

遠では水深７ｍ以深となっていた。また、岸壁より 20ｍ

付近は水深 1ｍ台で、岸壁に向かいなだらかな勾配を示

し、干潮時には護岸周りで数箇所の干出が見られた（図

-3）。 

底質の粒径は横浜港の底質環境調査の結果を表-2に示

す。護岸から 100m の地点（測点 19）では、砂分率は 20％

前後、泥分率は 80％となっており、護岸周辺（測点 15）

は、砂質を含む泥であった 9）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 山下公園前海域の地形 
 

表-2 底質の物理的特性 
 
 
 
 
 
３-２ 水質 

山下公園前のような閉鎖性の海域では夏季において成

層が発達し、海水が鉛直混合されにくくなることが一般

的に知られている 10-12）。調査海域の底層付近は酸素がな

い状態（貧酸素水塊）が形成されている 13）と考えられ

たため、夏季及び冬季において鉛直方向に水質調査を行

った。 

図-4 に溶存酸素の鉛直分布を示す。冬季においては海

面下の溶存酸素は 7.0mg/L 以上となっているが、夏季に

は海面下 2.5ｍ以深では溶存酸素が少なく、貧酸素水塊

が形成されていることが分かった。水産用基準によると、

海域における生物の生息環境に影響を及ぼす溶存酸素量

は 2.9mg/L 以下になるとほとんどの種で影響がみられる
14）とされていることから、溶存酸素からみた生物の快適

な生息可能な水深は 2～3ｍまでであると推測できる。 

 

平成 調査日（期間） 調査項目 内　　容 手　　法

20年 3月22日 地形 深浅測量 マルチビーム測深機およびレッド及び測深用ポール

21年 7月24日（設置）-9月11日（撤去） 生物 生物付着基盤の設置 ダイバー潜水による目視、写真による同定

11月30日（設置）-12月16日（撤去） 定点観測 メモリー式電磁流速計（3地点1層）

12月1日（小潮）、12月12日（大潮） 曳航式観測 ADCP（2潮時×2潮期)

9月8日（夏季）

24年 1月26日（冬季）
多項目水質計による水温、塩分及び溶存酸素の測定

23年
流況

水質 水塊構造調査

表-1 調査項目及び手法 
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図-4 溶存酸素の鉛直分布 
 

３-３ 生物 

生物調査は生物付着基盤（コンクリートパイプ、自然

石（安山岩）、鉄パイプ）の設置と覆砂を実施し、生物付

着状況の調査を行った。覆砂は、木更津産山砂を用い、

約 10ｍ2 を貝礁が隠れる程度（覆砂厚 10～20cm）で施工

を行った。その効果をまとめると、以下のとおりである。 

 

○生物付着基盤（表-3） 

 ・生物の出現頻度が上がった。 

  ・多くの付着生物が確認できた。 

  ・材質の優劣は判断することはできなかった。 

○覆砂（図-5） 

  ・今まで見られなかった場所に生き物が見られるよ

うになった。 

  ・ある程度の粒径があれば留まる。 

表-3 生物付着基盤の種類と生物相 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 覆砂の状況 

 
３-４ 流況調査 

山下公園前海域の護岸付近では大潮の干潮時に海底の

干出がみられている。この大潮時に干出する付近と連続

性を持たせて浅場を造成した場合、砂が安定して定着で

きる条件を確認するために流況調査を行った。 

調査から、山下公園前の平均流速は概ね 1cm/s 前後と

小さいことが分かった（表-4）。流速の出現頻度は上層で

2～4cm/s の出現が多く、調査海域は静かな場所であるこ

とが確認された。また、地形から北東方向からの風の影

響を受けやすいと考えられ、前面海域での流れは、表層

で岸向き、下層で沖向きとなり、潮流よりも風の影響が

大きい海域であることが調査から分かった（図-6）。 

 
表-4 流速の統計値 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 流向別流速出現頻度 
 
 

① 潮流シミュレーション 
上記の調査結果を踏まえ、山下公園前で起こり得る、

底質の状況が一番厳しくなる北東の風 15m/s の条件で

（流況調査や風浪・地形等も加味）で現況潮流シミュレ

ーション（図-7）を行った結果、小潮期・大潮期に関わ

らず、北北東及び北東の風によって比較的大きな沖向き

の底層流が生じることが確認された。 

 

 

区別 確認された生物 

付
着
基
盤 

コンクリート製パイプ 

ヨコエビ類棲管、カタユウレイボヤ、ヒドロ虫網 

イッカククモガニ、シロボヤ、小型巻貝類、アラムシロガ

イ、ハゼ科、マガキ 

自然石（安山石） 

ヨコエビ類棲管、ヒドロ虫網、シロボヤ、オトヒメゴガイ

科、ケヤリ科、ホトトギスガイ、マンハッタンボヤ、アミ

メハギ、ハゼ科、マガキ 

鉄パイプ ヒドロ虫網、アメリカフジツボ、イソギンポ科、ハゼ科 

覆砂（山砂） ハゼ科、イソギンチャク科 
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図-7 潮流シミュレーション 
 

 

② 流砂シミュレーション 
底層の砂の移動は、砂の粒径と底層の流れに依存する

ことから、干潟・浅場造成に重要な底質の安定性 15-16）

を検討するため、シールズ数※を求め、波浪や流れに伴

う影響を予測した（図-8）。 

現況の底質状態では、公園前面の海域のほとんどで砂

が動きやすい状態になっている。特に風がある場合は、

シールズ数が 0.2 以上となる区域は広くなっており不安

定な状態であることが分かる。現状地形 0 に覆砂した場

合（中央粒径が 0.3mm）、岸壁沿いの一部及び沖合水深 1

～2ｍの浅場でシールズ数 0.1-0.2 と掃流移動状態がみら

れるものの、ほとんどの区域で底質は安定状態となって

いた。また、風があるケースでも、その範囲は大きくは

変化せず、安定した状態となっていた。 

 
※シールズ数：砂の動きやすさを示す指標で、シールズ数が大きければ

大きいほど移動しやすいということを示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 シールズ数 
 
 
 

４．生物生息空間の検討 
地形、底質、水質、生息生物の把握、流況などの山下

公園前の現状を踏まえた上で、市民が親しみを持てる、

生きものが豊かで水質浄化能力の高い海を創造するため

には以下の視点を取り入れる必要がある。 

○基本的な考え方 
①浅場、干潟の造成により生物の多様性を保持し、海

岸で環境教育が行えるような親水性の高い公園と

することを考慮する。 

②干潟、浅場の造成には航行船舶を阻害しない区域と

する 17）。 

③地形の多様性が大きいと生物はその多様性のなかで

好む環境を見いだして生息する。自然の浅場及び養

浜部との連続性をもたせ、地形の起伏を確保する。 

④水質調査によると、海面下 2.5ｍ以深では貧酸素状

態となることから、水深が深い氷川丸バルコニー左

舷側に浅場を造成し、貧酸素水を発生抑制して生物

の生息基盤を創造する。 

⑤浅場の石積堤には凹凸の多い自然石を採用し、生物

の生息環境となるようにする。 

⑥流速は通常上層で 2～4cm/s 程度で静かな海域であ

るが、北東方向からの風の影響を受けやすく、表層

で岸向き、下層で沖向きとなり、潮流よりも風の影

響が大きい海域であることから、浅場等の造成に用

いる砂の中央粒径が 0.3mm 程度前後あれば安定す

ると考えられる。 

 

 

５．結論および今後の課題 
山下公園のように、閉鎖的な環境では、夏季は赤潮や

濁水の影響により、水深の深い所まで光の届かないよう

な環境が形成していた。 

図-9 は深浅測量の水深図である。水質の結果から水深

3m 程度では、光が海底部まで到達していることが分か

った。また、水深 5m 以深になると夏季において泥の堆

積、貧酸素など、生物の生息環境としては厳しいと考え

られ、自然の浅場と繋げるように浅場を造成することに

よって生物生息環境が改善されると考える。 

今後は、山下公園前の実験を活用して 横浜市内に多

くある、水際の浅場を利用して、水域利用のさらなる活

性化を図っていきたい。 
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（平成 24 年３月現在） 

 

２．主要機器一覧表 

品    名 規    格 数 量 

ガ ス ク ロ マ ト グ ラ フ 質 量 分 析 計

走 査 型 電 子 顕 微 鏡

同 上 用 Ｘ 線 分 析 装 置

分 光 光 度 計

全 有 機 炭 素 分 析 計

水 銀 分 析 計

水 素 化 物 原 子 吸 光 光 度 計

高 周 波 プ ラ ズ マ 質 量 分 析 装 置

高 周 波 プ ラ ズ マ 発 光 分 光 分 析 装 置

慢 性 毒 性 試 験 装 置 （ 魚 用 ）

電 気 炉

標 準 ガ ス 精 密 希 釈 装 置

石 英 ガ ラ ス チ ャ ン バ ー

ﾊ ﾟ ｰ ｿ ﾅ ﾙ ･ ﾀ ﾞ ｽ ﾄ ﾓ ﾆ ﾀ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ ｼ ｽ ﾃ ﾑ

液 体 ク ロ マ ト グ ラ フ

同 上 用 蛍 光 モ ニ タ ー

炭 素 ・ 水 素 ・ 窒 素 （ C H N ） 分 析 計

同 上 用 オ ー ト サ ン プ ラ ー

液 体 ク ロ マ ト グ ラ フ 質 量 分 析 計

ガ ス ク ロ マ ト グ ラ フ 質 量 分 析 計

ﾏ ｲ ｸ ﾛ ｳ ｪ ﾙ ﾌ ﾟ ﾚ ｰ ﾄ 測 定 用 吸 光 光 度 計

デ ー タ レ コ ー ダ

イ オ ン ク ロ マ ト グ ラ フ 分 析 装 置

ガ ス ク ロ マ ト グ ラ フ 分 析 装 置

農 薬 分 析 装 置

イ オ ン ク ロ マ ト グ ラ フ

大 気 V O C 分 析 装 置

ゲ ル マ ニ ウ ム 半 導 体 検 出 器

高 速 液 体 ク ロ マ ト グ ラ フ

分 光 光 度 計

ポ ー タ ブ ル 窒 素 酸 化 物 測 定 器

ｻ ｰ ﾏ ﾙ ﾃ ﾞ ｿ ｰ ﾌ ﾟ ｼ ｮ ﾝ ｶ ﾞ ｽ ｸ ﾛ ﾏ ﾄ ｸ ﾞ ﾗ ﾌ

薬 品 管 理 シ ス テ ム

JEOL 製 JMS-800 D     

日立 S-4800 

EDAX 

日立 U2000     

ベックマン MODEL 915-B 

日本インスツルメンス RA-3 

バリアンスペクトラ 220 

パーキンエラン PRC-e         

パーキンオプティマ S300DV 

関東工機製作所製 外 

ADVANTEC FUL232FA 外 

製鉄化学工業 SDS-401 

ダイレック 

柴田科学 PDS-1        

島津 LC-6A 

日立 F-1150    

柳本 CHN コーダー MT-3 型 

ヤナコ MTA-5 

26PS_Q-プルミエール XE     

島津 GCMS-QP2010 

ﾅﾙｼﾞｪﾇﾝｸｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ｲﾑﾉﾐﾆ NJ-2300 

ソニー PC208    

DIONEX DX-120 

HP6890，島津 GC-14A 外 

アジレント 6890N，GCMS-QP2010 Plus 

DIONEX ICS-1600 

GCMS-QD2010 Plus 

セイコーEG&G GEMZS-70 

HP 1090 

日本分光 V-550 外 

MEXA-120 NOx 堀場 

パーキンエルマー ATD-400 

関東化学 IASO 2000 

１式 

１式 

１式 

１式 

1 台 

１式 

１式 

1 式 

１式 

2 式 

2 台 

１式 

1 台 

１台 

2 式 

1 台 

１台 

１台 

１式 

1 式 

１式 

1 台 

１式 

5 式 

3 式 

１台 

1 式 

１式 

1 式 

1 式 

１式 

1 式 

１式 

所 長 
環 境   ８名 

土 木   ２名 

動 物   １名 １２

 ３８ 

（庶  務）担当係長

担当係長
環 境  １４名 

機 械   ２名 

事 務   ６名 

  ７ 

担当係長 （調査研究）

（環境測定）

１７

課 長 
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品    名 規    格 数 量 

自 動 雨 水 採 取 装 置

光 透 過 式 ス モ － ク メ － タ －

直 挿 型 N O X 分 析 計

高 精 度 オ ゾ ン 計

コ ン ポ ジ ッ ト サ ン プ ラ ー

風 向 別 制 御 装 置

       

 

小笠原 US-330+300 型 

堀場製作所 

堀場 MEXA-120 NOX 
紀本電子工業製 

日科機 S-4081 

日本公害防止技術ｾﾝﾀｰ WDP-100 

 

 

１式 

１台 

１台 

１台 

１台 

１台 

 

（平成 24 年３月現在） 
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３．学会等研究発表 
 

学 会 大 会 名 年 月 題      名 発表者・共同研究者 

第35回（平成23年度）神

奈川県・横浜市・川崎

市・環境・公害研究合同

発表会 

2011.6 
 

横浜におけるヒートアイランド現象解明のため

の上空調査 
 
横浜の海の生物相の変遷 －長期モニタリング

調査結果から－ 

○佐俣満夫、内藤純一郎、片岡雅樹 
 
 
○村岡麻衣子、阿久津卓 

日本ヒートアイランド学

会第６回全国大会 

 
 
 
 
 

 

2011.7 横浜におけるカイツーンを用いた上空調査によ

るヒートアイランド生成モデル 
 
 
 

熱環境評価のための行政支援ツールの開発 
 

○佐俣満夫、内藤純一郎、片岡雅樹、

佐土原聡（横浜国大）、田中貴宏（広

島大）、石田寛人（日本気象協会）、

古堅宏和（環境省） 

 

○佐俣満夫、内藤純一郎、梅干野晁

（東工大）、中大窪千晶（東工大）、

深澤朋美（東工大）、熊倉永子（東工

大） 

第10回海環境と生物およ

び沿岸環境修復技術に関

するシンポジウム 

2011.9 

 

山下公園前海域等における水質改善実験の検討

 

○上原直子、石井彰（元横浜市環境科

学研究所） 

 

第52回大気環境学会年会 
 

 

2011.9 神奈川県、横浜市、川崎市によるPM2.5実態調

査結果(2010年) 
－ハニカムデニューダを用いたPM2.5測定－ 

○浦垣充朗、阿相敏明（神奈川県環境

科学センター）、山田大介（川崎市公

害研究所） 
【神奈川県公害防止推進協議会浮遊粒

子状物質対策検討部会】 

平成23年度全国環境研協

議会関東甲信静支部水質

専門部会 

2011.11 横浜におけるアユの分布と産卵 ○樋口文夫、阿久津卓、渾川直子、

村岡麻衣子、福嶋悟（藻類研究分析セ

ンター）、犬飼まり子（環境創造局）

平成23年度環境創造局職

員業務研究改善事例発表

会 

 

2011.11 鶴見川周辺街区における熱環境実測調査 

 

鶴見川の農薬調査とオオミジンコを用いた生態

影響試験について 

 

平成２３年夏季の気温観測結果について 

 

大気中の微小粒子状物質（PM2.5）実態調査 

 

山下公園前海域等における水質改善実験 

 

横浜市内のゲンジボタル数個体の遺伝的多様性

について 

 

横浜の川におけるアユの分布と繁殖 

 

 

横浜の池の生物―市内の４つの池における生物

相調査の結果から― 

 

横浜市におけるPRTR対象物質の大気環境調査 

 

山下ふ頭・本牧ふ頭周辺における水質･底質等

の調査 

 

 

 

○内藤純一郎、奥津千里 

 

○酒井学、多田満（国立環境研究所）

 

 

○奥津千里、鈴木麻菜 

 

○浦垣充朗 

 

○上原直子 

 

○七里浩志、渾川直子 

 

 

○樋口文夫、阿久津卓、渾川直子、 

村岡麻衣子 

 

○渾川直子、阿久津卓、村岡麻衣子 

 

 

○鈴木麻菜、福﨑有希子 

 

○小市佳延、阿久津卓、村岡麻衣子、

上原直子、二宮勝幸（環境創造局）、

西栄二郎（横浜国立大学）、坂本昭夫

（横浜国立大学）、杉原奈央子（東京

大学大学院） 
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４．雑誌等投稿 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

神奈川大学法学研究所・

研究年報 30 

H24.3 阿布力孜・玉苏甫（新疆師範大学）、

石川孝之 

中国・新疆における生態移民の

研究 

［要 旨］本稿は、2011 年 11 月 17 日に、神奈川大学法学会主催・法学研究所後援で開催された「中国と日

本の自然環境を考える」シンポジウムに参加した阿布力孜・玉苏甫氏（新疆師範大学法経学院教授）が講演

のために準備した論文を翻訳し、論説としてまとめたものである。 

移民と移住の定義、生態移住に関する国内外の研究の現状について詳述し、新疆における生態移住の必要

性、生態移民が直面する問題（例えば水不足、深刻な土地の塩化、砂嵐、環境への適合）について焦点をあ

て、開墾事業の欠陥、生態移住と地域開発の関係における不合理な処理などについて建設的な提言と対策を

示した。 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

基礎工 H24.2 正木 千里 地盤情報データベース公開事例

横浜市行政地図情報提供システ

ム 地盤地図情報「地盤 View」

［要 旨］地盤情報データベースの公開事例として地盤 View を紹介。 

 

 

雑 誌 名 等 発行年月 執    筆    者 題     名 

（月刊）資源循環対策 H24.3 佐俣 満夫 横浜市 

［要 旨］２０００年から現在までの横浜市におけるヒートアイランドに関わる研究と行政対応についてわ

かりやすく説明した。特に横浜における夏季の気温分布の特徴、ヒートアイランドの生成機構を探るための

カイツーンによる上空調査、２００６年での横浜市の熱環境マップの作成と行政での活用、対策として保水

性舗装や市民とのコラボレーションによる緑のカーテンづくり、クールスポット評価のための大学と共同に

よる支援ツール開発などについて概説した。 
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５．記者発表一覧

■ 平成23年度 環境科学研究所

発表日 発表内容

平成23年8月2日
横浜市衛生研究所・横浜市環境科学研究所　初の合同による施設公開を行
います

平成23年9月22日 平成２３年夏の気温観測結果をお知らせします

平成24年2月22日 第７回こどもエコフォーラムを開催します

平成24年3月29日 大気中のアスベスト濃度について（平成23年度調査結果）
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 37 

 

 38 

 39 

 40 

明日の都市を照らす 

 

 

窒素酸化物特殊発生源調査報告書（環境庁大気保全局委託調査） 

横浜市公害研究所報創刊号 

公募論文・クルマ社会をどうするか 

 ―明日の都市環境を考える― 

第 1 回公害セミナー会議録・クルマ社会をどうするか 

 ―明日の都市環境を考える― 
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横浜市公害研究所報第 2 号 

中間報告横浜市における自動車公害に関する基礎研究 

横浜市公害研究所報第 3 号 

第 2 回公害セミナー会議録・合成洗剤 

自動車公害に関する意識調査 

 ―国道一号線三ツ沢・松本地区，1978 年 3 月実施 

  単純集計結果（第 1 報）― 

大気中の炭化水素濃度調査及び各種発生源施設からの排出実態調査結果

第 3 回公害セミナー論文集・川，よこはまに水辺をもとめて 

横浜市における自動車公害に関する基礎研究 

横浜市公害研究所報第 4 号 

第 3 回公害セミナー会議録・川，よこはまに水辺をもとめて 

横浜市地域環境大気調査報告書（昭和 54 年度環境庁委託調査） 

非特定重大障害物質発生源等対策調査（ベンゼン取扱施設） 

沿道環境整備対策のための基礎調査報告書－三ツ沢地区対象－ 

魚類の健康評価に関する研究(1)（昭和 53 年度） 

魚類の健康評価に関する研究(2)（昭和 54 年度） 

横浜市公害研究所報第 5 号 

帯水層層序確定のための地質調査 

 

第 4 回公害セミナー資料提言要旨 

第 4 回公害セミナー資料・調査研究事業のあらまし 

― 

地域交通環境に関する意識調査 

 －金沢 4 区，1980 年 11 月実施－ 

第 4 回公害セミナー会議録・80 年代の環境対策の課題 

低周波空気振動実態調査報告書 

有機ハロゲン化合物の分解と消長 

 －有機塩素化合物特にＰＣＢの環境中における動態について－ 

第 5 回公害セミナー公募論文集・よこはまに自然をもとめて 

横浜市公害研究所報第 6 号 

横浜市自動車問題研究会第二報告書 

 －横浜の物流と自動車公害に対する調査研究－ 

排水処理技術維持管理マニュアル－凝集処理編－ 

固定発生源から排出されるばいじん（粒度分布）調査報告書 

第５回公害セミナー会議録・よこはまに自然をもとめて 

魚類の健康評価に関する研究(3) 

魚類指標による排水評価のための技術要領 

横浜市深層地下水調査中間報告書 

 

横浜市自動車問題研究会第一報告書 －地域交通環境とまちづくり－ 

横浜市緑区及び戸塚区における道路交通騒音と交通量調査報告書 

会下谷の雑木林の生物相とその季節変化（横浜の旧市街に残る小雑木林）
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自動車騒音公害対策模型実験－車線内遮音壁－ 

第６回公害セミナー資料 

 大気汚染 －青空はよみがえったか，この横浜に－ 

会下谷の雑木林の生物相とその季節変化 

（横浜の旧市街に残る小雑木林） 

横浜市公害研究所報第７号 

第６回公害セミナー会議録 

 大気汚染 －青空はよみがえったか，この横浜に－ 

浮遊粉じん・ばいじんに関する総合調査報告書 

南関東地域での光化学大気汚染に関する総合調査報告書 

こども自然公園環境調査報告書 

 

道路周辺の植樹帯による物理的及び心理的騒音効果に関する研究 

 －中間報告－ 

横浜市南部沿岸地域の軟弱地盤調査図  付図 1－5 

調査研究事業のあらまし 

都市自然に関する社会科学的研究 よこはま「都市自然」行動計画 

第 7 回公害セミナー公募論文集 

 身近な水辺とまちづくり－「よこはまの川と池」再発見－ 

横浜市公害研究所報第８号 

排水処理技術維持管理マニュアル－生物処理編－ 

魚類の健康評価に関する研究(4) 

円海山・港北ニュータウン地区生態調査報告書 

第 7 回公害セミナー会議録 

 身近な水辺とまちづくり－「よこはまの川と池」再発見－ 

横浜市南部沿岸地域軟弱地盤調査報告書 

 

横浜のホタル生息地（1983 年度版） 

第 8 回公害セミナー公募論文集 

 いま 横浜の海は －水質，生物，水ぎわ……－ 

横浜市公害研究所報第 9 号 

横浜市南部丘陵 舞岡川源流域の水分調査 

排水処理施設維持管理マニュアル－イオン交換処理編－ 

第 8 回公害セミナー会議録 

 いま 横浜の海は －水質，生物，水ぎわ……－ 

道路周辺の植樹帯による物理的及び心理的減音効果に関する研究 

 －総合報告－ 

横浜市公害研究所報第 10 号 

平潟湾・金沢湾周辺水域環境調査報告 

魚類指標による工場排水規制手法に関する研究 

第 9 回公害セミナー会議録 

 静かなまちづくりをめざして－道路緑化と騒音－ 

ホタルの生息環境づくり～技術マニュアル試案～ 

第 10 回公害セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 

横浜市公害研究所報第 11 号 

円海山・港北ニュータウン地区生態調査報告書・第 2 報 

排水処理施設維持管理マニュアル－汚泥処理編－ 

10 年のあゆみ・横浜市公害研究所設立 10 周年記念誌 

第 10 回公害セミナー会議録 

 調べてみよう，身近な環境－水，みどり，まち…－ 

横浜市軟弱地盤層調査報告書（土地質試験データ図） 

 横浜市地盤環境図 

  横浜市地盤環境図 
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No. 100 

 101 

 102 

 103 

 

 104 

 105 

 106 

 107 
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 109 

 110 

 111 

 112 

 

 113 

 114 

 115 

 116 

 117 

 118 

 119 

 

 120 

 121 

 

第 11 回公害セミナー公募作品集 

   調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 

横浜市公害研究所報第 12 号 

第 11 回公害セミナー会議録 

 調べてみよう，身近な環境－水，みどり，まち…－ 

横浜市軟弱地盤層調査報告書（軟弱地盤構造と地盤沈下特性） 

横浜市軟弱地盤層調査報告書（縦断面地質柱状図，水準点変動図集） 

植樹帯による歩道環境改善効果に関する調査研究 

 －横浜市磯子区産業道路沿道植樹帯設置事業のケーススタディ－ 

第 12 回公害セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 

横浜市公害研究所報第 13 号 

水域生物指標に関する研究報告 

浮遊粉じんの発生源推定に関する調査報告書 

第 12 回公害セミナー会議録 

 調べてみよう，身近な環境－水，みどり，まち…－ 

魚の死亡事故の原因究明に関する研究報告書 

第 13 回公害セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち…－ 

横浜市公害研究所報第 14 号 

円海山・港北ニュータウン地区生態調査報告書・第 3 報 

第 14 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市公害研究所報第 15 号 

自然観察ワークシート～横浜の都市自然を調べる～ 

トンボ生息環境づくり調査報告書 

第 15 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

 

横浜市環境科学研究所報第 16 号 

環境科学研究所業務案内リーフレット 

横浜港の水質・底質汚濁に関する調査報告書 

第 16 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 17 号 

横浜市の陸域生物による環境モニタリング調査報告書 

鶴見川・帷子川水系生態調査報告書 

酸性雨に関する調査研究報告書 

第 17 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 18 号 

エコロジカル・ライフスタイルの政策科学的研究 

キショウブによる水質浄化法－実験報告書－ 

第 18 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

エコロジカル・ライフスタイルの政策科学的研究 パートⅡ 

横浜市環境科学研究所報第 19 号 

横浜市民の音環境に関する意識調査 

横浜港，生物と環境の変遷－底質柱状試料中の生物化石調査－ 

東京湾の富栄養化に関する調査報告書 

第 2 回陸域生物による環境モニタリング調査 

第 19 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 20 号 

エコロジカルライフスタイルの政策科学的研究（Ⅲ） 
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 123 
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 141 
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 143 
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 146 
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 150 

 

 151 

 152 

 

 153 

 154 

 155 

 

 156 

 

 157 

 158 

 

多環芳香族炭化水素（ＰＡＨｓ）に関する調査研究報告書 

大岡川・境川水系生態調査報告書 

横浜の酸性雨 －よりよい環境をめざして－ 

酸性雨のはなし 

第 20 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち－ 

横浜市環境科学研究所報第 21 号 

短期曝露用拡散型サンプラーを用いた環境大気中の NO，NO2 及び 

 SO2 濃度の測定方法（YERI METHOD - 1996） 

酸性雨に関する調査研究報告書（ II ）－酸性雨による器物影響－ 

長期曝露用拡散型サンプラーを用いた環境大気中の NO，NO2 及び 

 SO2 濃度の測定方法（YERI METHOD – 1997-1） 

有害大気汚染物質の沿道実態調査報告書 －環境庁委託報告書－ 

第 21 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 22 号 

第 22 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

酸性雨に関する調査研究報告書（ II ） 

         －酸性雨による器物影響－ ( 改訂版 ) 

横浜市環境科学研究所報第 23 号 

エコシティ研究報告書 

第 23 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 24 号 

揮発性有機塩素化合物による地下水汚染に関する調査研究報告書 

第 24 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 25 号 

新低騒音化技術の適用研究 

第 25 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 26 号 

横浜型エコシティ研究報告書 花鳥風月のまちづくり 

第 26 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 27 号 

環境ホルモンに関する環境調査報告書 

横浜市地盤環境調査報告書（ボーリング柱状図集、地質断面図・ 

土質試験データ・地下水位観測データ集、ボーリング調査位置 

及び軟弱地盤分布図、地形地質図) 

第 27 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 28 号 

第 28 回環境セミナー公募作品集 

 調べてみよう身近な環境－水・みどり・まち・・・－ 

横浜市環境科学研究所報第 29 号 

横浜市環境科学研究所報第 30 号 

第 1 回こどもエコフォーラム公募作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 

第２回こどもエコフォーラム公募作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 

横浜市環境科学研究所報第 31 号 

横浜市環境科学研究所報第 32 号 
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181 
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第３回こどもエコフォーラム公募作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 

第４回こどもエコフォーラム公募作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 

横浜市環境科学研究所報第 33 号 

横浜の源流域環境 

横浜の源流域環境 概要版 

第５回こどもエコフォーラム公募作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 

第６回こどもエコフォーラム公募作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 

第７回こどもエコフォーラム作品集 

－つなごう!広げよう!環境を守る力－ 

壁面緑化マニュアル 

横浜の川と海の生物（第 11 報・河川編） 

短期暴露用拡散型サンプラーを用いた環境大気中の NO、NO2、SO2、O3 お

よび NH3濃度の測定方法（マニュアル） 

平成 16 年度源流域水環境基礎調査報告書概要版（鶴見川） 

平成 17 年度源流域水環境基礎調査報告書概要版（帷子川） 

平成 18 年度源流域水環境基礎調査報告書概要版（円海山） 

平潟湾の干潟域の生物相調査（平成 9 年度～平成 15 年度の経年変化）

総括報告書 

横浜の川と海の生物（第 11 報・海域編） 

横浜の川と海の生物（第 11 報・海域編）概要版 

平成 19 年度源流域水環境基礎調査報告書概要版（舞岡・野庭） 

地球観測衛星データを利用した東京湾の水質モニタリング手法開発に関

する共同研究 成果報告書 

横浜の川と海の生物（第 12 報・河川編） 

横浜の川と海の生物（第 12 報・河川編）概要版 

横浜の川と海の生物（第 12 報・海域編） 

横浜の川と海の生物（第 12 報・海域編）概要版 

横浜市環境科学研究所報第 34 号 

横浜の池の生物 概要版 

横浜市環境科学研究所報第 35 号 

横浜市環境科学研究所報第 36 号 

横浜の川と海の生物（第 13 報・河川編） 

横浜の川と海の生物（第 13 報・河川編）概要版 
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７．施設見学者等一覧

日付 団体名等 内　　　　　容 人数

H23.6.2 横浜市医師会看護専門学校
ヒートアイランド対策、ダイオキシン類、水生生物、
アスベスト、化学物質、きれいな海づくり

60

H23.6.21 滝頭小学校生徒
概要説明、きれいな海づくり、ヒートアイランド、水
生生物

60

H23.6.24 横浜市立大学　国際総合科学部
きれいな海づくり（海域生物）、GISによる植生の変
遷、ヒートアイランド、化学物質、河川生物

45

H23.7.12 横浜市立桜丘高等学校 帷子川の水質、水生生物、採取方法、飼育方法 4

H23.7.15 慶応大学　環境情報学部
きれいな海づくり、化学物質、ダイオキシン類、水生
生物

20

H23.7.20 生涯現役かなざわ会
概要説明、ヒートアイランド調査研究、きれいな海づ
くり、市内河川の生物、化学物質

15

H23.8.25 立野小学校　教員
概要説明、きれいな海づくり、横浜の大気環境（ＶＯ
Ｃ）、水生生物

23

H23.9.14 磯子区理科研究会（小学校教員） 概要説明、ヒートアイランド、水生生物 25

H23.10.18 環境創造局転入職員・新採用職員
概要説明、放射線、ヒートアイランド、水生生物、き
れいな海づくり、ダイオキシン類

28

H23.11.16 JICAナショナルスタッフ 概要説明、ヒートアイランド、水生生物、電子顕微鏡 3

H24.1.31 環境創造局 局内YES施設見学
概要説明、放射線、ヒートアイランド、きれいな海づ
くり、ダイオキシン類、電子顕微鏡、環境測定、
地盤VIEWと湧水調査、生物多様性等

35

合計 318
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８．環境教室等講師派遣一覧

日付 団体名等 内　　　　　容 人数

H23.5.25 出前講座（丸山台小学校　５年） きれいな海づくり 60

H23.5.27
神奈川大学法学部　環境行政特論
講義

公害対策と未然防止 170

H23.6.24
神奈川大学法学部　環境行政特論
講義

環境アセスメントの現状と課題 170

H23.6.10 横浜市立大学　国際総合科学部 氷取沢市民の森における自然観察 45

H23.6.17 環境・公害合同研究発表会
横浜におけるヒートアイランド現象解明のための上
空調査,横浜の海の生物相の変遷

142

H23.7.7 出前講座（吉原小学校　環境委員） 日野川生きもの調査 27

H23.7.11 出前講座（奈良の丘小学校　６年） ヒートアイランド現象とその対策について 128

H23.7.15 出前講座（日野中央高等学校） ヒートアイランド現象とその対策について 190

H23.7.24 戸塚区役所　観察会 阿久和川における自然観察 100

H23.7.28
保土ヶ谷宿松並木水辺プロムナード
愛護会

今井川における自然観察 25

H23.8.1 栄区　いたち川いきもの観察会 いたち川にける自然観察 50

H23.8.5 出前講座（都築小学校　５年） ヒートアイランド現象とその対策について 66

H23.8.17 子供アドベンチャー（関内中央ビル）
きれいな海づくり、海の色は何の色？、見てわか
る！分析の基礎

525

H23.8.18 子供アドベンチャー（関内中央ビル） 横浜の川にすむ外来生物 483

H23.8.20 Green Triathlon 山下公園での海の浄化に関する出展 2000

H23.9.14 出前講座（三保小学校　５年） こんなにいるよ横浜の海の生きものたち 66

H23.9.15 出前講座（三保小学校　５年） こんなにいるよ横浜の海の生きものたち 97

H23.10.15 48

H23.10.16 48

H23.11.1 磯子小学校 堀割川に住む生き物説明 30

H23.11.5 環境行動フェスタ2011 クイーンズパーク、きれいな海づくりに関する出展 4500

H23.11.5 15

H23.11.6 15

H23.11.17 神奈川大学法学会・法学研究所
国際シンポジウム「中国と日本の自然の管理を考え
る」

150

H23.12.3 磯子区役所 いそごこどもエコフェスタ２０１１ 157

H23.12.7 横浜市立大学　国際総合科学部 環境保全学「横浜のヒーアイランド対策」 30

H24.1.28 出前講座（六ッ川台小学校　５年） こんなにいるよ横浜の海の生きものたち 50

神奈川大学大学院法学研究科　トラ
イアルコース　講義

コモンズをめぐる法と政策

横浜国立大学教育人間科学部　地球
環境行政特論　集中講義

公害対策とその未然防止
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日付 団体名等 内　　　　　容 人数

H24.2.1 出前講座（金沢小学校　４年） こんなにいるよ横浜の海の生きものたち 84

H24.2.25 第７回こどもエコフォーラム
横浜で暮らす魚たち,東京オリンピックの時代のＳ
ＡＴＯＹＡＭＡ

300

H24.3.9 出前講座（洋光台第三小学校　５年） こんなにいるよ横浜の海の生きものたち 46

合計 9817
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◇編集後記◇ 

 

ここに、横浜市環境科学研究所報第３７号を無事とりまとめることができま

した。掲載した研究成果が環境の保全や創造に貢献することを期待しながら、

原稿の編集を行いました。 

多様化する環境問題に対応し研究成果を効果的に環境施策につなげていくた

めには、社会現象に対応した時機を得た調査研究が求められています。一方、

現在の環境問題を考えるときに、永年にわたり積み上げてきた環境情報が貴重

な財産となっていることも改めて認識することができました。 

今後とも、環境科学研究所の研究成果を伝える手段として所報の充実を図り、

積極的に情報発信を行い、皆さんが活用してくださる所報を編集していきたい

と考えております。 

 

所報第３７号編集委員会 

竹田 隆彦 

片岡 雅樹 

古川 聡 

小市 佳延 

酒井 学 

正木 千里 

七里 浩志 

檜垣 正海 

佐俣 満夫 

前田 裕行 
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